
平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費 教育環境課(内線・ 750 7) 
高等学校課(内線・ 791 6) 

(単位:千円)

1項教育総務費
2目事務局費

事業名

(新)県立学校 ICT環

本年度 前年度 比較
目才

国庫支出金

源 内 訳

起債 その他 一般財源 備考

境整備事業(高等学校用 15， 867 01 15， 867 15， 867 
機器整備)

トータルコスト 15， 867千円(前年度O千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 ICT機器の発注、事業効果の検証
工程表の政策目標{指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

各高校でデジタル教材等を活用した教育の効果・影響の検証、指導方法の開発、モデルコンテンツ

の開発等を実施し、合わせて学校現場において ICT活用教育を進める上での課題を把握するために
県立高校8校に新たにタブレット端末の整備を行う。

2 主な事業内容
授業等での活用例として、以下のような取組を想定している。

教員による教 -画像、音声動画などを拡大したり、タブレットに書き込みながら掲示

材の掲示(一斉 -作業方法や実演の映像を掲示

学習)

偲に応じた学 -タブレット向けのドリルソフトを使用した学習

習(個別学習) -発音・朗読、書写、運動、演奏などの活動の様子をタブレットに記録・

再生して自己評価に基づき練習

-インターネットやデジタル教材等を使用した情報収集、資料や作品の制

作

-デジタル教材のシミュレーション機能や動薗コンテンツ等を用いること

により、難しい実験等を疑似体験

-タブレットを持ち帰り、動画やデジタル教材などを用いて授業を予習・

復習

発表や話合い -タブレットやプロジェクタ等を用いて、個人やグループの考えを整理し

(協働学習) て伝え合う

-タブレットを使ってテキストや動画等で表現や考えを記録・共有し、グ

ループや学級全体で話合い

※機器は複数年での賃貸借契約を行うため、債務負担行為を設定する。 (単位:千円)

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
タブレット端末等の賃借料 15，867 21， 156 21， 156 5， 289 

平成27年度は、以下の8校にタブレット端末等を整備する。
-鳥取工業高等学校 -鳥取湖陵高等学校 -智頭農林高等学校 -倉吉総合産業高等学校

-米子西高等学校 -米子南高等学校 -境港総合技術高等学校 -日野高等学校

3 これまでの取組状況、改善点

従来の ICT機器とタブレット端末を組み合わせて活用することにより、生徒の「意欲を高めるこ
とJr理解を高めることJ r思考を深めたり広げたりすることJ r表現や技能を高めること」に効果
的である。

また、教員は教材を短時間で表示することができ、課題の焦点化が効率的にできるとともに、様々

な考えを短時間で紹介したり、発表の苦手な生徒の意見を取り上げたり、意図して共有させたりでき、

授業を効率的に進めることができる。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

前年度| 比較 備考

。

1 事業の概要
今後も進展が見込まれる少子化への対応や地域創生のためには、小中連携から小中一貫した教育への
推進と、一層保護者や地域住民に支えられながら、地域住民等が運営に参画する学校づくりが求め
ている。
こうした中、中学校区内の小中学校が地域住民等と、目指す子ども像を共有して小中9年間を見据え
た一貫した教育を推進しようとする県内市町村の動きもあり、県としてもこうした取組を支援する。

2 事業内容
希望する市町村が、地域の次代を担う地域人材の育成のため、地域住民等の参画による中学校区全体
のネットワーク会議を設霞して、目指す子ども像の共有と協働による学校運営を推進し、地域の特色を
生かした小中9年間を見通した系統性のあるカリキュラムづくりに取り組む。

0地 域 3中学校区(市町村教育委員会)
0期 間 最大3年間
O交付金額 上限500千円X3中学校区

[事業イメージ]

3 これまでの取組状況、改善点など
・スクラム教育・授業改革ステップアップ事業等を通じて、小中が連携した中学校区による事業展開
を推進してきた。
・県内市町村では、これまで以上に学校・家庭・地域が一体となって地域ぐるみで子どもを育て
として、保護者や地域住民が学校の運営に参画するコミュニティスクール(学校運営協議会)、
支援地域本部事業、学校支援ボランティア事業等の取組が進んでいる。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費
4目 教育連絡調整費

事業名 本年度 前年度 比較
匡臨完封金

小中学校課(内線:79 1 5) 
(単位:千円)

財源内訳

備考
起債 その他 一般財源

土曜授業等実施支
援事業 22， 455 15， 081 7，374 9，754 12， 701 

ト タルコスト 27， 891千円(前年度21.272千円) [正職員:0.7人〕
主な業務内容 土曜授業実施経費等支援、市町村との連絡調整、補助金交付事務、国への申請・

打ち合わせ等
工程衰の政策目標(指標)学力向上の推進
事業内容の説明

事業の概要
全ての子どもたちの土曜日における教育活動の充実を図るため、学校・家庭・地域が連携・協
カして行う学校における授業、地域における多様な学習や体験活動の機会の充実などの取組を推
進する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 ~ ヨー

土曜授業等実施の支援 11. 503 0土曜授業推進の支援
(国事業) '学校における質の高い土曜授業を推進するため、効果的

なカリキュラムの開発、土曜授業コーディネーターの配
置、特別非常勤講師や外部人材、民間事業者等の活用を
支援するとともに、その成果の普及を図る。
(国10/10)

0地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制
等構築の支援
体系的・継続的な教育プログラムを企画・実施できるコ
ーディネーターや企業・団体等の協力による多様な経験
や技能を持つ土曜教育推進員を配置し、土曜日の教育活
動を行う体制の構築を図ることにより、子どもたちにと
ってより豊かで有意義な土曜日の実現を目指す。
(国1/3、県1/3、市町村1/3)

土曜授業等実施の支援 8， 500 子どもたちの土曜日における教育環境の充実を図るため土
(国事業対象外) 曜授業等を実施しようとする市町村のうち、国事業の対象

とならない市町村を、県独自で支援。

土曜授業等実施に係るコ 2， 200 土曜授業等の取組を推進するためのコーディネータ一等を
ーディネータ一等配置支 市町村教育委員会に配置する取組を支援。
援

連絡協議会等の開催 252 土曜授業等の実践事例及び成果・課題を共有し、その後の
取組に生かす。(国10/10)

合計 22， 455 

3 これまでの取組状況、改善点など
-平成26年度土曜授業等実施支援事業を活用している市町村は10市町村。未実施の市町において
も平成27年度からの土曜授業等の実施について検討が進められており、引き続き県としても実施
を主体的に検討する市町村に対して、積極的に支援していく。
-各市町村において、学校や地域の実情、児童生徒の負担も踏まえつつ、土曜日の特性を利用して、
子どもたちにとってよりよい学びや体験の機会を提供しようと創意工夫がなされている。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
4目 教育連絡調整費

事 業 名 本年度 前年度

(新) i学級づくり

比較
国調i栓

小中学校課(内線 :7935)
(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 一般財源

-人間関係づくりJ 3， 250 。3，250 3，250 
推進事業

トータルコスト 4， 027千円(前年度O千円) (正職員:0， 1人〕
主な業務内容 事業実施校への指導助目、連絡協議会の開催、ハンドブックの作成

工程表の政策目標(指標)人的、物的な教育資源の充実

事業内容の説明

1 事業の概要
学級づくり・人間関係づくりの取組を積極的に進める中学校区を指定してソーシャルスキルト
レーニングなどを位置づけた教育活動等の実践を推進し、実践の成果を反映させたバンドフ*ツク
の作成や研修等により、全県的な取組の充実を図る。
※ソーシャルスキルトレーニング (SS T) 
子どもたちの社会性の指導に活用される対人関係の力を高めるトレーニング法

2 事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 事業内容

推進地域による実践 2， 500 0推進地域を5中学校区指定
O定期的に中学校区内の連絡会を開催
<実践例>
.SSTなどを位置づけた教育活動
-演劇等の創作活動
.Hyper-QU等、各種調査で取組を検証

事業成果の普及還元 300 0学級づくり・人間関係づくりに関する教職員向けの
ハンドブックの作成及び活用

連絡協議会の開催 450 0事業実施校の担当者等を対象とした連絡協議会を開
催(年3回)

合計 3，250 

3 これまでの取組状況、改善点など
-平成22年度-23年度 中部教育局「育ちと学びのユニット事業」
iS S Tを活用した学級集団づくり・授業づくりJについて研究した。
-平成24年度-25年度 「子どもたちの社会性を育む事業J
Hyper-QUの結果分析に基づいた全校体制lの取組を推進する中で、児童生徒の状態を把
握し、 SSTなども含む人間関係づくりの取組を推進した。
-限られた授業時数の中で内容の重点化や発達段階に応じた指導計画が必要である。
.Hyper-QUの活用の仕方を普及させていくことで活用できる教員を増やしていくことが
必要である。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費
l項教育総務費

事 前年度| 比較 備考

3.9811 1曾502

1 事業の概要
義務教育以降の学びの基礎となる質の高い幼児教育の全県展開のために、「
プログラム(改訂版)J (平成25年3月発行)、「鳥取県幼保小連携カリキュ
月発行)を引き続き周知・活用し、幼稚園・保育所・認定こども園の教職員

校教育との連携推進を図る。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 ?(; ・

圏内研修用素材の作成 1.960 カリキュラム活用の浸透をさらに進めるため、「実践事例集」
及び「圏内研修用DVDJを作成する。

幼保一体化に向けた 32 幼保一体化への移行を踏まえ、国公立幼稚園の教職員が、設
幼児教育・保育相互理 置者の垣根を越えて.私立幼稚園・認定こども園・幼保一体化
解研修事業 施設・保育所等で行う 1日以上の保育体験研修を支援する。

幼児教育専任指導主 (定数) 幼児教育を充実させるため、幼児教育専任指導主事を小中学
事の配置 (5名) 校課及び各教育局に配霞し、幼稚園の教職員・保育所の保育

士等への積極的な指導助言等を実施する。

幼稚園教員・保育土 1. 555 幼児教育の充実を図るため、幼稚園の教職員、保育所の保育
の指導力向上事業 士等に向けた研修を実施する。

-各教育局で5回の「幼稚園教員・保育士の合同研修会」と全
県で1回の研修会を実施 (5回X3域+1回=16回)

幼稚園教育理解推進 210 幼稚園教育理解推進事業中央協議会に公立幼稚園教員3名を
事業 派遣し、幼稚園教育要領の理解を深める。

幼稚園教育課程研究 224 幼稚園教育に関する専門的な研究協議、演習等を通じて、各
協議会 園の取組の成果を共有し、幼稚園教育要領の理解推進を図る。

〆口』 計 3. 981 

3 これまでの取組状況・改善点等
・「幼児教育振興プログラムJや「幼保小連携カリキュラムJの活用をめざし、各種研修会を開催
したり、圏内研修での指導助言を行ったことにより、鳥取県のめざす幼児の姿「遊びきる子ど

もJに向けた取組を展開する闘が増えた。今後も闘における取組を支援するとともに、県全体
の就学前教育の充実と幼保小連携につながる取組を工夫する。

-幼児教育専任指導主事と子育て応援課保育専門員が、市町村と連携して幼稚園・保育所等の計
画訪問や要請訪問を実施し、圏内研修の改善・充実を支援してきた。

・設置者の垣根を越えた保育体験研修を実施することにより、受入協力園にとっても保育改善に

つながる機会となった。今後さらに受入国を拡大するとともに、研修内容の充実を図る。
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7， 200 

1 事業の概要

2 

アクティブ・ラーニング型授業への改革に係る各校の基盤を育成するとともに、校種間連携に
よる学力向上策について研究する。

町史習

A 主主

※アクティブ・ラーニング型授業

毒事
7，2001各高校の状況に応じて適切な研究者等を言師とじて
派遣し、その指導助言を受けながら、生徒の21世
紀型能力を育む教育を推進する。

L盟E

[対象]授業改革の推進:県立高校24校
校種関連携:スクラム教育実施校6校
(J鳥取東・八頭・倉吉東・倉吉西・米子東・

教師主導の一斉講義形式の授業ではなく、学習者の能動的な授業への参加形態を取り入れた
教授・学習法の総称

4， 040 

1 事業の概要
最新の知見を取り入れた学習科学に基づくアクティブ・ラーニング型授業を設計・実践・公開
し、授業改革の全県的な普及を図る。

2 既定事

李び百文花

3 これまでの取組状況、改善点
・学習理論研修は、県立高校教諭の約 10%が受講し、各高校で公開授業をするなど、授業改革
の実施を進めている。
・全県立高校 (24校)で授業改革に取組んでおり、鳥取西高校と境港総合技術高校では「
の文化祭」と題して、授業公開やパネルディスカッション、シンポジウム等を行いながら
の成果を全県に拡大し、授業の質を高めている。

162 



平成27年度一般会計当初予算説明資料

比較

とりが、将来、社会的に自立していくために、必要かっ基盤となる能力や態度を

てるためのキャリア教育を全ての県立高校で実施し、夢や希望に向かつて果敢にチャレンジし、

将来の日本や鳥取県に貢献する気概のある生徒を育成する。

2 事業内容
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1. 980 

否苛 11. 157 

3 これまでの取組状況、改善点

・各高校では、各教科の授業、総合的な学習の時間、特別活動等の時間を活用して、キャリア教
育を実施してきでいる。

-また、県教育委員会では、平成25年度からキャリア教育推進会議を開催し、普通科も含めた
高校のキャリア教育の在り方について検討するとともに、専門高校 (9校)では、「学校と地

域のネットワーク会議Jを開催し、企業からの意見を参考に、授業や教育環境を改善したり、
全県立高校 (24校)で、地域、企業、卒業生等の社会人を招き、各学年の発達段階に応じた
講演会等を実施したりしている。

・近年、就職率(県内就職者も増加)も上がっており、一定の成果は出ている反面、新規高卒就

職者の早期離職率が他県に比べて若干高い傾向にある。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5目教育振興費

高等学校課(内線 :7916)
(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

県立高校土曜授業等

実施事業 4， 000 3， 000 1， 000 4，000 

トータルコスト 4，000千円(前年度 3，000千円)[正職員:0.0人]
主な業務内容 企画、講師依頼

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

事業の概要

土曜日において、生徒にこれまで以上に豊かな教育環境を提供し、その成長を支えるため、

土曜授業の実施に取り組むとともに、土曜日の特性を活かして、学校と地域が連携した多様な

学習や体験活動等の機会の充実に取り組む。

2 事業内容

(1)実施重点校への支援(定数)

土曜授業を実施する県立高等学校に対し、授業の実施に必要となる教職員の記置を行う。

実施校:県立高等学校 1校

回数:月 2回程度(土曜日の午前中に実施)

土曜授業対応教員・ 3人(平成28年度まで)

養護担当非常勤職員:授業を行う土曜日のみ養護担当非常勤職員を配置し、生徒の突

発的なケガや病気に対応

(2)実施モデル校への支援

地域の多様な経験や技能を持つ人材や、企業・関係機関等と連携し、土曜日の利点を活か

した教育活動をモデル的に行う県立高等学校に対し、必要な経費を支援する。

実施校:県立高等学校 1 0校程度

[活動例】

-地域の自然を活用した体験活動

-地域学習を兼ねた地元を探究する活動

-地元大学生等を活用した土曜学習会

-大学に対する理解を深め、進路意識を向上させる取組 等

【経費]

実施モデル校への支援費

4， 000千円
(講師謝礼、旅費、材料費、保険料、パス借上代等)
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

前年度|比較

14， 542 

1 事業の概要
新学習指導要領の全面実施に向け、教員の指導力向上と、小・中・高それぞれの段階の学習
到達目標の設定とその実現状況を把握管理する。
また、グローバル化に対応した教育環境づくりのモデルとして、小中高が連携した英語教育
の強化 地域を指定し、先導的な英語教育を推進する。
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 新学習指導要領実施スケジューJj，

盟盟盟l
現行学冒指導要領

謀長閣の研涜開発学校・教育際程特例後に指定された楊合f氏H30以前でも新街導要舗の先行実施が可能
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5目 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度

(新)特別支援学

比較
u 

国庫支出金

特別支援教育課(内線 :7575)
(単位:千円)

源 内訳
備考

起債 その他 一般財源

校 1CTサポート 3， 814 。 3， 814 3， 814 
事業
トータルコスト 6， 144千円(前年度O千円) [iE職員:0.3人]
主な業務内容 ICT機器を活用した学びの支援体制の整備
工程表の蹴目標脂欄 特別支援教育の充実

事業内容の説明

事業の概要
特別支援学校における ICT教育の充実を図るため、民間委託によりサポートセンターを設置する。ま
た、定期的な研修会を実施し、各学校における ICT教育推進者を養成する。
さらに、特別支援学校と高等学校の生徒がタブレット端末を活用しながら交流及び共同学習を行う中で、
互いを理解し共に学び合い共に生活する環境を形成する。

2 事業内容及び事業費 (単位:千円)

項目 予算額 内容
ICTサポート事業(民問委託) 3， 232 ICT機器活用のサポートを民間に委託する。

-学校訪問による学習サポート(1日2校、週l回
訪問)

*教材作りの支援や子どもたちのニーズに応じた

アプリ等を紹介
ICT教育推進者養成事業 322 各学校で情報教育担当者のもと、 ICT教育を推進す

る i1 CT教育推進者Jを育成するために、定期的な
研修会を実施する。

タブレット端末を活用した交流 260 鳥取湖陵高等学校情報科学科1年の生徒がタブレット
及び共同学習事業(鳥取湖陵高 端末のアプリの中から、鳥取養護学校及び白兎養護学

等学校) 校の高等部生徒において有用なものを選び、使用説明

書の作成、操作に関するレクチャ一、効果的な活用方
法を提案する。

様々な活動を通じて生徒同士の交流及び共同学習を実
施する。

合計 3， 814 

3 これまでの取組状況、改善点
-特別支援学校において、児童生徒の状況に応じて、学びの質を高めるツールの1つとしてタブレット端
末等を様々な教育活動で使用している。

(整備機器の状況)

整備済台数 タブレット端末整備率(生徒l人当たり)

534 63. 1 % 

I .各学校の情報教育担当者は、機器操作方法の講習やアプリ紹介、具体的な実践場面の紹介等を積極的に
行っている。また、障がい特性に応じた効果的な使い方を研究実践しており、教職員のモデルとなって
いる。

-子ども一人一人の実態に応じたニーズも様々であるため、教職員からの要望に情報教育担当者のみが対

応することは大きな負担となっている。また、全教職員に実施した i1 CT活用状況調査アンケートJ
から、「有効なアプリやソフトの情報を得る機会が少ない。Ji機器に不具合が出たとき、すぐに解決でき

ないことがあるりという意見が多くあった。より円滑に ICT機器を活用し効果的な学びの支援を推進
するために、民間委託により教材作りや有効なアプリ紹介、トラブル時の対応支援等を行う。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5日教育振興費

事!業 名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

特別支援教育課(内線 :7575)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源
特別支援教育におけ

る授業カ向上事業 6. 911 1. 636 5.275 6. 911 

トータルコスト 8. 464千円(前年度1.636千円) [正職員・O.2人]
主な業務内容 教員の専門性向上、授業カ向上守

工程表の施策目標t鍋 特別支援教育の充実
事業内容の説明
事業の概要
鳥取県の特別支援学校教職員の専門性と授業カを向上させるために、長期研修派遣や授業実践等に

取り組める環境を設定し、幼児児童生徒一人ひとりの障がい特性と発達に応じた指導ができるよう
にする。

2 事業内容及び事業費 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 ，τ4コ~ー

大学等長期派遣による 5. 891 各種講座・研修会、大学院や研究機関等へ計画的に派遣し、
専門性向上事業 教職員の資質や指導力向上を図る。派遣された教職員は身

につけた専門性を還元する取組(授業公開、研修会講師等)
を実施する。

<新規派遣先>
国立特別支援教育総合研究所(1年間)

筑波大学特別支援教育研究センター(1年間)
日本ライトハウス (6か月間)
鳴門教育大学(1年間)

(新)エキスパ ト養 1. 020 幼児児童生徒の障がいの特性と発達のつまずきを捉え、一
成事業 人一人の実態に応じた自立活動の教育実践を行う。各校1

~3名の特別支援学校教諭が、認知発達の広がりをテーマ
に、年間4回程度次の内容で授業実践を行う。

(1)取組内容の協議
(2)講師の講義や指導助言
(3)実践事例の中間報告や内容協議
(4)専門性向上に関する情報交換

dロh 言十 6. 911 

※事業対象者は教育成果をまとめ、以下の機会に発表し、県内特別支援教育の質の向上に寄与する。

(1)県レベルの研究大会
(2)特別支援教育課主催の特別支援学級関係研修

(3)県外研究大会・学会等

3 これまでの取組状況、改善点
-近隣の大学へ長期派遣していたが、国の最先端の教育内容を学べる場や、今後充実させたい内容を
中心に新規派遣先を充実させた。

-各校の授業研究会、経験者研修は実施しているが、「実態をどう捉えればよいのか」、「実態を把握す
るための方法を知りたいJといった意見が多い現状があるため、幼児児童生徒の「わかる力Jを育
成するための認知発達に関する実践的な研修に取り組む。

-特別支援教育の専門性として自立活動の指導が重要になる。自立活動の優れた実践ができる教職員
の層を厚くすることで、鳥取県の特別支援教育を充実させる。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5目 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
国庫支出金
Ht 

特別支援教育課(内線 :7575)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

チャレンジド・ドリ (諸収入)

カムプロジェクト 79 
(特別支援学校就労 25， 344 19， 857 5， 487 3， 951 "民金搬入金〉 18， 457 
促進・キャリアアッ 2， 857 
プ事業)
トータルコスト 127， 842千円(前年度114，273千円) [正職員:13. 2人、非常勤職員:6. 0人]

職場開拓、企業等への啓発・連携強化、特別支援学校技能検定、キャリア教

主な業務内容 育の在り方検討、定着支援ヨーディネーター配置、ジョブコーチセミナーへ
の教員派遣

工海表の施策目標t醐 特別支援教育の充実
事業内容の説明 [1色っとり支え愛基金J充当事業]

1 事業の概要 ~DreamsComeTrue~ --特別支援学校生徒の自己実現・自立と社会参加~
障がいのある生徒の「働きたい」という願いや夢を実現させ、生涯に亘り、社会の中で自分
らしく豊かに生きるため、特別支援教育の充実及び関係機関と連携した支援体制の構築を図る。
【事業の柱】
① 障がい者の雇用促進に向けた企業への理解・啓発の促進及び関係機関等との連携強化
② 障がいのある生徒の「働く意欲」や「働くカ」を伸ばす教育の推進
③ 職場等への定着を目指した、特別支援学校卒業生へのフォロ一体制の充実

2 事業内容及び事業費 (単位:千円)

区分 予算額 事業 内 d乍'{.

①障がい者の雇用促進に向けた企業への理解・啓発の促進及び関係機関等との連携強化

就労サボーター 15， 937 -知的障がい者等の就労に関する実務経験を有する者等
配置事業 を非常勤職員として4名配置。自兎養護、倉吉養護、

米子養護、琴の浦の4校。琴の浦は国庫事業(10/10)

就労促進セミナ 510 -東・中・西の各圏域を会場として特別支援学校の取組
一事業 等を企業等に広く知っていただき、障がい者の雇用に

向けた理解啓発を促進
-生徒自身や保護者の就労に向けた意欲の向上

進路指導担当者 115 -特別支援学校関係者等が定期的に集まり、各校の進路
情報共有会 指導及び関係機関との連携状況等に係る情報交換を行

う等、卒業後を見据えた支援体制を構築

②障がいのある児童生徒の「働く意欲」や「働く力」を伸ばす教育の推進

特別支援学校技 -平成26年度に取り組んだ「床清掃J1机上清掃」に
能検定実施事業 加え、新たに「じゅうたん及び机上清掃」等を導入し、

2回目となる開催を予定
2，857 • 1喫茶部門」の新設を目指し先進地視察等、導入に向

(※基金充当) けた準備

未来のチャレン -小学部、中学部の段階から清掃用具の正しい使い方や、

ジャー育成事業 環境美化活動をとおじて心地よさや自己有用感を育て
ることを目的として、実技必富市等を派遣
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キャリア教育推 220 -特別支援学校の教員によるワーキンググループを編成
進事業[拡充] -キャリア教育の在り方、各学部における指導の重点等

(旧就労促進協議会) について情報交換や協議等を実施

③職場等への定着を目指した、特別支援学校卒業生へのフォロ一体制の充実

定着支援コーデ 4， 649 -琴の浦高等特別支援学校に非常勤職員として2名を配
ィネーター配置 置し、関係機関と連携しながら、卒業生や企業等への

事業 [新規] 細やかなフォローを行い、学校から職場への円滑な移
行と定着を目指す。

-必要に応じて他の特別支援学校の卒業生の定着支援に
係る対応もできるような柔軟な仕組とする。

職業教育スキル 1， 056 -特別支援学校教員8名をジョブコーチセミナー OC-n
アップ事業 et主催大阪)に派遣
【拡充】 -希望する教職員にはジョブコーチとして企業等現場で

支援技術の習得を促進

合計 25， 344 

3 これまでの取組状況・改善点
-平成25年度にジョブコーチ養成研修に4名の教員を派遣。いずれの者もジョブコーチの資格
を取得し、進路指導や職業教育の要として各学校で活躍している。
-平成25年度には広島県特別支援学校技能検定を視察し、平成26年度に第一回鳥取県特別支援学
校技能検定を開催した。平成26年度には知的障がい特別支援学校の作業学習、職業教育の在
り方について企業や関係機関等も交えて意見交換する。
-平成21年度から就労サボーターを配置(平成26年度現在4校、 4名体制まで拡充)。特別支援
学校高等部生徒の就職率の上昇に大きく貢献していると評価されている。
【参考:特別支援学校卒業生の就職率]※平成23年度は全国第1位

年 度 HI9 H20 H21 H22 H23 H24 
鳥取県 16. 7% 28.0% 30. 1% 28.3% 42.5% 35.7% 
全 国 24.3% 23.7% 23. 6% 24.3% 25.0% (未発表)

-県内初となる特別支援学校技能検定を実施した。(平成26年12月16日:琴の浦)
マスター検定(床及び机上清掃)受検者13名 1級 (8名)、 2級 (5名)
チャレンジ検定(床清掃)受検者17名 1級(10名)、 2級 (6名)、 4級(1名)
-特別支援学校卒業生の中に、就職後に「対人関係のトラブルJや「働く意欲の低下・喪失」
等の理由により離職をするケースも見られることから、職場定着を目指した取組の充実が急

務である。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 人権教育課(内線:7535) 
5日教育振興費 (単位:千円7

財源 内訳
事 業 名 本年度 前年度 比較

国庫支出金起債 その他一般財源
備考

(新)地域と共に創 3. 521 3， 521 3， 521 
るとっとり人権教育
事業
トータルコスト 6，627千円(前年度O千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 人権教育プログラム作成協力校及び作成委員会での指導助田

工程表の施策目標骨醐 豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
学校・家庭・地域が連携して、いじめの防止等のための効果的な研究実践を行い、その成果を
人権教育プログラム集として県内に普及させる。

2 事業内容
0人権教育プログラム作成協力校
作成協力校4校(小学校2、中学校2)を指定し、児童生徒向け人権教育プログラムを作成
する。
0人権教育プログラム作成委員会
市町村人権教育推進員等で作成委員会を組織し、 PTA研修向け人権教育プログラムを作成|
する。

区分 事業内容 予算額(千円)

学校 各校ごとに、 PTAや地域の活動を取り入れたいじめ等 1， 305 
の解消に資するプログラム(学校教育編)を作成する。

地域 市町村人権教育推進員・人権教育アドバイザ等で作成 1. 030 
委員会を組織し、 PTA研修や地域懇談会で活用できる
プログラム(社会教育編)を作成する。

家庭 作成協力校PTAに講師を派遣し、社会教育編を実践す 236 
る。

学校・家庭 学校・家庭・地域が協力じて取り組むいじめの防止等の 950 
-地域 ための活動を実施する。

t口h 計 3， 521 

3 これまでの取組状況
平成26年度までは、生活につながるとっとり人権教育創造事業において、いじめ、不登校等
の防止に資する人権教育の授業研究会を支援し、研究成果の普及を図ってきた。
学校教育においては一定の成果を上げてきたところだが、学校・家庭・地域の教育力を有機的!
につなげる必要があることから、連携して取組む事業に発展的に再構築する。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費 図書館 (0857-26-8155) 

3目 図書館費 (単位:千円)

名 本年度 前年度 比 較
員オ l原 内 訳

備考事 業
国庫支出金 起 債 その他 一般財源

生きる力を育むとっ 2. 228 1. 003 1. 225 2. 228 

とり学校図書館活用

教育推進事業

トータルコスト 9. 217千円(前年度6.420千円) [正職員:O. 9人]

主な業務内容 品等学校・特別支援学校図書館等への資料・情報提供、研修等

工程表の施策目標骨鞠 生涯学習の環境整備と活動支援、学力向上の推進、人的・物的な教育資源の充実

事業内容の説明

1 事業の概要

児童生徒の主体的な学ぶ力を育成する学校図書館活用教育を推進するため、鳥取県立図書館に

「学校図書館支援センターJを設置し、学校教育をパックアップする。

また、就学前から小、中、高等学校まで、一貫した見通しを持った「とっとり学校図書館活用

教育推進ビジョン」を策定するとともに、「とっとり学校図書館活用教育ハンドブック」を作成

し、学校図書館関係職員の能力向上に資する研修を充実させ、学校現場での図書館活用教育を推

進する。

2 事業内容 (単位:千円)

事業区分 予算額 事業内容

(新) 「とっとり学校図書館活 958 「鳥取県学校図書館活用教育のあり方検討委員会Jを設置し、就学前か
用教育推進ビジョン」の策定 ら高校までを見通した学校図書館活用教育の指針を策定し、教育委員会

-学校全体で共通理解を図る。

(新) 「とっとり学校図書館活 317 上記ビジョンを踏まえ、学校図書館活用教育を具体的に進めるためのハ
用教育ハンドブックJの作成 ンドブックを作成し、指導力を担保する。

学校図書館職員スキルアップ研 588 学校図書館関係職員の能力向上に資する研修を実施する。
修 -学校図書館司書研修会(主に高校司書対象)

-児童生徒の学ぶ意欲を育てる講座(主に小中学校関係職員対象)

-学校図書館支援員等派遣研修(市町村行う研修会へ講師派遣)

「学校図書館に行こうキャンベ 365 高校生の図書館利用を促し、社会への関心を高めるため学校・公共図書
一ン」の実施 館資料を使ったクイズを実施する。参加者には、生徒がデザインしたし

おりをプレゼントする。

合計 2.228 

3 これまでの取組状況・改善点

-平成26年度に県立図書館に学校図書館支援員2名を配置し、学校図書館研修会等の研修会や、

小・中・高校・特別支援学校関係への支援員の派遣研修、訪問相談等を実施している。

-これらの研修は、各自治体の教育長、学校長等から歓迎の声をいただいており、また司書教諭、

学校司書からも、専門的な立場で指導や助言をもらい、学校図書館の活性化につながると好評

である。

-しかし、県内で2名しかいない支援員では、全県の全ての学校を日常的にパックアップするこ

とができず、県として体系的に支援できる仕組みを整える必要がある。
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前年度

。

1 事業の概要
求められる学びの質的変化に対応するために教育センターの研修体系を見直すとともに、子
どもたちに r21世紀型スキル」を身に付けさせるための授業改革の研修と、道具として1CT機器
の活用を推進するための研修の実施やクラウド技術を活用した教育環境の構築の研究を行うとと
もに、民間企業・大学等と構成するコンソーシアムを設ける。

予算額 ! 一事
1.590121世紀型スキル等、子どもの能力育成・能力開発につ
ながる学びを質的に変化させる研修体系を検討する。

2，0401産学官からなる1CT活用教育推進協働コンソーシアム
を、鳥取環境大との協力関係の中で組織し、デジタル
テクノロジーがどのような形で教育や学びに貢献でき
るかを検討し、鳥取県版の新しいソリューション開発
や実現をめざす白

r21世紀型スキル」習得| ー|小中学校の教員に対し、 21世紀型スキルを子ども遥に
及び授業改革のための|※教職員研修|身につけさせるため、学習科学の知見に基づいた授業
教員研修 l費にて実施 l設計等に関する研修を実植する。
1CT活用のためのWebベ1 5761クラウド技術を用いた複数のWebアブリケージ言予を
ース1CT環境の構築実1 1鳥取県クラウドに導入し、活用方法を協力校で研究・
証研究 1 1開発するほか、 J鳥取県版コミュニティサイトやエキス

1CTを語斎Z克蕗詞手
習の先導的な環境実証
研究(研究委託)
Web上での|とりっこ l

ドリルシステム」の運
用
非常勤職員(lCT教育
支援員)の配置
合計

3 これまでの取組状況、改善点

パート教員の授業配信・共有等により県内教員が学I
び、授業を高め合う仕組みを構築する。

2，而B大学に研究委託し、研究協力校で、タブレット端末を
用いた協調学習についての実践開発を行う。

7761同曹耐E白bE王丘二τfre万ヲzド阿万)!--日] 逐扇吾存うことモ:二1
係小.中学校の教員及び児童生徒のドリル使用に関す
る利便性を向上させ、本ドリルのさらなる活用を促す。

2，47511CT活用教育に関する研修を充実させるため、研修の
備・運営等主皇立る技術盟主玄援を行う。

9. 5函

0国の教員養成及び教師育成方法の改革にともなう教員養成の質的変化や現職教員の育成
し、新しい時代に応じる鳥取県の教育理念や鳥取県版教員研修新カリキZ ラムの策定
が生じている。
o r21世紀型スキル」習得及び授業改革のための教員研修については、高等学校課で3年前か
ら研修を行っている。
01CTを活用した教育の推進のため、国の方向性が示され、その動きは全国はもとより県内にも
広がりはじめている。
・「教育の情報化ビジョンJ(1123. 4) 
・「世界最先端IT国家創造宣言J(H25. 6) 
・「第2期教育振興基本計画J(H25. 6) 
・教育の1T化に向けた環境整備4か年計画(H26.5) 
・鳥取県1CT活用教育推進協議会提言佃26.10) 

るタ
のタ
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事業名 本年度|前年度|比 較

とっとり情報発信費 74.717 80. 235 

1 事業の目的
全国における本県の認知度・好感度向上のための情報発信の継続的強化を図り、イメージアップ・
観光誘客・県民の誇り酸成等に繋げるため、マスメディア等を有効に活用した県外への「とっとり情
報」の発信を展開する。

2 主な事業内容 単位:千円、( )内は前年度予算額

区 分 事業内容 予算額

通年メディア枠活用型 年度当初から情報発信を行うため、公募型プロポ ザル (20. 000) 
情報発信 により年間の放送時間・掲載枠を有利に確保し、首都圏を 20. 000 

中心にスケールメリットを生かした情報発信を展開
※債務負担行為(平成26年11月補正)により着手済み

フットワーク型情報発信 重点ァ マやその他の素材を中心に組み合わせながら、 (55. 851) 
効果的な情報発信をタイムリーかつ強力に全国展開 50. 151 
<情報発信の例>
-マスメディアを活用した情報発信
-著名人のイベント招聴

〈情報発信テーマ>
0重点テーマ
-観光・食材の魅力発信
-魅力ある移住定住先としての知名度向上
-近くなった鳥取(鳥取自動車道全線開通、山陰道区間
開通、航空便利用による旅の魅力発信)
-山陰梅岸ジオパーク

-まんが王国
マスメディア等招聴経費 ァレビ番組プロデュ サやフイタ など本県への視察 ω92) 

招璃等を行い、番組内の企画で取り上げてもらう 492 
[新]情報発信研修会 各所属情報発信担当者を対象として、県外へ効果的に情 (0) 

報発信するポイント等について有識者を招聴し、研修会を 182 
実施するロ

標準事務費 (3. 892) 
3.892 

合計 (80. 235) 
74.717 

3 これまでの取組状況、改善点
・県外情報発信担当部局との連携を図りつつ民間有識者あるいは外部専門家の助言を参考にしながら、
様々な切り口による情報発信を展開。
-視覚、聴覚双方に訴求し情報到達力の高いテレビによる情報発信を強力に推進している。

・各部局が実施する主要イベントへのメディア参加促進や集客誘因のため、 PR会社の活用やメディ
ア関係者とのコミュニケーション強化により事業効果の向上を図っている。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
2款総務費
2項企画費
2目 計画調査費

事業名 補正前|補正

(新)鳥取観光Wi
20， 502 -Fi獲備事業

トータルコスト 。20， 502 
従事する職員数 0.0人 0.0人

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

情報政策課(内線:7852) 
(単位:千円)

財源内訳

計 i国庫支出金|起債| その他 |一般財源 l備考

20，5021 10川 1札肌

20， 5021 (補正に係る主な業務内容)
0.0人|県内主要観光地、施設へのWi-Fi設備整備

県内の主要観光地において、外国人を含む観光客への無料W i -F i通信環境を整備すること
により、観光客誘致促進を図る。

2 主な事業内容
県内の主要観光地の肉、大山寺参道エリア、鳥取砂丘商底街エリア、浦富海岸周辺ジオパーク
関連施設及びその他観光客集客施設についてW i -F i設備の設置を行う。

3 これまでの取組状況、改善点
平成24年度以降、鳥取どこでもブロードバンド事業において観光集客施設等40施設に固定
型のW i -F i機器の整備を行ったほか、平成25年度より鳥取どこでもモパイルインターネッ
ト事業において、有線通信環境が整わない15施設についてモバイル型のルータを設置しWi-
F i通信環境整備を行ってきた。また、同事業において米子空港のソウル便、チャーター便、 D
BSクルーズ及びクルーズ船のツアーへの対応としてモバイル型Wi -F iルータの貸出も行っ
ている。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
2款総務費

1項総務管理費

9自 県外事務所費

事業名

;
)
 

市
一
円

引
一
千

9
u
-
-
-

型
位
phu---ν 

町
会

u-'『U
、

n
U『;
 

電一京一東一

(新)首都圏発!

とっとり創生発信

事業

トータルコスト

従事する職員数

工程表町政露目標(指標)

財源内訳 l
b 備考

馴 i支出金|起債|その他|一般財源|

n000 I 22.000 I 19ベ 3.000 

0I 25. 096 I 25. 096I (補正に係る主な業務内容)
00人 I 0.4人 I 0.4人|首都圏での鳥取県PRイベントの開催
マスメディア、イベント、ソーシャルメディアなど各種メディアを活用して、効

果的かつ積極的な情報発信を首都圏で展開し、観光客誘致、特産品の販売促進、

移住定住など県政課題の解決につなげる。

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

。
補正前|補 正 計

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

鳥取県の旬の話題や、首都圏で認知度の高い観光地などをテーマに、マスメディアと連携してイベ

ントを開催することで効果的な情報発信を実施する。イベントを通じてテレビなどのマスメディア、

ソーシャルメディアなど、複数のメディアを活用することで、鳥取県のさらなるイメージアップおよ

び首都閤から全国に向けた情報発信をする。

2 主な事業内容

(1)イベントの開催。0，000千円)
(例)

ア 「宝がいっぱい! ようとそ鳥取へJPRイベント(仮称)
・ふるさと旅行券、鳥取砂丘コナン空港、ミステリーツアーなど旬の話題を紹介するイベント

の開催

・鳥取県への観光誘客、県特産品の紹介などのブース出展

イ 「とっとりを体感! この夏は鳥取へ 1J PRイベント(仮称)
・夏(又は秋)の行楽シーズンにむけて鳥取県への観光誘客、特産品などの紹介(ブース出展等)

(2)メディア露出 (7，000千円)
イベント開催等に合わせて各種メディアとタイアップすることで鳥取県のさらなるイメージ

アップにつながる情報発信を実施。

(3)ソーシャルメディア活用・ PR関係 (5，000千円)
イベントPR、メディア露出と連携してソーシャルメディアを活用。街頭などに設置されるデ
ジタルサイネージ用にPR動画を制作し、マスメディアによる情報発信だけでなく、ソーシャル
メディアを活用した情報の拡散など展開する。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

2款総務費
2項企画費 交通政策課(内線 :7099)
3目 交通対策費 (単位:千円)

事業名 補正前 補 正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 t 起債 その他 一般財源

(新)鳥取砂丘コナン 47， 140 47， 140 40， 140 7，000 
空港交流創出事業

トータルコスト 。49，462 49，462 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 0.0人 0.3人 0.3人 委託業務、補助金申請・支払い事務等
工程表の政策目標(指標) 国内外航空便の利用促進

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取砂丘コナン空港の愛称化による賑わい創出や空港を核とした「人・もの・情報」等を動かす

交流創出に向けた取組を推進するため、空港と鳥取港等との連携強化や空港周辺観光地等への移動

手段等を整備する。また、外国人観光客の受入れ環境の整備として、多目的に利用することが可能

なスペースを確保する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業区分 予算 事業内容

①鳥取空港と空港圏 12， 440 -鳥取大学前駅、空港、鳥取港(マリンピア賀露)、鳥取砂丘等を結ぶルー
域内の集客施設等 プパスの試験運行を実施する。

を結ぶループパス -空港の愛称に相応しいパスラッピング(空港ロゴマーク等の装飾)を行う。

の試験運行 。運行内容 1日7便(土・日・祝日)※空港発着便に連結し運行
O運行期間 4月-12月末まで

②空港を拠点とした 16， 500 -飛行機利用で鳥取空港に到着し、県内の宿泊施設でl泊以上する場合に、
地域周遊性を高め レンタカー利用料を助成し、北栄町(コナンの里)や山陰海岸ジオパーク

るための活性化対 (但馬地域を含む)等圏域内の周遊観光促進と利便性を高めるロ

策 -空港と観光施設等が連携したスタンプラリーを実施する。

0実施期間 4月-11月末まで
③鳥取中部一次交通 10， 000 -倉吉駅発着の「コナンループパス(仮称)J (はわい・東郷温泉、ニ朝温泉v
「コナンループパス 白壁土蔵群、青山剛昌ふるさと館を周回するパス)の運行経費を支援する。

(仮称)Jの運行 -空港と倉吉駅の聞は連絡パスを利用し、倉吉駅で「コナンループパス(仮

称)Jと接続する。

0運行期間 4月-11月末の毎週(土・日・祝日)運行
④空港連絡パスのフ 5，200 -空港と鳥取駅、倉吉駅を結ぶ各空港連絡パスにラッピングを実施する。
ッピング

⑤多目的施設の設置 3， 000 -外国人観光客等の受入れ環境整備として、空港ターミナル内に多目的に利
用可能な部屋を設置する。

計 47， 140 

3 これまでの取組状況、改善点
1 1月に鳥取空港の愛称が「鳥取砂丘コナン空港」に決まり、愛称に相応しい空港装飾等の整備に
取り組んでいるところであり、愛称を活用した空港の知名度アップや国内外からの一層の誘客促進を

進めていくために必要な環境撃備を行うことで、空港を核とした「人・もの・情報J等を動かす交流

創出により、空港利用促進や地域活性化等の推進につなげていくことが重要である。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

2款総務費
2項企画費 交通政策課(内線 :7099)
3目交通対策費 (単位千円)

事業名 補正前 補 正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)米子鬼太郎空港 。 6， 000 6，000 5， 000 1， 000 
賑わい創出事業

トータルコスト 。 6，774 6，774 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 0.0人 O. 1人 。ー l人 委託業務、補助金申請・支払い事務等
工程表の政策目標(指標) 国内外航空便の利用促進

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年11月に境港ー米子一大山地域がジャパンエコトラックルートの第1号認定を受けたこ
とを踏まえ、また空港施設や二次交通等の有効利用を図るため、米子鬼太郎空港に必要な施設設備

の整備を行う。また、外国人観光客の受入れ環境整備のーっとして、多目的に利用する乙とが可能

なスペースを確保する。

2 主な事業内容
事業区分 予算 事業内容

①一次交通情報等案 2， 500 空港施設や交通機関の有効利用を図るため、空港到着ロビ 等の壁
内表示盤の設置 面に電子案内援を設置し、到着客に対し交通機関情報や観光情報等

を提供する。(事業主体:米子空港ビル(県補助1/2)) 
②サイクルスァ シ 2， 500 ジャパンエコトフック等の国内外からの観光客等に対する空港利便性
ョン施設整備 の向上を図るため、飛行機を利用して来県し、自転車で移動する方の

ための「サイクルステーション」を設置する。

0自転車整備場所及び更衣室の整備
(事業主体:米子空港ビル(県補助1/2)) 

③多目的施設の設置 1，000 外国人観光客等の受入れ環境楚備として、空港タ ミナル内に多目
的に利用可能な部屋を設置する。

(事業主体・米子空港ビル(県補助1/2)) 
計 6， 000 

3 これまでの取組状況、改善点
-県西部地域ではジャパンエコトラックルートの第1号認定により今後自転車を利用して圏域内を
移動する観光客の増加が期待される。

-国際チャーター便や圏内便乗継により外国人観光客が増加しており、米子鬼太郎空港に多目的施

設を整備することで、空港利用者の利便性の向上や周遊観光の魅力の向上を図る。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

2款総務費

2項企画費
3目交通対策費

。 2， 300 2，300 1960 

交通政策課(内線 :7100)

単位エf'l)

備考事業名

(新)公共交通におけ

る無料Wi-Fi環境整
備事業

トータルコスト

従事する職員数

工程表の政策目標(指標)

補正前|補正 計

340 

0I 2， 300 I 2， 300 
aO人 I 0.0人|且O人
交通機関の利便性向上

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

海外等からの誘客対策として公共交通機関にWi-Fi環境を整備し、利便性の向上を図る。

2 主な事業内容
・主な設置箇所

空港連絡パス、スーパーはくと、若桜鉄道車両等

-所要額

2. 300千円(端末代金、電源ヱ事等)

3 これまでの取組状況、改善点
県内両空港や主要駅等に順次Wi-Fi環境を提供してきでいるところであり、さらに、列車車両等へ
も整備することで移動中の利便性向上につなげる。

178 



平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企阻費 交通政策課(内線 :7100)

(単位:千円)3目交通対策費

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
回目I支出金 起債 その他 寸史財源

特別寝台列車誘
致事業 8.000 1. 270 6.730 8.000 

トータルコスト 14. 212千円(前年度1.270千円) [正職員:0.8人]

主な業務内容 関係者との連携、補助金事務等

工程表町政貫目IU指標) 鉄道による観光誘客

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成29年春にJR西日本が運行を予定している特別寝台列車の誘致に向けて、山陰いいもの
探県隊を県内各観光地等に招聴し、質の高い観光素材や地元産品を提示して特別寝台列車への活

用に向けた情報発信を働きかけるとともに、周辺環境の整備を行う地域の取組等への支援を行う。

2 主な事業内容
(1)山陰いいもの探県隊の招聴事業 (2.000千円)
鳥取県内の優れた観光地等に山陰いいもの探県隊を呼び込み、特別寝台列車向けの観光素

材を提示するとともに、車内で使用するための食器、食材、家具なE地元がPRしたい素材
を関係者が探県隊に対し情報発信するための経費の一部を助成し、車内での活用につなげる。

-山陰いいもの探県隊の旅費及び施設利用料の支援

(補助対象:J R、補助率10/10)
-特別寝台列車内での使用物品などの地元特産品PR及び:PRイベントの実施に対する支援
(補助対象:観光施設等管理者、個人等、補助率10/10)

(2)乗客向け地元観光ルートの検討及び周辺環境盤備事業 (6. 000千円)
特別寝台列車に合わせた地元観光ルートの検討と沿線美化活動など周辺環境の整備を行い、

地元観光をさらに魅力あるものに磨き上げる。

-特別寝台列車に合わせた地元観光ルート検討と周辺環境の整備に対する支援

-車窓から見える沿線整備等(プランター設置等)

-特別寝台列車に向けた地元特産品の造成等(新たな商品や特別包装等)

(補助対象:市町村等、補助率1/2)

3 これまでの取組状況、改善点

-特別寝台列車については、 JR西日本米子支社と「特別寝台列車プロジェクトチームJを設立し、
この列車にふさわしい観光、食、工芸品などの地元の質の高い素材を売り込んできた。

-今後は、山陰いいもの探県隊を県内に呼び込み、広く情報提供していくとともに、周辺環境の整

備を行い、地元観光をさらに魅力あるものにしていく。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 交通政策課(内線:7099) 

3目交通対策費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

国内航空便利用促進 108，614 120， 454 ム11.840 108，614 
事業

トータルコスト 118， 709千円 (前年度 131， 289千円) [正職員:1.3人]
主な業務内容 圏内航空路線の利用促進活動の実施など

工程表の政策目標(指標) 東京便の増便、航空便の運賃低廉化、国内航空便の利用促進

(便数:鳥取東京便5使、米子一東京便6便)
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県内雨空港を発着する航空路線の維持拡充と利便性向上を目的に両空港の利用促進懇話会等と連携

し、首都圏及び各就航先でのPR活動や旅行商品造成の働きかけを行う。また、航空会社と連携した

情報発信などの利用促進への取組を通じ、外国人を含む観光誘客など航空便を利用した交流人口の拡

大と地域の活性化を図る。

2 主な事業内容
区分 予算額 内 容

①県内両空港の利用促進 35， 495 両懇話会が取り組む航空便の利用促進事業に要する経費の一部
懇話会を通じた取組 を負担する。(路線PRイベント、ノベルティ作成、県内空港

利用の旅行商品造成、販促経費の一部支援等)

②航空会社等と連携した 47， 960 航空会社との連携やマス媒体等を利用した情報発信による誘客
PR展開 を図る。

曲i空会社町ホームベージや広告車体を活用した広告、措乗キTンベーン、首都圏&1J自首相先:おりるPR等)
③航空便利活用支援 11， 000 県の重点施策分野と連携した航空便利用支援や各就航地域との

新たな交流活動を促進するために県内の団体等が新たに取り組

む航空便を利用した地域間交流経費を支援する。

(移住定住を目的とした来謀、眠時でき加峨町ため航空般利用する干性、柳時、介護側等への運鍛量)

④新規圏内航空路線開拓 2，500 県内空港や観光のPR展開を通じ、圏内チャ タ便や新規国
PR  内路線誘致を図る。

⑤空港賑わい創出事業 4， 400 空港の認知度向上による誘客に繋げるため、県内両空港にちな
んだ装飾を行い、空港内の賑わい創出及び魅力発信を行う

⑤航空路線調査分析、航 6， 240 県内航空路線の利用動向分析、圏内及び国際航空業界の動向分
空便利用実態調査 析、航空便利用者アンケート調査等により誘致対象路線戦略、

効果的な利用促進策等の取組に資する。

r.x全国腕舵シ1テム雌描議会負担金 129 地域航空シスァムの調査研究等を行う協議会への負担金
③事務費 890 

合計 108，614 

3 これまでの取組状況、改善点
-県内空港を発着する航空路線の利便性向上、路線拡充に向け、利用促進策の充実と国、航空会社

に対する継続的な要望活動を行うとともに新規路線誘致を働きかムている。

-平成27年度も引き続き、航空会社と一層連携を密にしつつ、山口ス!者ニーズを踏まえた効果的な利
用促進に取り組むとともに、空港利周囲域の拡大、対象エリアと広げた誘客対策、海外からの観

光客誘致対策等を推進する。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 交通政策課(内線:7099) 

3目交通対策費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 t涼 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

鉄道高速化調査・検

討事業 6， 377 2， 559 3， 818 6，377 

トータルコスト 11. 813千円 (前年度 4，107千円) [正職員:O. 7人]
主な業務内容 関係機関等への説明・調整、審査・委託料の支払い、国との調整

工程表の政策目標(指標) 関西圏等との交流促進に向けた鉄道網の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要

県内鉄道の高速化について、平成26年度にフリーゲージトレイン方式による智頭・因美線ルート
及び伯備線ルートでの基礎調査を実施しており、平成27年度は到達時間の算出や工事数量・概算経
費の算定に係る調査を実施する。

2 主な事業内容
<調査内容>

-留置、検修機能(車両留置等の確保を検討)

-電化関係の調査

-到達時間の算出(運転図の作成、ダイヤ設定等の調査)

-工事数量、概算経費の算定

<調査期間>
.H27年4 月 ~8 月まで(予定)

<調査スケジュール>
〆

.H27年4月 基礎調査結果 (H26年度調査)を踏まえた調査開始

.H27年8月 調査とりまとめ、完了

3 これまでの取組状況、改善点
-固に対し、日本海国土軸を形成する高速鉄道の整備に向け、山陰新幹線の盤備計画への格上げ

に向けた調査に早急に着手することなど、整備の実現に向けた進捗を図るよう要望を行ってお

り、国土交通省において、 f幹線鉄道の高速鉄道化・利便性向上に関する全国調査jを平成25年
度から実施中である。

-本県においても、平成26年10月からフリーゲージトレイン方式による f智頭・因美線ルート」、
「伯備線ルート」の2ルートで県内鉄道の高速化の基礎調査に着手したところ。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
2項企画費
1目企画総務費
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事業名 |本年度 前年度 比較
M 源 内

主→備考
一般財源国庫支出金|起債| その他

(新)ブラジル県人
会館設立 20周年1 6，024 
記念事業

。6，024 6，024 

トータルコスト 18， 354千円(前年度 O千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 |訪問団派遣準備、補助金事務 等

工程表の政策目標儲標)1ブラジルとの交流について、若い世代を中心とした交涜活動の実施を通じて次世
代の交流を担う人材を育て、ブラジル県人会との民間交流の活性化を図る。

事葉丙容の説明

1 事業の目的・概要
ブラジル鳥取県人会の活動の拠点となっている「ブラジルー鳥取交流センターJ (通称、ブ
ラジル県人会館)が設立20周年を迎えることから、県人会主催の記念式典に訪問団を派遣し、
県人会との交流を深めるとともに県人会活動の支援を行う。

0ブラジルー鳥取交流センター設立20周年記念式典
-期日平成27年11月8日(日)
・場所 ブラジルー鳥取交流センター(ブラジル・サンパウロ市)
・内容記念式典、県人会との意見交換等
・主催ブラジル鳥取県人会
※併せて、鳥取県に留学生を派遣する県費留学生制度の創設50周年記念式も実施する。

2 主な事業内容
(1)ブラジルへの訪問団派遣 (5， 024千円)
ブラジル鳥取県人会が開催するブラジルー鳥取交流センター設立20周年記念式典へ、祝
意を表すため県から訪問団 (4名程度)を派遣する。

(2)ブラジルー鳥取交流センター設立20周年等記念事業への支援(1，000千円)
ブラジル鳥取県人会が開催する記念式典に係る経費やブラジルー鳥取交流センターの修繕
等に係る経費の一部を支援する。

3 これまでの取組状況、改善点
0ブラジルJ鳥取県人会は380家族を数え、ブラジル県人会館を拠点として定期的なイベン
トや日本語講座等各種教養講座を毎日開催するなど、活発に活動されている。その成果と
して、しゃんしゃん傘踊りが、南米で日本を代表する踊りとして認識されるなど、鳥取県
の知名度向上につながっている。
0現在、ブラジルの日系入社会は3世、 4世の時代となり、日本語を使う機会が減り、日本
とのつながりを意識する機会が減少しつつある。県人会は、今後、日本語や日本文化に関
する講座を強化するなど、一層の活動強化を図りたいと考えている。
0母県として、県人会活動の活性化や留学生等の受入を通じた次世代会員の人材育成を支援
することにより、今後の県とブラジルとの交流を深化させていく。

【参考】ブラジルー鳥取交流センターの概要
1 所在地 ブラジル・サンパウ口市
2 設立年月日 平成7年 11月19日(竣工日)
3 敷地面先等 841m、地上2階・地階l階の建物
4 事業費 80，078千円
5 活用内容 センターは、ブラジル鳥取県人会の拠点施設として会員相互の交流の

場となっており、定期的なイベントや日本語講座などの各種教養講座が
開催されている。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
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交流推進課(内線:7843) 
(単位:千円)

本年度
Rオ 源 内 訳

一般財源
備手J前年度 比較

l国庫支出金|起債| その他

(新)第21回環日本海拠
点都市会議開催支援事

業

「一トータルコスト

主な業務内容

3， 215 。3， 215 3， 215 

工程表の政策目標指標)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要
環日本海圏域都市の首長が一堂に会し交流と発展について話し合う「第21回環日本海拠点都市会
議jが境港市で開催されることから、広域的な地域間交流と経済振興のため県としても支援を行う。

3， 992千円(前年度 O千円)[正職員:0， 1人]

会議開催への協力、補助金業務

ヒ東アジア地域国際交流・協力地方政府サミットなど、広域的な地域聞の交流
を推進する。

2 主な事業内容
(1) 会議概要(予定): 
-期日・場所 平成27年8月下旬 (4日間) 夢みなとタワー
・参加都市 日本 (主催)境港市、(共催)鳥取市・米子市

韓国慶尚北道浦項市、江原道東海市・束草市
中 国吉林省環春市・延吉市・図例市
ロシア 沿海地方ウラジオストク市・ナホトカ市・ハサン区

(2 ) 負担割合: 境港市1/3・鳥取市及び米子市1/3・県1/3
(3) 補助額: 3， 215千円(補助率1/3)

3 これまでの取組状況、改善点
3市との調整により、経費負担の見直しを行った。
(第11回(平成17年)境港市開催時)
同時適訳経費の1/2:米子市、その他の経費の1/2:県 (3，379千円)
※鳥取市はオブザーバー参加
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費
3項観光費 観光戦略課(内線 :7237)

1目観光費 (単位:千円)

員オ 源 内 訳
事業名 補正前 補正 言十 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)地方創生応援

!とっとり〆ふるさ 。100， 000 100， 000 100， 000 
と旅行券発行事業

トータルコスト 。100， 774 100， 774 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 O. 0人 O. 1人 O. 1人 プレミアム旅行券の発行

工程表の政策目標(指標l
地域自らが、自然、温泉、歴史、食、文化、人物等に着目し、知恵と力を結集

させて地域資源を磨き、行政がその取組内容に応じたサポートをする。

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急調委のための指す金(地域臨場担・生活支援劉」充当事業

1 事業の目的・概要
首都圏、関西圏など県外から宿泊を伴う観光客の増加を促進し、鳥取県内での消費を喚起する

とともに、鳥取県の魅力を発見していただき、更なる観光誘客の呼び水とすべく、県内の宿泊施

設で利用できるプレミアム付旅行券を発行する。

2 主な事業内容

発行主体 鳥取県(大手旅行会社への委託を想定)

発行総額 1. 4億円
発行数 総数1. 4万冊(1冊5，000円X2枚=10， 000円を 5，000円で販売)
プレミアム率 100% (県が負担)=:'0. 7億円
商品券販売場所 大手コンビーエンスストアを想定

取扱厨舗 公募(県内の宿泊施設)

使用区域 鳥取県内の宿泊施設(旅館・ホァル)

予算額 プレミアム負担 70， 000千円
コンビニシステム使用料 14， 000千円
情報発信、サポート業務費 16， 000千円

3 これまでの取組状況、改善点
-地域住民生活等緊急支援のための交付金[地域消費喚起・生活支援型]を活用して、観光客誘致

による消費喚起を図る。

-県内全域で利用できるプレミ，アム付旅行券を発行するのは本県では初めての取組である。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費
3項観光費 観光戦略課(内線 :7238)
1目観光費 (単位:千円)

事業名 補正前 補正
財 源 内 訳

備考計
起債 一般財源国庫支出金 その他

(新)外国人観光客受 。70， 500 70， 500 59， 500 11， 000 
入推進事業

トータルコスト 。72， 822 72， 822 関係機関との連絡調整、広報、補助金・負在
従事する職員数 0.0人 0.3人 0.3人 金交付業務

工程表の政策目標(指標) 外国人観光客の倍増、国際リゾートの実現

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・概要
国際的な観光地としての魅力を高め、多くの外国人観光客が訪れる国際リゾート地として発展することを

目的に、本県を訪れる外国人観光客の利便性の向上を図るとともに県内の「おもてなし」機運を醸成し、主

民が一体となって受入態勢整備を図る。また、近年、訪日外国人の約8割が個人旅行 (F1 T)となってし
るため、 FIT向けの情報発信等を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 n廿h 

ー・唱ヰ 県内各観光施設等における外国人観光客の利便性向上及び受入態勢整備

に関する取組を支援(補助率 2/3、上限 2，.000千円、下限額 100千円、補
助金交付は各事業者あたり各事業年度2回まで:累計限度額 4，000千円)

[新】ムスリム観光客受入対応

お祈り環境整備に係る経費(ホァル室内キブフ、お

祈りマット、衝立、キブラコンパス等)及び食事の

対象経費 提供に係る経費(食品含有物にかかる英語表記、ピ

クトグラム等表示整備、ハラール認証に要するコン

サルタント料・認定料等、ハラール認証を受けた施

設の設備改修・食器・調理器具等什器獲備費用)

補助対象事業者 県内民間事業者

鳥取県外国人
[新】両替機・モバイルサービス導入

対象経費 両替機設置及びモバイルサービス実施に係る経費
観光客倍指 32， 000 
促進事業 補助対象事業者 県内民間事業者

[拡充]消費税免税底舘開設(下限額なし)

対象経費
消費税免税庖舗開設に要する備品等購入経費、レジ

システム等改修経費及び広報に要する経費等

補助対象事業者 県内民間事業者

【拡充]受入基盤整備

多言語版指差し会話集作成、 Wi-Fi潔境整備、決済

対象経費
環境整備、もてなし研修会の開催、案内看板外国

語ホームページパンフレットの多言語化等に要す

る経費

補助対象事業者
市町村、広域連合、県内民間事業者(市町村・広域

連合は案内看板の多言語化のみが対象)
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区分

訪日外国人

FIT(個人旅行
者)対応強化

事業

予算額

38. 500 

内容

・海外の大手旅行ポータルサイトに、鳥取県の観光情報を掲載する業務

を委託する。

(経費内訳)

サイトデザイン制作、進行管理、情報管理・更新及び運営費等

・公共交通機関利用による訪問が困難な観光地への移動手段として、レ

ンタカー利用を促すため、レンタカー会社に対して観光客(外国人を

含む)のレンタカー利用料を支援する。

・鳥取県への更なる誘客を図るとともに経済効果を高めるため、国際定

期航空便、環日本海定期貨客船及びクルーズ客船寄港時等に観光客の l'i 

訪問地及び消費動向等調査を委託する。

(調査項目)

属性、出発地、旅行目的、圏内での周遊状況、消費動向等

・県内周遊の利便性を高めるため、公共交通機関やタクシープラン等の

情報及び基本的な指差し会話を掲載したガイドマップの作成を委託す
る。

作成部数:各言語 3.000部(各エリア 1. 000部ずつ)
言語数 :4言語(英語・ハングル・筒体字・繁体字)

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年4月に策定した「国際リゾートとっとりプラン」の受入環境整備計画に基づき、外国人
観光客の受入態勢整備を促進している。また、昨年10月の外国人旅行者向け消費税免税制度改正に
伴い免税庖舗数が拡大されるよう支援を行った。引き続き、外国人観光客への「おもてなし」の充実

を図るため、これまでの取組を拡充するとともに、ムスリム対応や個人旅行者をターゲットとした取

組を展開する。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費
3項観光費 観光戦略課(内線:7310)
1目観光費 (単位:千円)

事業、名 補正前 補正
財 源 内 訳

備考言十
国庫支出金 起債 一般財源その他

(新)外国人観光客誘 。48. 800 48. 800 41. 800 7.000 
致推進事業

トータJkコスト 。48. 800 48. 800 
従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人

補助金交付事務等

工程表の政策目標(指標) 外国人観光客の倍増、国際リゾートの実現

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・概要

外国人観光客の誘致による本県の観光産業の振興及び米子ソウル使、環日本海定期貨客船などの国

際交通基盤の維持・発展に寄与するため、海外旅行会社等に対する支援を実施する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 !fiョhー

(1)[県内団体対象] 4.000 -県内の企業団体等の誘客のための海外販売促進等

鳥取県外国人観光客倍増 (渡航・招へい)経費補助

促進補助金 -ホームショッピングの経費補助

→補助率1/2、補助上限:1. 000千円

※補助下限額を撤廃

(2)【海外旅行社対象] 29. 800 -本県を訪問する旅行商品の造成・広報宣伝経費補助

鳥取県外国人観光客送客 →補助率1/2、補助上限額500千円

促進補助金 (ただし、特定市場(中園、ロシア、東南アジア)につ

いては10/10)

-ホームショッピングの経費補助

→補助率1/2、補助上限:1. 000千円

-旅行商品催行に係る経費補助【新規]

→定額補助

( 1)サイクリングツアー(日額)

自転車運搬車両80千円

地元案内ガイド 20千円

(2 )トレッキング・ウォーキングツアー(日額)

地元案内ガイド20千円

(3)貸切パスの借り上げ経費

1泊あたり 30千円

(3) [山陰国際観光協議 15. 000 山陰国際観光協議会が行う送客支援事業への補助

会対象]鳥取県外国人観

光悠誘致対策補助金

小言十 48. 800 
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7款商工費
3項観光費

!lL旦主主

事業名

外国人観光客誘致推

進事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標備標)
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度|前年度|比較

90，0701 128，0681ム37，998 

観光戦略課(内線・ 7310) 
(単位:千円)
ーーーーーー「ーーーー

財源内訳
一一一→備考
一般財源

90， 070 

107，930千円(前年度145，868千円) [正職員:2. 3人]

海外での広報活動、旅行商品の造成・販売促進支援、海外調査・宣伝業務の委託、

国際交通基盤の利用促進ほか、県内空港へのチャーター使の誘致

外国人観光港の倍増、国際リゾートの実現

米子ソウ)!-使、環日本海定期貨客船などの国際定期便や近隣空港(関西空港・広島空港・岡山密港等)
の定期便を利用した本県への外国人観光客誘致に加え、県内空港へのチャーター便の誘致により諸外国
から鳥取県を訪問する観光客を増やして県内観流消費額を増加させ、本県観光産業の更なる振興発展を
目指す。

2 

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年4月に「国際リゾートとっとりプランJを策定し、ターゲットとする国・地域を明確化す
るとともに、それぞれへのアプローチの深度に合わせたプロモーションを実施してきたところである
が、国が平成26年6月に策定した「観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014J等を踏
まえて、さらに積極的に外国人観光客誘致に取り組んでいる。
これまで取り組んできた地域に対して、より確実に送客に結びつくよう、現地プロモーションを強化
すると共に、ピザ免除等により訪日観光客が大幅に増加している東南アジア(タイ等)を重点市場に加
えるなど、情勢に対応した外国人観光客誘致を戦略的に推進する。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費
3項観光費
1目観光費

事業名 補正前 補正

(新)地方創生・とっ

とりの旅づくり事業

トータルコスト

従事する職員数

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

。 7， 000 
8，548 。

計
ftj 

観光戦略課(内線:.76 3 8) 
(単位:千円)

内訳|一-
l申請考

一般財源

源

7， 000 I 6， 000 1， 000 

整調のと先係関務業
4
リ，dg
 

交金助補

川

崎

人

5

2

 

0
n
u
n
H
U
 

00人 I 0.2人
地域自らが、自然、温泉、歴史、食、文化、人物等に着目し、知恵と力を結集さ

せて地域資源を磨き、行政がその取組内容に応じたサポートをする。

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・概要

鳥取県の津々浦々までお客様が観光周遊し、地域の消費喚起と新たな観光循環を起こす「とっと

りの旅づくりj のため、これまで多くの観光客を受け入れていないエリアを中心とした地域の優れ

たお宝の観光商品化と周遊の仕組みづくりを行う。

2 主な事業内容

これまで多くの観光客を受け入れていないエリアを中心に、地域が誇る良いものを洗い出し、体験

プランや新グルメ、みやげなどの観光商品開発を行うとともに、既定観光商品や移動手段と組み合わ

せたエリア内の周遊コース、滞在プランを造成し、流通にのせていく取組に対し支援を行う。

事業主体: (公社)鳥取県観光連盟

事業費:7， 000千円(補助金・定額)
内容:選定エリアごとに、テーマやターゲ、ツトを設定し、個別アドバイザー(自然、体験、食など)

の支援を受けながら、多業種・広域グループによる年聞を通じたミーティングを通じて、商

品づくり、周遊ルート・滞在プランづくりを行う。

く事業イメージ〉

県外から知名度の高
い観光地を核として
誘客

観光事業者、観光凋係
団体等が一体となった
観光素材の磨きょげ.
簡晶化

旅行満足度UP
経済効果の渡及

例:知名度の高い観光地からはじまる県内周遊

3 これまでの取組状況、改善点
県内各地の地域資源の磨き上げやガイド育成のほか、主要地を結ぶ地域情報の収集や情報発信など、

着地型観光の推進に取り組んできた。この取組をさらに加速させ、地域に愛される豊かな観光資源を磨

き上げ、各地の知名度の高い観光資源等と線で結び、ルート化することで、新たな観光循環を起こし、

県内津々浦々への経済波及を目指す。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費
3項観光費 観光戦略課(内線:7638)
1目観光費 (単位:千円)

事業名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)着地型観光・体 。 4.300 4. 300 3.300 1， 000 
験情報発信事業

トータルコスト 。 5.074 5.074 
従事する職員数 0.0人 O. 1人 O. 1人

補助金交付業務、関係先との調整等

工程表の政策目標(指標)
旅行会社等と連携しながら、全県的に地域資源を活かした着地型観光メーユーの
充実・情報発信を図り、本県の観光の魅力・知名度を向上させる。

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・概要
認知が十分でなく、その魅力が十分に伝わっていない「着地型観光メニュー」を束ね、観光情報

とともに発信する「鳥取県着地型観光案内窓口」をレジャー専門WEBサイト上に構築し、増加す
る個人旅行者に強く訴求するとともに、ダイレクトな誘客につなげる。

2 主な事業内容
専門の「レジャー・体験予約サイト」上に、鳥取県の体験プログラムを束ね、四季を通じて情報

発信する「鳥取県特設ページ」を構築し、地域資源を生かした体験プログラムの掘り起し・磨き

上げがなされたものについてダイレクトな誘客、情報の拡散を行う事業に対し、支援する。

事業主体: (公社)鳥取県観光連盟

事業費:4， 300千円(補助金・定額)
<補助事業の内容>

区分 内 !@ヨE・‘ 

掲載 着地メーユ 、体験プログラム(インドア、アウトドア、自

プログラム 然体験、文化体験、歴史探訪ガイドツアーなど)

掲載情報 • rレジャー・体験予約サイトJにJ鳥取県特集ページを構築
-四季ごとに、透明度抜群の海・若葉の森などの観光情報と

ともに、そこで体験できるプログラムを紹介

-体験プログラムは閲覧の上、予約申込みが可能

→閲覧者のダイレクトな誘客につながる

事業検証 -四半期ごとに戦略会議を実施し、ページアクセスの分析(年

4回)をもとに、季節ごとに売れる商品を検討
〈戦略会議の構成〉

観光連盟、体験プログラム掲載事業者(観光団体、事業

者、 NPO等)、サイト運営会社

3 これまでの取組状況、改善点
県内各地の地域資源の磨き上げやガイド育成のほか、主要地を結ぶ地域情報の収集や情報発信など、

着地型観光の推進に取り組んできた。

ただし、個々の着地型観光メニューの情報発信は十分でなく、その魅力が十分に伝わっていると言えな

いため、鳥取県の着地型商品を束ね、専門WEBサイト上で集中して情報発信することで、ダイレクトな
誘客と情報の拡散を目指す。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費
3項観光費 観光戦略課(内線:7237)
l目観光費 (単位.千円)

事業名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)広域観光交流圏 。30. 000 30. 000 25. 000 5. 000 
促進事業

トータルコスト 。31. 548 31. 548 
従事する職員数 0.0人 O. 2人 O. 2木

負担金交付業務、関係先との調整等

ニ徳山の世界遺産登録、山陰海岸の世界ジオパークネットワーク加盟等により、
工程表の政策目標(指標)

鳥取県と周辺地域(関西、中四国等)を周遊する観光客の増加を目指す。

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・概要
世界ジオパークネットワーク (GGN)加盟の山陰海岸ジオパークが拡がり、鳥取砂丘、天橋立や

城崎温泉を始めとした著名な観光地が点在する鳥取・京都・兵庫3府県の日本海側地域の観光資源を
ネットワーク化し、長期滞在裂の一大広域観光交流圏を形成し国内外からの誘客促進の強化を図ると

| ともに、交流人口の拡大による地域の活性化を推進する。

2 主な事業内容

山陰海岸ジオパークを共有する鳥取・京都・兵庫の3府県が連携し広域観光事業を行うため、 13 

府県広域観光推進実行委員会(仮称)Jへ負担金を支出する。

<事業の内容>

区分 内 容

事業主体 3府県広域観光推進実行委員会(仮称)

構成:鳥取・京都・兵庫の3府県、観光関係団体、民間事業者等(予定)

事業費 30，000千円(負担金)

く全体事業費:90，000千円〉 ※3府県で均等負担(予定)

事業内容 交流圏の基本コンセプトの構築
(想定)

-交流圏の計画整備、外国人観光客需要調査・マーケテイング事業 など

E 交流圏の基盤整備

-外国人観光客受入態勢整備、圏域二次交通の拡充 l

-外国人観光客受入にかかる人材育成など

E 各種誘客事業の展開

-国際見本市等への出展、主要都市プロモーション

-交流圏を周遊するツアー造成・プロモーション

-海外旅行会社や海外マスコミを対象とした招へい旅行の実施など

3 これまでの取組状況、改善点
山陰海岸ジオパークを共有する3府県において連携し、海外旅行会社や海外マスコミを対象とした
招へい旅行などを実施し、魅力発信と誘客促進を行ってきたが、さらにこの動きを強化し、広域観光

ルートを磨き上げ、第4回アジア太平洋ジオパークネットワーク (APGN)山陰海岸シンポジウム

を契機とした外国人観光客の大幅な誘客増を目指す。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
7款商工費
3項観光費 l 観光戦略課(内線 :7239)
1目観光費 (単位・千円)

財 源 内 訳
事業名 補正前 補正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)とっとりスタ
イルエコツーリズ 。3，500 3，500 2， 500 1， 000 
ム普及推進事業(多
言語情報発信)

トータルコスト 。3， 500 3， 500 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 エコツアーガイドブックの作成

工程表の政策目標(指標)
地域自らが、自然、温泉、歴史、食、文化、人物等に着目し、知恵とカを結集
させて地域資源を磨き、行政がその取組内容に応じたサポートをする。

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

l 事業の目的・概要
「エコツーリズム国際大会20 1 3 in鳥取」を契機として、鳥取県を"エコツーリズムのメッ
カ"として全国発信できるよう県内各地域に展開するエコツーリズムの体験素材集を多言語で制作
し、鳥取県のエコツーリズムの魅力を国内外へ広く発信して、一層のインバウンド誘客を図る。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分 予算額 内 d甘~ 

0県内各地域でエコツーリズムに取り組む団体問で取組内容

エコツアーガイドブック
や課題、今後の展開等について意見交換を実施する。

3，500 。意見交換等を通しでエコツアーに関する情報を収集し、体
の制作

験素材集を多言語で制作する。
(日本語、英語・韓国語・繁体字)

3 これまでの取組状況、改善点
エコツーリズム国際大会20 1 3 in鳥取の成果を活かして、地域資源の磨き上げやガイド育成
のほか、主要地を結ぶ地域情報の収集や情報発信など、とっとりスタイルエコツーリズムめ全県
展開に取り組んでいる。
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7款商工費
3項観光費
1目観光費

ζ事業名

(新)rょうこそよ

う進客こ事そキ業鳥ャ取ン県ペ」観光誘 ーン
推

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標l

事業内容の説明

平成27年度一般会計当初予算説明資料

観光戦略課(内線 7237) 
(単位:千円)

目オ 源 内 訳
本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

35. 000 。35. 000 35. 000 

42.765千円(前年度O千円)[正職員:1. 0人]

キャンペーン企画、業務委託事務、広報業務

旅行会社等と連携しながら、全県的に地域資源を活かした着地型観光メーユ
ーの充実・情報発信を図り、本県の観光の魅力・知名度を向上させる。

1 事業の目的・概要
カニシーズン到来に合わせて「鳥取県=カニ(鳥取県へウェルカニ)Jを情報発信の切り口とし

た誘客キャンペーンを展開し、首都圏をはじめとする都市圏メディアでの露出を図ることで本県

への誘客につなげる。

2 主な事業内容 単位:千円

区分 予算額 内容

「鳥取県ウェル キャンペーン期間中、県内の宿泊施設にお泊まりいただいた方を

カニキャンペー 6.000 対象として、抽選で毎月100名様に「鳥取県産松葉がに」をプレゼ
ン」の実施 ントする。(平成27年10月-28年2月)
「蟹取県」体感メ 観光やビジネスで本県を訪問された方や、首都圏・関西圏在住の
ニューづ、くり 方に「蟹取県」を体感していただけるような仕組みづくりを行う

5.000 。

(例)J R主要駅での「カニ汁」ふるまい、首都圏アンテナショ

ツプ等でのフェア実施

首都圏をはじめ 首都圏、関西圏の大手メディアで発信することで全国規模での露

とするメディア 7.000 出につなげ、本県の知名度向上と誘客促進を進める。(テレビ番組
での情報発信 誘致、メディアキャラパン、プレスリリース配信など)

観光周遊パスポ 「鳥取県ウェルカーキャンペーンJの期間にあわせ、県内で「カ
ートの作成 5.000 ニJを思う存分にお楽しみいただけるような特典付きの観光周遊

パスポートを作成する。

「蟹取県」ガイド おすすめ観光情報やカニをはじめとしたグルメ情報、女子旅ルー

ブックの作成 10. 000 ト、地元人ならではの耳寄り情報等を盛り込んだガイドブックを
作成する。(平成27年10月予定)

キャンペーン特 各種キャンペーン情報を集約した専用WEBサイトを構築する。

設WEBサイト 2.000 
の構築

合計 35. 000 

3 これまでの取組状況、改善点
平成26年10月-27年2月にかけて、「鳥取県ウェルカニキャンペーン」を実施しており、
期間中、「蟹取県Jr鳥取県へウェルカニ」をキーワードにすることで、全国ネットの情報番組等
での露出につなげることができた。今後も継続してこの取組を行うことで、都市圏でのイメージ

定着を進め、誘客促進に結びつける必要がある。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
3項観光費
1目観光費

事業名

クルーズ客船受入推進
事業

トータルコスト

主な業務内容

本年度 前年度 比較

10， 700 10， 700 。
13， 030千円(前年度

財
国庫支出金

観光戦略課(内線:7239) 
(単位:千円)

源 内訳
備考

起債 その他一般財源

10， 700 

13，022千円)[正職員:O. 3人]

関係機関との連絡調整、広報、補助金・負担金交付業務

工程表の政策目標(指標)
他県と連携してエリアとしての観光魅力を向上させ、国内外からの観光
客誘致、滞在時間の延長を図る。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
クルーズ船の鳥取港及び境港寄港による本県への経済波及効果を最大限に引き出すため、クル

ーズ船寄港時に、より多くの乗船客が県内観光地等に立ち寄るよう素材の売り込みを強化すると

ともに、受入環境の充実を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 t廿~ 

オプショナルツアー 2，000 クルーズ船寄港時のオプショナルツアーコースとして、県内
コース提案支援事業 観光素材を取り入れたコースの提案を支援する。

(補助金額の上限:200千円、補助率112)
[補助対象者]民間事業者等

【補助対象経費]提案資料の作成、旅行会社訪問に要する経

費等

2，000 クルーズ船寄港時のオプショナルツアーの造成を支援する。
※ ツアーコースには、県内の観光地等を必ず組み込み、食

事をとる場合は、県内の施設とすること。

(補助金額の上限:200千円、定額)
[補助対象者】旅行会社

[補助対象経費】ツアーバンフレット等作成経費

オプショナルツアー 2， 580 オプショナルツアーパス借り上げを支援する。
パス借上料支援事業 -立ち寄り先が県内のみ:パス1台につき15，000円

-立ち寄り先に県外を含む:パス1台につき5，000円
[補助対象者]旅行会社

周遊パス運行支援事業 4. 120 港から周辺施設等への周遊パスの運行を支援する。
(補助率 1/2) 
[補助対象者】市町村、観光関係団体等

【補助対象経費】運行経費から運賃収入を除いた経費

i口b、 言十 10， 700 

3 これまでの取組状況、改善点
オプショナルツアーパス支援は、両港とも実績もあり、引き続き継続して行く。

クルーズ対応にかかる境港管理組合への負担金の割合を鳥取・島根=1 : 1 (従来は3:1)に
見直し、さらに、 H27年度は新規に外国語コーディネータ←の配置を行うなど、クルーズ対応の充
実を行う予定である。(県土整備部で提案中)

寄港誘致についても両港と連携体制を密にし、民間観光事業者のセールス活動を進めて、従来

の船会社に加え旅ぞ子会社等へ幅広いポートセールスを進めている。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
2項企画費 観光戦略課(内線:7237) 
3目交通対策費 (単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

起債 その他 一般財源
備考

国庫支出金

圏内航空便利用対策

促進事業
59， 700 61， 000 ム1， 300 59， 700 

トータルコスト 67，465千円(前年度 64，095千円) [正職員:1. 0人]

主な業務内容 県内航空路線を活用した県外からの観光客誘客促進

工程表の政策目標(指標) 鳥取・米子両空港、県内外の鉄道及び高速道路ネットワークを活用し、近隣県の
観光資源と連携した周遊ルートの造成や、マンガ関係施設を巡る旅行等のテーマ

を設定した広域的な周遊ルートの造成等により、観光客の培加を目指します。

事業内容の説明

l 事業の目的
「鳥取砂丘コナン空港」の誕生などを契機に、首都圏等を対象とした路線及び観光PRを実施し、
鳥取県内航空路線を利用した県外観光客の誘致促進を図る。

2 主な事業内容
区分 内 甘釘 h

旅行社と連携した観光 -旅行社庖頭での観光誘客キャンペーン
情報発信 -旅行社と連携したJ鳥取県路線・観光キャンペーン情報のウェブ、

底頭での発信 (2社程度想定)
ァレビを活用した誘客 -ァレビ局とタイアップした鳥取県観光情報発信 (3回程度)
観光情報発信

新聞広告での観光情報 -路線広告等新聞を活用した鳥取県観光情報発信 (3回程度)
発信

雑誌での観光情報発信 -全国紙、ローカル紙での鳥取県観光情報発信 (2誌程度)

観光キャラバンの実施 -首都圏の空港・ショッピングモール等集客の見込める施設での烏

取県観光情報発信イベントの実施

園内線を活用した海外 -羽田空港乗り継ぎ等による海外からの観光誘客のための情報発信

からの誘客促進 (アジア、欧米などからの首都圏乗り継ぎでの誘客促進)

ウェブ旅行社連携によ -大手宿泊予約サイト運営会社と連携した、倒人旅行客取り込みの

る誘客促進 ための鳥取県観光情報発信(四半期ごとにターゲットを絞った誘
客を展開)

3 これまでの取組状況、改善点
平成26年度においても、複数の就航先でメディアミックスによる観光情報発信を展開し誘客
促進を図ってきた。平成27年度においては国内外に誇るまんが・アニメの名を冠した2空港(
鳥取砂丘コナン空港、米子鬼太郎空港)を大いに活用して、メディアミックスによる観光キャン
ペーン等観光情報の発信を展開し、更なる誘客促進を図る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
3項観光費
1日 観光費〈総合事務所分は地方機関計上予算)

事業名 本年度|前年度|比較
内

その他

(雑入) 10 
スポーツツーリズム
推進事業

120. 9971 73. 100 1 47. 8971 1 1 (基金繰入金)I 78. 119 
42. 868 

トータルコスト
主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

140. 411千円(前年度目.483千円) [正職員:2. 5人、非常勤職員:1.0人]
外国人観光客誘致活動、関係機関等との連絡調整
外国人観光客の倍増、国際リゾートの実現

【「鳥取カ創造運動推進基金」充当事業】

1 事業の目的・概要
山・川・湖・里・海といった日本の原風景の中に数多くの温泉や貴重な歴史文化遺産などが点在し、
四季折々の食材にも恵まれた鳥取特有の風土を活かし、これらの魅力と同時に各種アウトドアスポー
ツを楽しめる環境づくりと海外・県外からの誘客を戦略的に進め、 「スポーツリゾートとっとり」の
ブランド化を図りつつ新たな鳥取ファン獲得を目指す。

2 主な事業内容
【1 (幸m新たな旅のスタイル「ジャパンエコトラック」推進事業 44. 300千円(観光戦略課)】
ジャパンエコトラック推進協議会が提唱、創設する自然を満喫する新しい旅のスタイル「ジャパン
エコトラックJにおいて、第1号認定を受けた本県ルート(境港~皆生~大山)への一層の誘客を図る
ため、菌内外に向けた当該ルートの魅力発信及び案内標示の整備等に取り組む。

3.000 

2.000 

IE 海外誘客ゆ推進等 16.450千円(観光戦略謀。】 (単位:千円)
区 分 l予算額 J

(1)サイクリングリゾートの推進 | 
台湾等の旅行社、メディア等と連携 I6. 000 
した情報発信及びYア一造成
(幻トレヴキング、 ウォーキングリゲートの推進
韓国等の旅行社、メディア等と連携I5.450 
した情報発信及びYア一造成

(3)克直事業者とタイアップしtd秀客推進 5. 000 

内容
・サイクリング大会等のイベントやメディアを活用した
情報発信
・サイクリングのモニターツアーの実施
-主主山コースやトレイ)~イベントなどの登山、ウォーキング
専門誌などを通じた情報発活
・モニターツアーや展示会等でのタイアップイベントの実施
・交通事業者とタイアップして鳥取県の Iスポーツリ
ゾート鳥取」を幅広く発信。
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[111 ウォーキングリゾートの推進 10，129千円(中部総WT合C事)務及び所そ地の域ア振ジ興ア局防)】
ウォーキングの国際会議であるワールドトレのほうりンファレンスfWT 股であるアジアトレイ

ルズカンファレンス(ATC)の開催準備等を地元関係者と協働で推進するとともに、既「ー存キウンォグーリキゾンーグト大を会目の指充す実。
ウォーキングコースの整備による国内外からの誘客を図り、国内外で認められるウォ 目f旨す。

(1) (新)WTC鳥取大会実行委員会への負担金 4， 800千円
平成27年度に開催されるATC鳥取大会及び平成28年度に開催されるWTC鳥取大会を主催
するWTC鳥取大会実行委員会への負担金
(WTC鳥取大会実行委員会収支予算) (単位:千円)

支 出 金 額 {蔚 考
ATC鳥取大会開催費 7， 004 国際会議、ウォ キングイベント等に係る経費
WTC鳥取大会準備費 3， 200 プロモーション経費
事務局運営費 400 

l口L 言十 10，604 
(単位:千円)

収 入 金 額 備 考
県・市町村負担金 9， 600 県4，800、市町4，800 
その他 1， 004 ウォーキングイベント参加費、協賛金等

Z口入 計 10，604 

(2)発信カある大会の支援 2， 000千円

大会名
SUN-IN未来ウオーク SUN-IN未来100kmウオーク
(県中部、 6月) (県中部、 11月頃)

事業主体 SUN-IN未来ウオーク実行委員会 NPO法人未来
事業内容 大会運営費、広報官伝費等 大会運営費、広報宣伝費等
補助率等 定額 1. 000千円 1/2 (上限1.000千円)

( 3)海外との連携支援 800千円
ウォーキングの国際ネットワークに加盟している地元の活動に対する支援

事業主体 NPO法人未来
事業内容 各種PR経費、関係者招聴旅費等
補助率等 1/2 (上限800千円)

(4)東郷池周囲コース環境整備 60千円
韓国人ウォーカーから評価の高い東郷池周囲コースに韓国の国花ムクゲを植栽。

(5) (新)非常勤職員人件費(1人) 2， 469千円

【N サイクリングリゾートの推進 50，118千円(西部総合事務所地域振興局)】
サイクリングリゾートの聖地としてのブランド化を進めながら誘客に紫げるため、サイクリング拠点の
ハード商・ソフト面での環境整備をさらに進め、国内外から認められるサイクリングリゾートを目指す。

(1)サイクリング環境整備事業 42，868千円 (単位:千円)

名称 内容 予算額

弓ヶ浜サイクリングコ ス(皆生工区)皆生温泉から夜見町に至る区間(延長7.8k皿)の路面 37. 868 
整備・管理費用 整備・看板設置・路面標示等及成維持管理費用
中海周遊コースの改善に係る調査費用 狭隆部分等の解消に係る調査費用 5. 000 

(2)スポーツイベント開催支援事業 7， 250千円 (単位:千円)
名称(開催時期) 事業主体 予算額

全日本トフイアスロン皆生大会 (7月) 皆生トフイアスロン協会 5. 000 
皆生・大山 SEATO SU刷IT(10月) 皆生・大山 SEATO SUMMIT実行委員会 1.000 
中海オープンウォータ スイム (6月) 中海オープンウォ タ スイム実行委員会 750 
アウトドアスポーツフェスタ(未定) 鳥取県アウトドアスポ ツ協議会 500 

3 これまでの取組状況、改善点
-アウトドアスポーツを活かした自然を満喫する新しい旅のスタイル「ジャパンエコトラック」の
本県における第1号ルート認定を始め、平成27年度のATC及び平成28年度のWTC鳥取県
開催の決定など、さらなるスポーツツーリズム推進の機運が高まっている。
-スポーツツーリズムによる誘客を一層進めるため、韓国・台湾等を中心にした情報発信やウォーキング、
サイクリングの環境整備等に取り組んでいく。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

7款商工費
3項観光費
1日観光費

Qj 

まんが王国官房(内線:723R)
(単位:千FI)

源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

起債 一般財源
備考

国庫支出金 その他

l基金繰入金)
まんが王国発

209.438 248. 793 ム39.355 
202. 692 6. 719 

ソフトパワー事業 (雑入)
27 

トータルコスト 256. 028千円(前年度287.488千円)[正職員:6人非常勤職員:3人]

主な業務内容
イベント等の企画立案・委託契約・管理監督・運営実施、市町村・民間との連
絡調整、外部有識者対応、マンガ家等との交渉

工程表の政策目標(指標) 観光客の増加、認知度の向上など、まんがで鳥取県を7c気にする。

事業内容の説明 【「鳥取力創造運動推進基金」充当事業]

1 事業の目的・概要
「まんが王国とっとり」として、本県の強みであるまんがの力を活用して地域振興を図るため、
観光誘客に資する事業など情報発信カの強い事業を専門家のアドバイスを得ながら実施する。

2 主な事業内容
(1)外部の専門家の活用

区 分 予算額 内 τ? 
(新)まんが王国とっ

外部専門家のアドバイスを得るため、プロデュース会議
とりプロデユース会 3.600 

を新設する。(メンバ-3名)
議

(2 )まんがを活かした地域振興
区 分 予算額 内 甘~ 

(新)名探偵コナンミ
15. 000 
4月から11月まで関係市町と連携して、 JR西日本の人気

ステリーツアー実施 企画旅行を実施
(新)r名探偵コナンイ

9. 288 
コナンのふるさとをより強く演出するため、山陰本線等

ラスト列車」増設 を運行しているコナン列車を増設(現在1編成→2編成)
(新)r鳥取砂丘コナン

愛称化の認知度向上と観光誘客を目的としたイベントを
空港」愛称化記念イベ 3.000 

開催(時期 :4--5月、場所:鳥取砂丘コナン空港内)
ント開催
名探偵コナンまつり

7.630 
「鳥取砂丘コナン空港」愛称化記念イベントとして実施

開催 (時期:8月、場所:鳥取市内)
ゲゲゲの鬼太郎タイ

旅行会社と連携して、限定オリジナルグッズ付プランに
アップ旅行商品造成 7.000 

よる誘客対策を実施(時期:1O~3月)
-販売
(新)谷口ジローを生 谷口ジロー氏に密着取材して、海外に向けた情報発信を
んだクールトットリ 1， 620 実施(ジャパンエキスポ開催までに、取材しフランス及
情報発信 び園内で情報発信)

ジャパンエキスポに行政と民間が共同で出展し、ク ル
ジャパンエキスポ共 8. 000 

トットリを発信するとともに県内のクリエイタ一等に海
同出展 外における市場調査と販路拡大の機会を提供(時期 :7

月 2 日 ~5 目、場所:フランスパリ)

関西広域連合との共
1， 000 海外において関西広域連合と共同プロモーションを実施

同プロモーション

出版社との連携 8.964 地元コンァンツ企業によるアーメ作品の制作・公開

言十 61， 502 
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(3)市町村・民間との連携

区 分 予算額 内 d廿司

民間団体が取り組む全国発信できるイベントを支援

地域イベント開催支
0第五次米子映画事変

22. 000 • 11月 米子市で開催 限度額 18.000千円
援補助

0第10回ゆるキャラカップin鳥取砂丘
.11月 鳥取市で開催 限度額 4.000千円
市町村、民間団体の、まんがを活用したまちづくりの取

組を積極的に支援

国家戦略プロジェク
44. 000 
0拠点整備支援

ト推進補助 -補助率 1/2 限度額 8.000千円 採択団体数 4市町
0協働推進(公募型)
-補助率 112 限度額 2.000千円 採択団体数 8団体

(新)日本SF大会“米
1. 000 
米子市で開催予定の「日本SF大会Jに出展(時期 :8

魂"出展 月29・30日、場所:米子コンペンションセンター)

「怪フォーラム」出展 1. 559 
岩手県で開催予定の「怪フォーラム」に出展〔観光戦略

課から移管1 (時期:9月21日、場所:岩手県遠野市)

海外イベント出展 2. 300 
旅行博、物産展等の海外プロモーションに参加し、併せ

てまんが王国をPR
まんが関連イベント

2.000 0県外で開催されるイベントに臨機応変に出展
参加

。ーコーコ超会議、秋フェス等への出展による首都圏で

高知県との連携 6.800 の共同PR
O両県によるイベント出展

国際マンガサミット
610 
著名漫画家との人脈を構築し、最新情報を収集(時期:

への参加 11月、場所:韓国大田市)
計 80. 269 

(4)文化振興・人材育成
区 分 予算額 内 甘~・

国際マンガコンテス
本県発の国際マンガコンァストを継続開催し、新たな人

11. 723 材の発掘・育成とともに、海外ネットワークを拡大
ト開催

-公募 :4-8月、入賞者発表 :2月)
全日本声優コンァス

声優をめざす中高生が夢を実現する機会として、全国規
ト「声優魂J鳥取大会 1. 870 

模のコンテストの地方大会を実施
開催

技能向上と発表の機会の確保を図るため、県内で創作活

動を行っている漫画家の活動を支援

県内漫画家活動支援 1. 080 
-県内の漫画家で構成する団体の活動支援

-地域まんが教室開催

-県内で創作活動中の漫画家、クリエイターと地元企業

とのビジネスマッチング

コンテンツビジネス
県内でコンァンツ産業に携わる人の技術向上の場として

1. 054 、全国的に活躍しているプロデューサー等を講師とした
サロンの開催

研修会等を開催(商工労働部と連携して実施)

計 15. 727 

199 



( 5)情報発信・その他

区 分 予算額 内 令ーゴ守.ー

漫画家・クリエイター
800 
まんが王国とっとりプロデュース会議メンバー以外の漫

等との意見交換 画家・クリエイターを随時招へいし、意見交換を実施

o rまんが王国とっとり通信」の発行 (A3判、年4回、
約9千部)

o rまんが王国とっとり」概要説明等刊行物の発行
情報発信 32. 797 0ホームページ管理運営

0市町村と連携した情報発信
0着ぐるみPR活動
0著作物使用料

非常勤職員人件費 6.746 非常勤職員3名
事務費 7.997 事務用品購入、通信運搬に要する経費等

言十 48. 340 

3 これまでの取組状況、改善点
0平成26年度の事業棚卸し等で、効果検証した上でのメリハリのある事業実施、外部の専門家の
活用について提言があり、まんが王国とっとりプロデユース会議を新設して対応する。

0平成24年、 「まんが王国とっとりJを建国し、 「国際まんが博J r国際マンガサミット」を開
催した。これを契機とし、これまでに県、市町村、民間でまんがを活用した地域振興の芽生え

がみられる。これまでの県主導の大型イベントの実施から市町村・民間の取組への支援へと軸

足を移し、総力戦で取り組む。
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7款商工費
3項観光費
1目観光費

事業名

(新)まんが王国海外
インバウンド促進
事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度|前年度 比較

30， 000 。I 30， 000 

まんが王国官房L内線 :7238)
(単位:千円)

財源 内

'国庫支出金|起債 その他

訳
ー「備考
一般財源

30， 000 

33， 106千円(前年度 O千円)[正職員:0.4人]
イベント等の企画立案・委託契約・管理監督・運営実施、施工監督、懇話会と
の連絡調整(空港港湾課・交通政策課と連携)
観光客の増加、認知度の向上など、まんがで鳥取県を元気にする。

1 事業の目的・概要
「鳥取砂丘コナン空港Jr米子鬼太郎空港」を活用して、海外からの観光客を増加させるため、
海外に向けた情報発信及び鳥取空港コナン化装飾を実施する。

2 主な事業内容
(1)海外に向けた情報発信 5， 000千円
0海外メディア向けプレスツア一、プレスリリースの実施
0両空港及び県内まんが関連施設を紹介する多言語のホームページ、リーフレットの制作
O国際チャーター便ヴェルカムイベントによる情報発信

(2 )鳥取空港コナン化装飾 25， 000千円
鳥取空港がコナンのメッカとして、国内外から多くの観光客を誘致するため、コナン化装
飾を充実させる第2期整備を行う。

3 これまでの取組状況、改善点

0まんがは、クールジャパンのひとつとして、世界から注目されている。本県は「まんが王国
とっとりJを建国し、まんがの活用による地域づくりを先導してきた。水木しげるロードや

青山剛昌ふるさと館をはじめ、海外からの誘客に有力な素材があり、 i これらは本県ならでは

の地域の宝である。

0マンガのキャラクターが愛称となっている空港は、世界でも例がない。しかも本県には東西
に2空港あり、昨年11月の鳥取空港の愛称決定は海外でも広く報道された。
02020年の東京オリンピック・パラリンピック開催をにらみ、海外での鬼太郎、コナンの知名
度を活かし、海外インバウンドを強力に進め、観光振興による地方創生を図りたい。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
4項
3 

1事業D目的・概要

本年度 前年度 比較

境港管理組合の運営及び港湾施設整備等こ要する経費に対する負担金である。
境港においては、平成26年のコンテナ取扱量は年間23，143TEUであり、過去最高を託滋した平成25年(23，3腕TEUと問
水準で好調を持続するとともに、原木取扱量は前年を大きく上回っている。また、クルーズ船寄港回数は11回で、乗客数
は過去最高のl万4千人となり、平脚7年は4千人級のクァンタム・オブ・ザ・シーズの初寄齢ど、寄港回数20回以上、乗
客数3万人に達すると見込んでいる。このため、北京アジアゲートウェイとしての港湾機飽の充実・強化と日本海個馳点港
の形成に向けた主要プロジェクトの展開障を図る。

2主t.t事業休J%'!
(1 )園腕上コンテナ関係[僻ま醐]

0傍締役k屋長寿命倍植騰す事業(4，蜘千円)

建築後50年組酎る上掛2轍町するなど舛輔自制民頭等の上屋{輔の樹守It並こ対芯し、上屋の働嘗・更新、初亮合
得の長寿命借倒錯栓行U¥効輔守司鎗笛怯荷役上屋の管函霊営を図る。

(2)クルーズ税調係[ポートセールス託鎚鍔魂祭(鳥取県:尉艮県=l:l)J

0細ク/也~/棉初誘致受入体静め蜘~(11， 145千円)

アジアにおけるク凡{ズ市場わ拡対こ伸、大型観僻寄掛2急増し刀、る四機をil!iiさず、誘繍繭や受ス環境割高の
腕睦進めることでクルー.;(:宥港地としての定着・確立を目指す。

①誘致活動(5，5氾9千円) 脱出執._.-y'.ン欄車、クルース懇談会実砥外国制F芯コ}ディネーターの設置等

おもてなしサポ}タ]募集運営、クルーズ寄港の費用対効果調査、ソーラス区域内への出入チェック業務

(3)原木関係[港湾整備事業期強計]

0脚幡中醐図葺繋防防ーミナル整備事業ω千円後輔に蹴齢舗を負担1
酌同岱わ大型化枠ふ頭用地わ樹耳とふ暖再編こよる荷役穀停め向上と欄ち鮪能図る園納涼汐ーミナル樹首(直結
事業・平榔8年渡伊凋予空白とi讃鋭、ふ頭用地盤備(8品a)の完減を図る。

(4)医際ヨエリー国持司O同船潤係[ポートセール対倍隻事業費(鳥取県三島恨県=3:1)J

C細園内国禁7:x:!J-RORO脚掛連携事業(52，875千円)
国休胸し包輸送路のミッシ/列Jンクを紺商し、中田肪と~11飯1[，描甑び関東との牧統拡大と4妨放闘世図るため、平
成5~26報に境認定苫4敬港及。澗鳴齢結判ORO船試験総監実脂する集官民講ずて潜在需要力開拓を醐じ
いる。平榔7毎朝胡OR錦繍迭の準胡{更化や圏第抗路との按縮こより、物流ルートの確立と貨物闘でを図る。

・貨物誘致i思隼支援及び国内RORO船輸送:42，750千円・国際フェリートライアル輸送及び検証業務委託:10，125千円

。側野鶴樋プラγ同}ム横サ事業σ，間千円)
既存め腕目掛i展させ、園内問R倒肪定期I~ 圏内問R舗と園球フェリーとの蹴吉・轍'-JI~荷主の日杭街苛・面白き
など物流サービスの板克マーケティング特例ニ-;;('1育輔の商涜の課題自執と特産伽販路拡大等に取り組んでいく
「境蹴誌むヲy同ミームJの構築を図る。備事業費:20，脚千円(国・10，側千円、境港管理知合10，側千円))

(5) リサイク)L-~件関係[話器輸覇]

。冊目サイク1吋'-N繍鼠度(凶鋸持喋(4，5∞千円)
境潟苛互のリサイクル工湯の進出やバイオマス発電η謝勤を踏まえ内
業や穣猷・僚Eま施設Lふ頭ヤートミ等わ樹松市。
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3これまでの取繕府見・改善点

弔抱3年11月に「防潮目拠寝泊にi離されたところであり、急増する列脚yレース鰍乃繍霊柑ょ誘致、物湖駄に
よる国内RORO町的定期便出歯齢ど、拠購として更なる樹首向上を図る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費
2目 計画調査費

文化政策課(内線:7 1 34) 
(単位:千円)

本年度
財 源 内 訳

事業名 前年度 比較 備考
国庫支出金 起綴 その他 一般財源

(新)地域の伝統芸
能魅力発見・発信事 6.477 。6. 477 6.477 
業

トータルコスト 8. 807千円(前年度 0千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 補助金交付事務、委託契約、連絡調整

工程表の政策目標(指標)県民が芸術・文化を発表する場や鑑賞する機会を充実

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

地域に伝わるまつりや踊りなどの伝統芸能・行事を観光素材として扱い、地域における継承意
欲を高めていくことを目的として、現地で鑑賞・体験するツアーを実施するとともに、観光誘客
につなげるための情報発信を行う。

2 主な事業内容

(1)伝統芸能体験ツアー開催事業

項目 内 甘~ 

内容 伝統芸能・行事を現地で鑑賞・参加するツアーを実施するの (年5回程度)

実施主体 民間団体に委託予定

事業費 委託料 2. 477千円

(2)伝統芸能・行事を活用した「おもてなし活動支援事業j

項目 内 廿~ 

内容
地域振興・継承を目的とし、伝統芸能・行事を県外からの来訪客に披露し
たり、体験していただくなどのおもてなし活動を支援する。

助成対象 伝統芸能披露・体験プログラムを実施する市町村・団体等

補助率 1/2 (上限50万円)

補助対象経費 交通費・用具輸送料・謝金

事業費 2. 000千円(延べ事業数 4回/年)

(3)とっとり伝統芸能の情報発信

項目 内 容

内容 観光誘客につなげるためのサイトを作成。

事業費 委託料 2. 000千円
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費
2目 計画調査費

文化政策課(内線:7134) 
(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較
{繭

国庫支出金 起債 その他 一般財源 考

(新)rふるさと・烏 (基金繰入金)

取」全国情報発信・| 5， 952 。5， 952 4， 362 1. 590 
誘客事業

トータルコスト 7， 505千円(前年度 0千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 委託契約、イベント準備・当日支援、連絡調整

工程表の政策目標(指標)地域の持つ優れた芸術・文化資産の掘り起こし

事業内容の説明 【「鳥取カ創造運動推進基金J充当事業]

1 事業の目的・概要
唱歌「ふるさと」を生んだ地としての認知度を高め、観光客などの来訪者の増加につなげるた

め、唱歌「ふるさと」にちなんだ全国イベントを開催するとともに、ふるさとの原風景が残る烏

取県の魅力を全国に発信する。

2 主な事業内容

(1)ふるさと4番プロジェクト全国大会の開催(わらべ館20周年記念事業)
開催時期 平成27年7月予定
~ 場 とりぎん文化会館小ホール文はわらべ館

内 n乍;，;: 全国の高校生が作成した唱歌ふるさと4番の全国大会を本県で開催
し、ふるさとの楽曲の素晴らしさを再評価するとともに、高校生が
それぞれの「ふるさとJの良さを見つめ直す機会を提供する。

事業 費 委託料 2， 572千円

( 2)映画「うさぎおいし」上映会の開催
開催時期 平成27年7月予定
~会2宰‘ 場 とりぎん文化会館小ホール文はわらべ館

内 容 添谷泰一監督(米子市出身)が制作中の唱歌「ふるさとJをモチーフ
にした映画の上映と監督・出演者によるトークショーを開催する。

事業 費 500千円

(3 )日本の原風景「ふるさと鳥取」情報発信、誘客プログラム

開催時期 6月、 9月

~ 場 東京の鳥取・岡山物産館「ももてなし館」

内 ?a- 鳥取県に日本の原風景が残っていることやとっとり暮らしの魅力を
発信するトーク&ミニコンサートを開催する。 (8回程度)

事業 費 2， 880千円
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費
2目 計画調査費

文化政策課(内線 :7843)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

アーテイストリゾー
34， 500 

(基金繰入金)

トとっとり推進事業
74， 500 73， 030 1， 470 40， 000 

トータルコスト 78，383千円(前年度76，900千円) [正職員:O. 5人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整、実行委員会用務、補助金交付事務等

工程表の政策目標(指標) アーテイストと県民が芸術を介して活発に交溺Eする「アーテイストリゾート」の展開を促進

事業内容の説明 [r鳥取力創造運動推進基金」充当事業]

1 r鳥取譲住祭201 5J開催事業

( 1 )事業の目的・概要

国内外アーテイストによる県内での滞在制作・展示活動(※rA1 RJ)を促進し、地域とアーティ
ストとの関わりを地域活性化につなげるため、「アーテイストリゾートとっとり構想」を推進する。
※rAIR(アーティストインレジデンス)Jとは、アーテイストが自分の本拠地以外の場所に滞在し、地域の自然・
歴史・文化との関わりのなかで作品制作に取り組む活動。
※財源には、国助成制度を活用することとし、文化庁へ申請。

(2 )主な事業内容
ア シンボル事業 36， 500千円
舞台系芸術や現代アート展示により非日常的空間を創出し、県民に最先端の芸術を鑑賞していた
だく機会を提供する。

区 分 内 容

補助対象者
烏の劇場運営委員会、ホスピァイル・プロジェクト実行委員会、ア アイスト
リゾートとっとり芸術祭実行委員会

補助事業の • r烏の演劇祭8Jの開催(平成27年9月)
内容 (実施者:烏の劇場運営委員会、会場:鳥取市鹿野町)

①国内外の芸術家による作品の上演
②周辺文化事業(体験型講座、トークイベント、鹿野地区まち歩き)

-現代アート展示及び音楽祭の開催(平成 27 年 9 月 ~1 0月)
(実施者:ホスピテイル・プロジェクト実行委員会、会場:鳥取市)
①② 国際的に評価の高い現代アート作家を招致し県内で滞在制作
約1. 000人の一般演奏者を集めた音楽祭を街中で開催

-鑑賞者・プロジェクトコーディネーター育成事業
①有名アーテイスト等による芸術に関する講演の開催
②作品鑑賞ツアーの実施

総事業費 42.850千円(概算)

(財源内訳)
鳥取県36，500千円
鳥取市 2，000千円、その他4，350円

イ アートによる地域づくり 11.000千円
県内NPO法人等が、県外アーテイストの滞在制作活動を受け入れる事業に対して支援を行い
、アートによる地域活性化の取組の輸を広げる。

i 区 分 内 容

1;補助対象者 アーアイストリゾ トとっとり芸術祭実行委員会
〔構成団体〕
くらよしAIR実行委員会(倉吉市)、築き会(大山町)、米子建築塾(米
子市)、浜村映画塾(鳥取市)、新規3団体(調整中)

補助事業の ・国内外の芸術家の招聴・滞在・創作・発表

内容 -推進組織の育成、強化
補助率等 定額
ウ 実行委員会事務局運営費(人件費、広報費等) 21.500千円
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2 アーティス下滞在促進事業
(1)事業の目的・概要
鳥取県での作品制作を希望するアーテイストの県内滞在・移住を促進するため、アーテイス
トと滞在先との中間支援機能として、県内滞在に必要な情報提供と県内受入団体の紹介を行う
窓口を整備するほか、滞在制作に必要な経費を支援する。
(2)主な事業内容
ア とりAIRプラットフォーム事業 3， 000千円(県費のみ)

事業主体 県(県内NPO等への委託)
整備目的 県外ア アイストの県内滞在等交流・定住人口の拡大を促進するため、ポ タル

サイトを構築し、県内での滞在活動を支援するための情報を広く提供する。
機 官E 0ア アイストの滞在制作に適した物件情報(住居、アトリエ等)の収集・発信

0アーテイストの希望物件への現地案内
0滞在先の地元関係者との調整、受入れを行うまちづくり団体等への紹介
0県の滞在制作支援補助金の紹介

イ アーテイスト滞在促進事業補助金 2， 500千円(県費のみ)
県外アーテイストが地域と関わりながら行う滞在制作を促進するため、県内受入団体やア
ーテイストに対して支援を行う。

内容 補助対象者 対象事業
補助率・
額

アアイストの滞 文化・芸術によ 県内のまちづくり団体等が県外ア ァイ 1/2・
在制作支援 る地域活性化に ストを受け入れて行う地域活性化事業 上限500

取り組む団体 千円

【これまでの取組状況、改善点]
orアーテイストリゾート構想」の推進により、アートによる地域活性化(空家の利活用、移住定
住者の出現、地域における交流の拡大等)が進んできた。
0また、平成26年度は、アーテイストリゾート推進事業をより多くの方に知っていただくため「
鳥取謹住祭2014Jを開催し、一体感のあるイベントとして実施・発信していくことで、アーテイ
ストが活動しやすい環境(=アーテイストリゾート)としてのJ鳥取県の魅力を発信した。
0平成27年度は、さらに県内参加団体の裾野の拡大、県外への情報発信を強化し、さらなるアー
テイストリゾートとっとり構想の推進を図る。

<事業の概要>

「 γ アーディスドアム同鵠事業 | 
[~外 1 ÿ-ティスド唱J作フィ-)~ドとしての鳥取の魅力在発信→ァーティZ卜将λ・滞在の増加
【撲内1Eニtを活用しr._却tJ盛由活性化、世代|間交滑RL地滋の他力在再発見.アーティスト浸入環境の設備.
f鑑賞J，r展示j、『毒事力目j‘f交流Jをキ可ワードと:(.，て、混銑L闘外含む3ア…子イストが滞在創作・再審来守護姉.
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2唄企画費
2自 計画調査費

事業名 本年度 前年度 比較

第 13回とりアー
76， 783 62，410 14， 373 

ト開催事業

目オ

国庫支出金

文化政策課(内線:7 1 34) 
(単位:千円)

源 内 訳
備

起債 その他 一般財源 考

(基金繰入金)

76， 783 

トータルコスト 77，560千円(前年度63，184千円) (正職員:O. 1人〕

主な業務内容 補助金交付、事務局及び関係者との連絡調整

工程表の政策目標(指標)県民が芸術・文化を発表する場や鑑賞する機会を拡充

事業内容の説明 [r鳥取力創造運動推進基金」充当事業】

1 事業の目的・概要
県内の文化芸術活動のすそ野の拡大、頂点の伸長、人材育成を図るため、「第13回とりアート

(鳥取県総合芸術文化祭)Jを実施する鳥取県総合芸術文化祭実行委員会(事務局・(公財)鳥取県

文化振興財団)に対して助成する。

2 主な事業内容

(1)期 開通年

(2)場 所 とりぎん文化会館他県下全域

(3)主催者 J鳥取県総合芸術文化祭実行委員会、鳥取県

(4)主な事業内容

区 分 内 廿~ 

[各地区企画運営事業] <)各地区ごとに事業ァーマを定め、スァージイベントや展示、

〔予算額 10，140千円〕 ワークショップなどを県民から企画公募し、市町村等との協

働により様々な場所でにぎわいを演出しながら実施する。

また、障がい者団体の参画を促進し、文化芸術による共生を

図る。

[メイン事業】 <)県内の様々な分野の文化活動主体の協働により、良質で創造

〔予算額 26，850千円〕 的な舞台作品等を提供する。

く〉平成27年度は中部地区でオペラ「魔笛Jを公演予定。

[人材育成事業] <)講習会、ワークショップ、個別指導等を実施して人材育成を

〔予算額 946千円〕 行うとともに、その育成した人材に事業実施を委託する。

。各地区企画運営事業の充実と円滑な実施のため、各地区企画

f旦営委員会にアートマネージャーを配置する。

[広報費、運営事務費] く〉広報の実施(広報物作成、 HP、各種PRイベント等)

〔予算額 8，362千円〕 く〉実行委員会の運営に要する経費

【事務局人件費] <)事務局人件費

[予算額 30，485千円〕 正職員5人、非常勤職員1人
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 スポーツ課(内線:7234) 

(単位:千円)5目 スポーツ振興費

目オ 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

(新)キャンプ地誘致
. 

(基金繰入金)

推進プロジェクト事 20， 872 。 20， 872 20， 872 
業

トータルコスト 30，190千円(前年度O千円) [正職員:1. 2人]
主な業務内容 キャンプ地誘致に係る各種事業

工程表の政策目標(指標) 2020年東京オリンピック・パフリンピック、 2021年関西ワールドマ
スターズゲームズの開催を契機としたキャンプ地誘致等

事業内容の説明 【「鳥取カ創造運動推進基金J充当事業】

事業の目的・概要
2020年オリンピック・パラリンピック東京大会(以下「オリ・パラ東京大会Jという。)、の
成功に向けて応援するとともに、スポーツへの関心の高まり、交流人口の拡大、地域の活性化に
資するため、次の取組を行う。

-オリ・パラ東京大会の事前キャンプ地誘致に向け、拠点となる競技施設の整備を図るとともに、
閣内外トップチームの合宿の実績づくり、オリ・パラ東京大会の事前キャンプの誘致活動を展
関する。

2 主な事業内容
(1)国内外トップチーム合宿支援(11， 850千円)
国内外トップチームの合宿に係る経費に対して、実行委員会を適じてその一部を支援する。

(想定する競技)陸上、卓球等

(2 )オリパラ東京大会事前キャンプ誘致活動費 (9，022千円)
ア)県内施設紹介パンフレット作成 (1， 500千円)
イ)競技関係者等招へい (3， 200千円)
ウ)県内スポーツ関係情報一元化専用サイト制作 (3，322千円)
エ)パブリックビューイング等開催(1， 000千円)

(参考) J OC競技別強化拠点(セーリング)整備(18， 896千円)
(別掲:JOC競技別強化拠点(セーリング)整備等事業)

3 これまでの取組状況、改善点
競技関係者等を招へいし、競技場の視察及びキャンプ地誘致に係る意見交換を実施した。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 スポーツ課(内線 :7911)

(単位:千円)5目 スポーツ振興費

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

r 

(新)とっとり生涯
5，000 。 5，000 5，000 

スポーツ創生事業

トータルコスト 12，765千円(前年度O千円)[正職員:1. 0人]

主な業務内容 生涯スポーツ振興のための各種事業

工程表の政策目標(指標) スポーツを軸とした地域活性化

事業内容の説明

事業の目的・概要
健康で活力に満ちた長寿社会の実現に向け、県民が生涯にわたって豊かに生きるたゅの健康や
体力の基礎を培い、心身の保持・増進を図るため、ライフステージに応じた運動・スポーツ活動
を推進することが重要(生涯スポーツの振興)である。
生涯スポーツ振興の気運づくり及び全国大会開催に伴う交流人口拡大等による地域活性化を目
的として、関西ワールドマスターズゲームズの一部競技及びマスターズの全国大会の県内開催、
本県発祥のグラウンド・ゴルフのブランド化を目指す取組を行う。

2 主な事業内容
(1)関西ワールドマスターズゲームズの一部競技の県内開催に向けた取組

(※標準事務費対応)
【県内開催に向けた取組]
-県内競技団体、市町村との連絡調整
-関西ワールドマスターズゲームス涜E織委員会との連絡調整

(2)グラウンド・ゴルフのブランド化に向けた取組に対する支援
(5，000千円)

(グラウンド・ゴルフのブランド化支援補助金(仮称)の概要)

区分 内容

補助対象事業 本県・市町村のブフンド化を目的として、市町村や競技団
体が行う次のような取組 (2カ年)
-全国大会や世界大会の開催
-競技の普及・強化
-国内外への情報発信

事業主体 県内市町村、競技団体

補助率 2分のl
補助対象経費 補助事業を実施するために県が必要と認める経費

( 3)マスターズ全国大会の県内開催に向けた取組
(※標準事務費対応)

【県内開催に向けた取組]

-開催内競可技能な大会の調査・検討
-県 団体、市町村との連絡調整

3 これまでの取組状況
「関西ワールドマスターズゲームズ2021 J開催に向け、「関西マスターズスポーツフエステ
イパル」を鳥取県民スポーツ・レクリエーション祭の一部種目で開催した。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費
5目 スポーツ振興費

スポーツ課(内線:7919) 
(単位:千円)

u 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

(新)クライミング施
(雑入)

設整備事業
37， 887 。37， 887 20， 000 17， 887 

トータルコスト 39，440千円(前年度O千円) [正職員:'O. 2人]

主な業務内容 制作委託契約、連絡調整

工程表の政策目標(指標) スポーツを軸とした地域活性化

事業内容の説明

事業の目的・概要
山岳競技の競技力向上及び競技の普及を図るため、クライミング施設を護備するロ

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 仕様

リード壁 37， 887 高さ 18m、幅8m、1基

[スポーツ振興くじ助成制度】

項目 内容

交付対象者 地方公共団体等
補助対象経費 スポーツ競技施設の整備に要する経費

補助率 2/3 
限度額 20.000千円

3 これまでの取組状況、改善点
山岳は本県のお家芸であり、現在のクライミング競技が導入された第57回高知国体以降、継
続的に入賞しており、本県の国体競技得点に大きく寄与している。
県は、 2箇所のクライミング施設を整備しているが、更なる競技得点の獲得のため国体基準の
高さ 15m以上のリード壁の整備が求められている。

(参考:既存の県立クライミング施設)
-県民体育館リード壁(高さ 12m、幅3m)
-県立鳥取中央育英高等学校ボルダリング壁(高さ 7m、幅7m)

， i~J!j . 

'L'， 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費
5目 スポーツ振興費

スポーツ諜(内線 :7920)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
st 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

2020東京オリン 僅金韓入金l

ピック・パラリンピ
27. 819 8. 187 19. 632 

24. 985 
2. 816 

ツク代表選手育成プ (雑入)

ロジェクト 18 
トータルコスト 61，209千円(前年度12，830千円)

[正職員:4. 3人、非常勤職員:1. 0人]

主な業務内容 検討委員会の開催、委員との連絡調整、タレント発掘選考会の実施、育成プ

ログラムの実施、講師との連絡調整

工程表の政策目標(指標)競技カの向上

事業内容の説明 【「鳥取カ創造運動推進基金」、 「こども未来基金」充当事業】

事業の概要

2020東京オリンピック・パラリンピックに向け、スポーツ気還の向上と本県から東京オリ
ンピック・パラリンピックへ出場する選手の輩出を目指すため、優秀なジュニア選手の発掘・育成、

子どもたちとトップ選手との交流機会の創出、国際大会等へ日本代表として参加する選手及び指

導者の支援を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

1.チーム鳥取!発掘・ 10. 682 オリンピック選手になり得る可能性を秘めた子ども
育成事業 たちを発掘し、トップアスりートに必要なプログラム

を実施し、戦略的にトップアスリートの育成を図る。

【対象者]小学5・6年生及び中学 i年生
[対象競技】ボート、自転車、セーリング、カヌー、

ライフル射撃、アーチェリ一、ホッケ一、

レスリング (8競技)
[検討委員会】

検討委員数 :11名
回数:4回程度/年

[2期生(1年目)) 
|県内全小中学校に募集|

|選考(1次選考・2次選考[]

| 「チーム鳥取J候補者の認定|

【l期生 (2年目)) 
【共通プログフム] [体験プログラム]

-体力トレーニング • 8競技の体験
-メンタルトレーニング
-スポーツ栄養指導

[保護者プログラム]

【競技選択アドバイス]
↓ 

|各運動部、競技団体で強化|

212 
U 



区分 予算額 事業内容

2.夢!輝き情報発信事 6， 389 子どもたちとトップアスリート等とが触れあう機会
業 を創出し、スポーツ機運の醸成を図る。

0子どもたちとトップ選手の交流会等の開催支援事
業を実施する競技団体へ助成

. 200千円x10団体
0オリンピック出場経験のあるスポーツ指導員1名
の確保

3.世界で活躍する選手 10， 748 国際大会等に日本代表として出場する選手及びコー
支援事業 チに対して遠征に必要な経費の一部を補助するとと

もに、海外から優秀な指導者を招聴して国際レベルで

活躍する選手を支援する。

0国際大会等に日本代表選手又はコーチとして参加
する際の遠征費を補助

-自己負担額の 10/10
0国際大会等に出場する機会の多い選手を指定し、競
技活動を行う上で必要となる経費を補助

-必要経費の 10/10(上限500千円)
0海外の優秀指導者を招勝し、強化練習会等を実施す
る団体へ助成
. 10/10 (旅費・報償費)

合計 (1+2+3) 27， 819 

3 これまでの取組状況、改善点

・これまでの強化策は、国体成績向上に向けたものが中心であったため、国際レベルの競技力向

上を目指す取組が不十分であり、選手や競技団体を強化支援する体制づくりが急務である。

-東京オリンピック・パラリンピック出場選手を本県からより多く輩出するためには、これまで
の取組を生かしつつ、スポーツ気運の醸成を図るとともに、チーム鳥取!発掘・育成など新た

な施策を戦略的に展開することが必要である。

-日本代表として関際大会へ出場する選手及びコーチを財政的に支援できるチームや競技団体は

限られており、度重なる遠征に対する財政支援が必要である。

.......v' 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 スポーツ課{内線:7919) 

(単位:千円)2日 計画調査費

本年度
財 源 内 訳

備考事業名 前年度 比較
国庫支出金 起債 その他 一般財源

ガイナーレ鳥取と (基金繰入金)

連携した地域づく 5. 753 6. 053 ム300 5.753 
り推進事業

トータルコスト 10.412千円 (前年度10，696千円) [正職員:0.; 6人]

主な業務内容 委託事務の実施

工程表の政策目標(指標) スポ ツを軸とした地域活性化

事業内容の説明 [1鳥取力創造運動推進基金」充当事業]

1 事業の目的・概要
県がガイナーレ鳥取との聞で締結した包括連携協定に基づき、県民がガイナーレ鳥取の選手と
ふれ合い、相互理解と親近感の酸成を進める場を設けることにより、ガイナーレ鳥取を鳥取の誇

りと感じてもらいつつ、充実した県民生活や地域の活性化を図る。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 予算 内容

-全ての地域住民の方を対象に、体を動かして楽しめるい

ろいろな遊び、スポーツを開催する。
-事業と並行して鳥取方式の芝生化の魅力を感じてもらう

ことで、芝生化の理解促進を図る。

鳥取方式の芝生化と (東部地区、中部地区、西部地区でそれぞれ開催)

スポーツを通じた地 5.753 -ガイナーレ鳥取が自治会、地域づくり団体、幼稚園等へ
域づくり事業 訪問し、協働して地域イベント等に取り組み、その上で

地域の子どもたちと体を動かしながら触れ合う。

(年間30回程度実施を予定)

委託先:株式会社sc鳥取

3 これまでの取組状況、改善点
事業内容 H24年度 H25年度 H26年度

(見込)
サッカー教室またはスポーツ教室の企画・運営及び 19回 34回 11回
鳥取方式の芝生化のPR
地域住民とふれあう取組への選手の派遣 30回 30回 31回
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
1項社会福祉費

1自社会福祉総務費
人権・同和対策課(内線 :7110)

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
闘I~.i支出金 起債 その他 一般財源

人権啓発教育事業 30. 547 34. 459 ム3.912 21. 582 8守965

トータルコスト 58. 502千円(前年度63.868千円) [正職員:3.6人]
主な業務内容 -人権啓発事業等の企画、関係機関等調整・協働、事業実施

-公募事業の周知、審査、協働実施、委託金等支払い

工程表の政策目標(指標) -県民の人権に関する自発的な取組みを推進、啓発機会を広く県民に提供

-県民の人権問題に関する理解と認識の向上

-職員の人権意識の向上

事業内容の説明

事業の目的・概要
人権が尊重される社会づくりを推進するため、各種啓発事業を実施し、市町村や県民等が行う人権
意識の高揚を図る取組みを支援する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業区分 予算額 事 業 内 ?(f. 

人権啓発広報事業 6.040 ァレビスポット、ラジオ番組、情報誌等により、県民の人権問題
に関する理解と認識を高める。

人権問題研修推進 5. 097 県内企業の代表者や市町村の首長等を対象にした企業・市町村ト
事業 ツプ人権セミナーや、県職員を対象にした人権研修を実施する。

市町村・人権関係 13. 063 ①人権啓発活動市町村等再委託費 12. 943千円
団体等支援事業 ②鳥取県人権擁護委員連合会補助金 120千円
県民等との協働に 3. 348 ①県民企画による人権啓発活動
よる人権啓発事業 県民が企画する効果的な人権啓発事業を公募、実施を委託し、

県民の自発的な人権尊重の取組を促進するロ

②ガイナーレ鳥取と連携した人権啓発事業

ガイナーレの試合に「人権啓発強調デー」を設け、試合開始前

-ハーフタイム中の人権PR活動や啓発物品の記布を行う。
③障がい者スポ ツ(車いすバスケ)体験教室【新規]

障がい者スポーツ団体と連携して、学生を対象にした体験教室

を年約6回実施し、障がいをはじめ様々な人権意識の向上を図る。

④学生企画による人権啓発事業

県内大学のサークル等の団体を対象に、若者向けの人権啓発事

業を公募、実施を委託し、若者の人権意識の向上を図る。

楽しく身につけよ 1. 277 映画のユーバ サル上映(音声ガイド・日本語字幕付)など、親
う人権感覚事業 しみやすい方法により県民の人権問題の理解を促進する。

とっとりふれあい 1. 722 人権について、県民、特に若者に関心をもってもらうため、人権
人権マンガ大賞 に関するマンガを公募し、優秀作品を表彰するとともに啓発パネル

等に活用する。((公社)鳥取県人権文化センターに委託して実施)

~ 計 30. 547 

3 これまでの取組状況、改善点
(1)各事業で、利用者へのアシケートなどによりニーズを踏まえて、テーマや内容の選定を行って

いる。

(2)スポーツを活用した人権啓発活動として、ガイナーレ鳥取と連携したブラインドサッカ一体験ス
クールを平成23年度から実施。(スポーツ体験教室は、平成27年度から車いすパスケに変更して、
実施回数を増やす。)

(3 )人権マンガ大賞は、平成26年度に8年ぶりに実施したところ、県内外から多数(計44点)の応
募があった。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
l項社会福祉費
1 2目 障がい者自立支援事業費

事業名 本年度 前年度 比較
財

スポーツ課(内線 :7675)
(単位:千円)

源 内 訳

国庫支出金起債 その他 一般財源
備考

障がい者スポーツ競
25， 096 16， 755 8， 341 25， 096 

技力向上事業

トータルコスト 26，649千円(前年度18，303千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 委託契約業務等

工程表の政策目標(指標) 競技力の向上

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
2020年東京パラリンピック開催決定を契機に障がい者スポーツへの関A:.'¥がさらに高まって
いる。本県出身の選手が全国障害者スポーツ大会や東京パラリンピック等で活躍できるよう、よ

りレベルの高い選手や指導者の育成を行い、競技力の向上を図る。

【委託先】鳥取県障がい者スポーツ協会

2 主な事業内容
(1)圏内大会や国際大会で活躍する選手の育成 (単位.千円)

区 分 内 廿信情 予算額

個人競技の競技力向上 強化選手を指定し、合宿や県外・海外遠征の実施や強化 9，329 
トレーニングを実施する。

(選手には、県体育協会加盟の競技団体にも所属する指

導者をコーチとして配置する。)

団体競技の競技力向上 団体競技チ ムの強化のため、練習会や合宿を実施する。 3， 186 
(知的障がい者のソフトボールとバスケットボールは、

特別支援学校生徒も交えた合同練習会を開催する。)

(新)医科学サポート 競技力の底上げを図るため、適切な動作指導や、栄養指 546 
の実施 導、アンチドーピング講習会等を実施する。

県立特別支援学校運動 ジューア選手の発掘、育成、強化のため県立特別支援学 2， 210 
部の強化 校運動部を強化指定し、活動を支援する。

(県教委から移管)

(2 )競技活動を支える体制の整備 (単位・千円)

区 分 内 H廿E・ 予算額

指導者の指導力向上 県外へ指導者を派遣し優れた指導方法を身につけてもら 667 
うなど、県内指導者の指導力向上及び指導体制の充実を
図る。

実施体制の整備 競技力向上策を県障がい者スポーツ協会において実施し 8，443 
ていくため、協会に専任のスポーツ指導員を配置し、体

制整備を図る。

(3)東京パラリンピックに向けたトレーニングセンター誘致 (単位:千円)

区 分 内 ，甘~ 予算額

競技別強化拠点の誘致 東京パラリンピックの開催に向けて、ナショナルトレー 715 
活動 ニングセンター競技別強化拠点を本県へ誘致するための

活動を行う。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
1項 社会福祉費 障がい福祉課(内線:7675)→事業実施:文化観光スポーツ局スポーツ課
1 2白 障がい者自立支盤整拳費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 財 1原 内 訳
備考

国賦支出金 起債 その他 一般財源

障がい者スポ ツ振
興事業 36. 741 20. 754 15. 987 1. 138 35. 603 
ト タルコスト 36. 741千円(前年度 20.754千円) [正職員・ 0.0人]
主な業務内容 委託契約業務、委託事業所との連絡調整等

耳窃蜘政策目標甘鯛

事業内容の説明

事業の目的・概要

障がいの有無に関わらず積極的にスポーツに参加できる環境づくりのため、各種スポーツ大会の

開催を通じて障がい者スポーツの振興を図る。

また、障がい者スポーツの充実が求められる中、鳥取県障がい者スポーツ協会がその役割を担える
ょう、職員体制及び人件費の見直しを行い、運営体制の充実を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業名 予算額 内 R廿今・

障がい者スポ ツ大会 2. 276 鳥取さわやか車いす&湖山池マラソン大会の開催に要する経
開催支援事業 費を助成する。

〔補助先:鳥取さわやか草いす&湖山池マラソン大会実行委員会〕

鳥取県障がい者スポ 29. 604 鳥取県障がい者スポーツ協会の運営・事業実施のため、協会
ツ協会運営事業 運営に係る経費(人件費、事務費)を助成する。

※前年度からの変更点:

体制整備のための人員増 (3名)及び給与体系の見直し(増
額)を行う。

[補助先:鳥取県障がい者スポーツ協会〕

スペシャルオリンピッ 4. 667 知的障がい者スポ ツ振興を図るための組織体制が強化され
クス日本鳥取運営事業 るよう事務局機能の支援を行うため、鳥取県障がい者スポー

ツ協会に継続してスポーツ指導員1名を配置する。
〔補助先:鳥取県障がい者スポーツ協会〕

江原道との障がい者ス 194 江原道とスポーツ交流することにより、相互理解と有効を深
ポーツ交流事業 め、本県の障がい者スポ}ツの一層の発展を図る。

〔補助先:鳥取県障がい者スポーツ協会〕

fi 言十 36. 741 

，3 これまでの取組状況
各種スポーツ大会開催への支援及び鳥取県障がい者スポーツ協会の運営体制の充実を図るための支
援を継続的に行い、障がい者がスポーツに取り組む環境づくりを行ってきた。
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障がい福祉課(内線 :7675)
1 2目 障がい者自立支援事業費 単隼止Ei
事業名 本年度|前年度|比較| 財 源 内

l I ，~ '̂  I国庫拙金l起債lその他 l一品irl備考
回4障が口石支京一ツ振

興事業 37刊411. 4川ム川 l幻
トータルコスト
主な業務内容

5， 29似4千円(前年度 5，58ω9千円) [正職員:刈O.2人]
委託契約業務、委託事業所との連絡調整等

工程表の政策目標性醐

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
障がいの有無に関わらず積極的にスポーツに参加できる環境づくりのため、各種スポーツ大会の
開催を通じて障がい者スポーツの振興を図る。
また、障がい者スポーツの充実が求められる中、鳥取県障がい者スポーツ協会がその役割を担える
よう運営体制の充実を図る。

2 主主主茎直室
事業名

障がい者スポーツ大会
開催支援事業

3 これまでの取組状況

(単位:千円)

予算額 l 内 容

止741I各種スポーツ大会の開催に要する経費を助成する。
①鳥取県身体障がい者体育大会 841千円
〔補助先:鳥取県身体障害者福祉協会〕

②鳥取県手をつなぐスポーツ祭り 2，400千円
〔補助先:鳥取県手をつなぐ育成会〕
③全日本challengedアクアスロン皆生大会 500千円
〔補助先全日本challengedアクアスロン皆生大会実行委員会〕

各種スポーツ大会開催への支援及び鳥取県障がい者スポーツ協会の運営体制の充実を図るための支
援を継続的に行い、障がい者がスポーツに取り組む環境づくりを行ってきた。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

4自 教育連絡調整費
高等学校課(内線:7 9 1 7) 

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国産支出金 起債 その他 一般財源

近畿高等学校総合文 儲収入)

化祭鳥取大会開催事 40，469 4，663 35， 806 10 40， 459 
業

トータルコスト 63， 764千円(前年度 27，880千円) [正職員:3.0人、非常勤:1.0人]
主な業務内容 実行委員会開催、大会運営、広報活動

工程表の政策目標(指劇 文化・芸術活動の一層の振興

事業内容の説明

1 事業の概要
1 1月に開催される「近畿高等学校総合文化祭鳥取大会」に向け、実行委員会や生徒実行委
員会を聞き、各部門の委員会等で準備を進め、大会を開催・成功させる。

[近畿高等学校総合文化祭鳥取大会概要(予定)1 
開催日:平成27年11月14日(土)~2 2日(日)
開催部門:総合開閉会行事、合唱・器楽、吹奏楽、日本音楽、マーチングバンド・バトントワ

リング、演劇、郷土芸能・吟詠剣詩舞、美術・工芸、書道、写真、放送、囲碁、将棋、新聞、小

倉百人一首かるた、まんが(鳥取県独自開催部門)

大会規模:参加総数 15，000人程度(観客等を含む)
2事業内容
鳥取大会に向けてのスケジュール

〈平成27年度〉
-生徒実行委員会による準備

-各府県代表者会議の開催

-ホームページ更新

-近畿プレ大会の開催

-全国高総文祭滋賀大会視察

-鳥取大会総合開会行事リハーサル

-近畿高等学校総合文化祭鳥取大会開催 、ピ

-開催結果とりまとめ・決算
第マ3ス5コEッ近畿ト高・字キ学ャ校ラ総ク合文タ{ーじ祭f鳥ウ取サ大メ会J 

(単位:千円)

項 目 予算額 内 廿~ 

実行委員会補助金 38， 000 開閉会行事・各部門大会の開催
実行委員会・実行運営委員会・生徒実行委員会の開

催

各部門打合せ

総合プログラム作成

ホームページ更新

PRグッズ作成

ポスター・チラシ作成等

非常勤職員 2，469 一般事務(1名)
計 40，469 

219 



平成27年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
7項保健体育費
2目 学校体育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

体育保健課(内線 :7522)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 般財源

平成28年度全国高
等学校総合体育大会

21. 169 10. 422 10. 747 
(鈍器入金)
16. 436 

開催準備・特別強化 4.733 
事業

トータルコスト 27. 381千円(前年度 16.613千円) [正職員:0.8人]
主な業務内容 鳥取県実行委員会設置、開催準備、各関係団体との調整、補助金の執行

工程表の政策目標(指標)健やかな心と体づくりの推進、 トップアスリートの育成

事業内容の説明 【「鳥取県こども未来基金」充当事業]

事業の概要

平成28年度全国高等学校総合体育大会の開催に向けて、本県で実施する4競技(相撲、ホッ
ケー、自転車(トラック)、弓道)の実行委員会を設置し、開催準備及び運営を行う。

また、本県開催4競技について、開催年度での『日本一』を目標に年次的に競技力向上を図る。 l

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

鳥取県実行委員会負担金 8.557 実行委員会を設置し、開催準備及び運営を行う。

会場地実行委員会負担金 5. 228 4競技に係る会場地実行委員会への負担金

競技用具の獲備 2. 651 開催に向けて必要な競技用具を整備する。

選手強化費 4.733 平成26年度高校入学生が、平成28年度インタ
ーハイの3年生となることから、平成26年度か
らの3ヵ年計画(平成27年度を重点年度とす
る。)で、対象となる競技に対して県外強化合宿

等に要する経費を支援する。

対象競技:棺撲、ホッケ一、自転車、弓道

対象人数:9 1名 (4競技計)
事業主体:高等学校体育連盟専阿部

し
ZロL 計 21. 169 

、令a これまでの取組状況・改善点

-平成26年度に鳥取県準備委員会を設立し、大会の開催準備を進めてきた。
-平成27年度から、鳥取県実行委員会及び開催市町において会場地実行委員会を設立し、平成
28年度の開催に向け、引き続き開催準備を進めていく。
-各競技ごとに県外への遠征やl年生大会を開催するなど、平成28年度全国高等学校総合体育
大会で優秀な成績を収めるための技術力の向上と経験を積む育成を行っている。

-平成28年度の大会に向け、選手強化と試合経験の向上の取組を引き続き行う。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
2項環境衛生費 環境立県推進課(内線:7879) 

4目環境保全費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫拙金 起債 その他 一般財源

地域エネルギー資源 72， 290 23， 834 48， 456 20， 000 52， 290 
活用支援事業

トータjレコスト 80， 055千円 (前年度 33，121千円) [正職員:.1.0人]
主な業務内容 制度設計・周知説明、申請書の審査・補助金の支払い、業務委託契約・管理

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

再生可能エネルギーの導入を加速するため、電気利用に比べて取り組みが遅れている熱利用(木質

バイオマス、地中熱、温泉熱等)を促進する。

2 主な業務内容
事業名 内容 金額(千円)

木質バイオマス熱利 -内 容:木質バイオマスへの燃料転換・熱利用を図るため、

用推進事業 木質バイオマス熱利用施設(ボイラ一等)の導入に

対して支援する。

-実施主体:企業等(事業用に限る) 50， 000 
-補助率等:100千円IkW(上限 50，000千円)
-財 源:県費

地中熱利用推進事業 -内 容:大山駐車場における地中熱を利用した融雪シスァム

導入に係る基本設計・事業可能性調査(委託)を行う。

-実施主体:県

-財 源:国 10， 000千円(環境省補助 10/10※) 12， 000 
県 2， 000千円
※地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業

温泉熱利用推進事業 -内 容:温泉熱の多段階利用の可能性がある地域において、

源泉の湧出量、熱量、成分等をモニタリング調査し

(委託)、事業可能性調査等の基礎データとする。

-実施主体:県 10， 000 
-財 源:国 10， 000千円(環境省補助 10/10※)

※地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業

標準事務費 290 
合計 72， 290 

3 これまでの取組状況、改善点
(1)木質バイオマス

平成26年度に木質バイオマス熱利用アドバイザ一派遣事業により、木質バイオマスへの燃料転換
を図るため、既存の石油系ボイラ一等施設のエネルギー診断とバイオマスボイラーの導入助言や事業

可能性調査を希望する事業所に専門家を派遣した。
(2)地中熱
平成25年度(平成24年度2月補正予算)に、県立農業大学校に農業用の地中熱ヒートポンプを
設置し実証しており、今後、広範な分野での普及を図るため、利用者が多い施設での導入とPRが必
要である。

(3 )温泉熱
平成26年度は、皆生温泉における温泉熱利用の事業可能性調査を実施しているほか、東郷温泉に
おける温泉熱発電施設導入に対して支援した。発電が可能な東郷温泉や皆生温泉以外では、熱利用が

有効であることから、熱利用の可能性について基礎調査が必要である。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
2項環境衛生費
4目環境保全費

環境立県推進課(内線 :7895)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
l!t 源 内 訳

備考
国時出金 起債 その他 一般財源

日本海神メタンハイ
ドレート調査促進事 8，418 2，262 6， 156 8，418 
業
ト タルコスト 18， 513千円 (前年度10，001千円) [正職員:1. 3人]
主な業務内容 講演会等開催、大学院寄附講座開設、環境調査
工程表の政策目標(指標) エネルギ 資源多様化促進の取組
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県沖において表層型メタンハイドレートの資源調査が進むなか、地元での海洋資源や海洋利用
に対する理解を図り、将来の開発による利益が地元に還元する仕組みを構築するために、調査や開発
を担う人材の育成、普及啓発や漁業従事者との調整、環境アセスメントに資するデータの整理など先
進的に取り組む。

2 業務内容
事業名 l内容 金額(千円)

有識者の基調講演とパネルディスカッションにより、メタンハイ
フォーラム開催 ドレートと県の将来像や地域への波及効果について意見を交わすこ 1， 046 

とで、地元の気運を高め、本県の先進的な取組を全国へ情報発信す
る。
@学生 d 般向け普及啓発
地元大学の学生に向けた、メタンハイドレート資源やエネルギー

普及啓発事業 等を解説する講座の開催 669 
.将来の人材育成に繋げる普及啓発
中高生向けの実験教室の開催
-地元の理解促進を図る普及啓発
地元漁業者等への海洋利用理解を図るための勉強会の開催
-人材育成寄附講座準備

技術開発促進・人 メタンハイドレート関連技術者を育成するための寄附を講行座を平成
材育成事業 28年度鳥取大学大学院に開設することに向けて、準備 う。

0研究・施設整備などの準備費【750千円] 5， 700 
0寄附講座開設【4，950千円:債務負担設定済み】
人件費と開設に必要最低限の費用について県が負担する。

@環境影響評価の基礎的調査の実施
基礎調査促進事業 水産試験場が行っている定点観測の活用と、有用と考えられる観 820 

測点の追加観測による海洋環境情報の収集・分析・評価検討を行う。

海洋エネルギー資 メタンハイドレート等の海洋エネルギー資源を日本海沿岸の10府
源開発促進 県が連携して調査等を行う「海洋エネルギー資源開発促進日本海連 100 

合」の負担金
標準事務費 83 
合計 8，418 

3 これまでの取組状況、改善点
(1)普及啓発事業
平成26年度は一般や大学生、中高校三に向けた普及啓発でメタンハイドレート等海洋資源に対す
る気運を高められた。今後はより対象を絞った啓発活動に取組み、地元の理解促進を図るとともに、
フォーラム開催で先進的な取組を全国へ情報発信したい。
(2)技術開発促進・人材育成事業

平成28年度開設予定の寄附講座のカリキュラムについて検討した。その成果を踏まえて実際の講
座の準備や学生の募集を行う。
(3)基礎調査促進事業
現在水産試験場が行っている海洋環境の観測が、将来の環境影響評価に資するか検討した。今後、
有用と考えられる観測点で定点観測を実施し、情報収集と分析をもとに、より深い検討を行う。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
2項環境衛生費 環境立県推進課(内線 :7875)
4目環境保全費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
Rオ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

[Tm 時i自次世代自動車普及促 39.41。5J 
進事業 19，84 37， 978 ム18，138 19， 840 
トータルコスト 26， 829千円 (前年度52，682千円) [正職員:0， 9人]
主な業務内容 イベント調整・運営業務、委託先への発注業務、契約業務など

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

EV・PHV(電気自動車・プラグインハイブリッド自動車)の普及に向けて、平成25年に「烏
取県次世代自動車充電インフラ整備ビジョン」を策定し、主要観光施設等への整備を促進する。平成

26年度内に、「第2期鳥取県EV'PHVタウン構想」を策定予定であり、次世代型エコツーリズ
ムの創造とライフスタイルの転換を目指して、ドライブ観光誘客にも資するエコドライブツアープロ

ジェクトや次世代自動車を公用車として率先導入する。

2 主な事業内容
(1) E Vエコドライブツアープロジェクト (5，727千円)
<蒜山大山EV・PHVエコドライブ・グランプリ>
蒜山大山を舞台に周囲コースを参加者が電費競争をしながら観光地をめぐり、両県の充電イン

フラ環境のPRとドライブ観光誘客を促進する。
【実施主体]鳥取・岡山EV'PHV普及連携プロジェクト実行委員会
【参加者]県内外のEV'PHVユーザー20組及び初心者20組
<女子旅モニターツアープロジェクト>

J KB (女子カート部)が関西から本県の観光地を巡るEVドライブモニターツアーの模様を
関西地域の自動車学校で配信し、充電インフラの充実のPRとともに、 ドライブ観光誘客にもつ
なげる。

[ツアールート】関西から ①山陰海岸ジオパーク ②梨の花温泉郷③大山周遊 の3ルート
(2)充電ステーシヨン情報発信事業 (2，872千円)
充電ステーションの位置やEV'PHVの充電方法等の情報に観光地情報を加えて、スマートフ
オンで閲覧できる多言語対応のシステムを開発する。

(3 )ドライビングスクールイベント開催事業 (1， 925千円)
県内の自動車学校でEV'PHV試乗会と本県の充電インフラ環境や観光スポットをPRするロ

(4) EV' PHV公用車の率先導入 (8，236千円)
EV'PHVの県民周知を図るため災害対応可能なPHVやEV、超小型モビリティを公用車と
して率先導入する。

【配備数1PHV2台、 EV3台、超小型モビリティ 5台
(5)標準事務費 (1， 080千円)

3 これまでの取組状況、改善点
(1) EV' PHVフェスティパルin鳥取
平成26年10月11日(土)、 12日(印にシンポジウムとコンセプトカ一等の展示や試乗会等を開催した。
[来場者数]約3，000名 【試乗組数11 2 1組 [会場]とりぎん文化会館

(2)中国横断EVエコドライブ・グランプリ
鳥取・岡山両県の連携による第l回目の電費競争等のイベントを平成26年10月12日(日)に開催した。
【参加組数140組(参加者数:約100名)
【コース】①鳥恥県庁発→倉敷アイピースクエア着②倉敷アイピースクエア発→鳥取県庁着
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
2項環境衛生費 環境立県推進課(内線 :7895)
4目環境保全費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国敵出金 起債 その他 一般財源

エネルギーシフト加 120， .720 110， 255 10，465 120， 720 
速化事業

ト タルコスト 126， 156千円 (前年度 124，185千円) [正職員・ 0.7人]
主な業務内容 制度設計、周知説明、申請書の審査、補助金の支払い

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

再生可能エネルギーの導入促進を図るため、発電事業者による再生可能エネルギーの導入を支援

する。

2 主な業務内容
(単位:千円)

事業名 内容 金額
再生可能エネルギ -実施主体:再生可能エネルギ (風力・小水力・地熱・バイオマ
活用事業可能性調査 ス等)利用の新たな発電、既設発電所の出力アップや
支援補助 熱利用を計画する事業者

-支援対象:事業可能性調査に係る費用 4，000 
-て補期助額:事1業箇所の調査費の1/3(上限3，000千円)
間: 着手の翌年度末まで

再生可能 系統連系 -実施主体:発電事業者

エネルギ 用電源線 -支援対象 :lkmを超える系統連系用電源線整備に係る費用
一発電事 費用檎助 -対象規模:発電設備の新設及び出力アップが要件

業支援補 ※太陽光発電は出力O.IMW以上日間以下
助 -補助額:5， 00着0千手円の/翌k皿々、補助対象上限20km

-期 間:事業 年度末まで
〔限度額〕 系統受入 -実施主体.発電事業者
補助額合 支援補助 -支援対象:G発a:革電新n涼設ン備統ク逆潮流の対策工事に係る費用
計1億円 【一部新 安定化装置設置、変電所改修工事に係る費用

規] -対象規模: の新設及び出力アップが要件 116， 600 
※太陽光発電は出力O.1附以上5MW以下

.九補期 助額:①1，200円/問、②対象工事費の1/3
問:事業着手の翌々年度末まで

利子相当 -実施主体:発電事業者
額補助 -支援対象:県内金融機関から借り入れた資金の工事着手から発電

開始までに支払った利子
-対象規模:発電設備の新設及び出力アップが要件

※太陽光発電は出力O.IMW以上5間以下
.期補助額:県内事業者は全額、県外事業者は1/2
問事業着手の翌々年度末まで

標準事務費 120 
合計 120， 720 

3 これまでの取組状況、改善点
-平成26年度末再生可能エネルギー設備導入見込量は累計794，725kWである。(とっとり環境イニシ
アティブプランの目標値(平成26年度末)759， 050kWの105%)
-既に設置条件のよい適地への導入が進み、接続条件等が悪くなることから、系統安定化対策(変電

所改修等)用の負担金に対する補助制度を新設し、発電事業者の立地を促進する。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

4款衛生費
2項環境衛生費 環境立県推進課(内線:7875) 
4目環境保全費

事業名

J鳥取県バイシクルタ
ウン構想実現化プロ

ジェクト
トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

(単位:千円)

財源内
本年度|前年度|比較|国庫支出金|起債|その他|一般財源i備考
I I I I I (雑入) I 

は344I 18.457 I .64. 1川 I I川 o1 12. 3441 

3O. 651千円 (前年度 33.935千円)[正職員:2. 1人]
レースイベント、自転車教室実施など

「鳥取県パイシクルタウン構想J(H2ι6策定)に基づき、モーダルシフト(人の移動手段を環境
配慮型へ転換するとと)の促進と自転車の利活用の推進を図るため、自転車通勤チ，ャレンジのほか、

効果的に自転車好きを増やす自転車総合イベント「温泉ライダー」を開催する。

2 主な事業内容

(1)自転車通勤チャレンジ(1.175千円)
県民及び事業所参加による自転車通勤チャレンジを実施し、優秀な参加者や事業所を表彰するな

ど、自転車利用を促進する。

(2)温泉ライダー in 三朝温泉(10.733千円)
自転車好きを増やすことを目的として、大人から子どもまで楽しくレース参加や観戦ができる

体感型の自転車の全国イベント「温泉ライダー」を開催し、県民の自転車利用機運の酪成と観光

誘客を促進するロ
[大人向けイベント]

①エンデユーロ(公道封鎖型耐久レース)②トークイベント ③ご当地グルメブース など
〔実施主体〕温泉ライダーin三朝温泉実行委員会

(構成団体)一般社団法人ウィズスポ、鳥取県、三朝町、

〔負担金額)6. 854千円
[キッズイベント]

鳥取県自転車軽自動車商協同組合、 三朝温泉旅館協同組合、

三朝温泉観光協会、三朝町商工会など

①ブラッキー自転車教室②キッズミニレース など

[開催費用)3. 879千円(うち2.000千円は環境保全促進助成事業助成金を活用)

(3) (新)散走体験会(416千円)
シマノと連携し、ジオパークエリアにおいて散走体験会を行う。

(4) (新)自転車利用促進セミナー (540千円)
自転車利用促進に向けた施策を検討するため、自転車有識者を招聴し、海外の先進事例や国内の

現状等について、行政関係者や県内自転車関係団体と議論する。

( 5)標準事務費(1.480千円)

3 これまでの取組状況、改善点

平成26年度に自転車総合イベント「温泉ライダーJを誘致し、三朝温泉関湯850年や三徳山の国立
公園編入等のイベントとも連携し、県民の自転車利用機運の盛り上げと観光誘客を促進した。(参加

者数:491名、来場者数:3.060名)
l また、自転車通勤チャレンジでは、市町村と連携するとともに表彰制度を新設し、参加者の増加を
図った。 (H25:約100名、 H26:約220名)
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費

4目環境保全費

事業名

水・大気環境課(内線・ 71 9 7) 

(単位:千円)

l 財 源内訳|
本年度|前年度|比較 l 備考

1国庫支出金|起債|その他 l一般財源

湖山池の水質浄化対

策推進事業

トータJレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県民の貴重な資源である湖山池の豊かな自然や恵みを次世代へ受け継ぐため、「水質浄化」、「自然

再生」、「ワイズユース(賢明利用)Jを目的として、湖山池将来ビジョン推進計画に基づき各種施策

を実施する。

33， 970 16，290 1 17，680 1 7，700 23， 869 

47，947千円 (前年度 30，220千円) [正職員:1. 8人]
環境調査、実証試験、普及啓発(イベント開催)等の各種業務

湖山池の水質改善を進めるなど、保全・再生を図り、その利活用を推進する。

2 主な事業内容

刈 湖内直接浄化の実証試験(疏動促進装
?j新置)

淡水ピオトープ造成・ため池保全

湖山池サロン(周辺住民との意見交換・
座談会)

面源系負荷浄化施設/ウェットランドの
実証試験 した水質浄化施設の実証試験を行う。

)
 
査
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一
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の
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業
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環

一

水一
新

南
側
川

町

!

ザにおいて環境教育プログラムを実施

拡湖山池水質テレメータシステムの拡充
充 (1地点追加)と維持管理

環境モニタリシグ委員会開催、生態系等
の各種モニタリングの実施

3 これまでの取組状況、改善点
・平成24年に鳥取市と共同策定した湖山池将来ビジョンに基づ、き汽水化の取組を進める中で、適正な
塩分管理手法の確立、 f寺沢、原因の調査、各種水質浄化対策の推進を継続している。また、将来ビジ
ョン推進計画の取組を進~~するため地域住民への情報提在、で努めている。しかしながら、水質 (C
OD等)は環境基準やビジョン推進計画の水質目標値にで三成していない。
・汽水化に伴う環境変動の追跡のため、水質や動植物の生j臨系等モニタリングを継続し、環境モニタ

リング委員会において、モニタリング結果の評価・分析を行い、淡水性生物の保全策を講じている。
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4款衛生費
2項環境衛生費

4目環境保全費

事業名

中海の水質浄化及び

ラムサール条約登録
10周年記念普及・
啓発事業

トータルコスト
主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

平成27年度一般会計当初予算説明資料

水・大気環境課(内線・ 7197)
(単位:千円)

本年度|前年度|比較 l財 1原 内 訳 I備考

国庫支出金 起債 その他一般財源|

28， 25 23， 355 4， 903 28， 258 

43， 788千円 (前年度 38，833千円) [正職員:2.0人]
環境調査、実証試験、普及啓発(イベント開催)等の各種業務

中海の水質改善を進め、保全・再生を図る。また、平成27年度はラムサール条約
登録から10年となるため、賢明利用の推進と普及啓発に取組む。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要 目 ι

県民の貴重な貧淑である中海の豊かな自然や恵みを次世代へ受け継いでいくため、「水質浄化j r自
然再生j rワイズユース(賢明利用)j の各種施策を実施するロ
ラムサール条約登録10周年記念事業を行い、さらにワイズユース等の取組みが推進されるよう取組
む。

ラムサール蚕詞蚕議
10周年事業
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費
4目環境保全費

循環型社会推進課(内線:7562) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 1原 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

Let' s4R実践 43. 336 52. 927 ム9.591 43. 336 
拡大事業

トータルコスト 53. 431千円 (前年度 62.988千円) [正職員:1.3人]
主な業務内容 補助金事務、市町村・団体・事業者等との連絡調整、会議開催、推進方策検討

工程表町政買目富(指標) 一般廃棄物の排出量(1人1日当たり)の減量 (H26目標値:880g)・リサイク
ル率のアップ (H26目標値:30%) 

事業内容の説明

1 事循業環事業の型社者目等会的の・概形幅要成広を目指組支したやご連みの減強量リサイクルを一層加動速を推さ進せていくため、 市町村・民間団
体・ の い取援携化により 4R実践活 する。

2 
(1 

~ 

(2 

名 称 4R推進交付金

対象者 -市町村等(広域連合、一部事務組合を含む)

対象事業 .4R社会の実現に向けて取組む事業であって、新たに実施又は取組を拡大するもの
※平成27年度から、リフューズ・リデュース・リサイクル (3R)を広げていくため、リサ
イクルの取組を実施する場合は、リサイクル以外の減量化の取組とセットで実施する乙と
を義務付ける。

対象経費 -新たな分別ル等技術に等関すの検る住討調民意査経識調費査、 収設集運び設搬備経導費入
-リサイ夕 、施及 経費等

補助率等 -ソフ額ト事業1/2、ハード事業1/3
限度 : 20.000千円。但し、ソフト事業は5.000千円(広域連合等は10.000千円)

(3 ) ごみ減践量団体リサイクル拡、ポ行大ス会政ト等議の普がを通じた連会携強、て化食意 (96千円)減行
実や 、事流業者 一堂に し 見品ロス削を 、簡易包装・リユース推進に向けた展
開とっとりコン 及等につい 交換 う。

3 これまでの取サ大ク組ルイ学状はクと進ル況連展推携、進改しし善てたに加点き4 -民間団サ体、 R実践活動の拡大や市町村等によるリサイクルシステムの構築等に
よりリイ た。
-今後は、リサ え、リフューズ・リデユース・リユースの取組を強化する。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
2項環境衛生費 緑豊かな自然課(内線:7200) 
4目環境保全費

事業名 本年度|前年度|比較ト一旦
国庫又出金

(単位:千円)

翠古J 備考

とっとりの豊かな自然 I26， 798 I 2， 468 I 24， 330 I I I I 26， 798 
と山の魅力発信事業
トータルコスト 寸29，904千円 (前年度 5，564千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 |企画・立案、契約等業務、関係機関との調整

工程表の政策目標(指標)Iー
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
平成26年に山の日が制定(平成28年施行)され、登山やトレッキング等の自然体験活動などの
ニーズが今後高まることが予想される。本県においても、自然公園等の利用や観光誘容につなげるた
め、とっとりの山ならではの自然体験の機会を創出、情報発信するとともに、平成28年に控えた大
山隠岐国立公園80周年記念に向けた気運酸成を図る。

3 これまでの取組状況、改善点
山の日制定後、山の日をPRするため地域関係者と連携し、氷ノ山、大山等の各所でマナーアップ
キャンペーンを実施した。
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7款商工費
3項観光費

1且ー盟主童
事業名

山陰海岸世界ジオパ
ークネットワーク推
進事業
トータルコスト
玉石薬務丙京

工程事蔽百冊扉)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

緑豊かな自然課(内線:7637) 
(単位:千円)

財源内訳|
比較 1 1 備考

l国庫支出金|起債|その他|一般財源
本年度|前年度

89， 059 83， 966 5， 093 I 30， 629 58，410 

119， 343千円 (前手蚕 114，148子両)匡職員可9人、非一言語議員:2. OAJ 
山陰海岸ジオパーク推進協議会への参画、関西広域連合事務、補助金・委託事業
等交付事務、普及・啓発等の実施
世界ネットワーク加盟を果たした山陰議岸ジ牙万三ークにラvlモ7関西広扇雇蚕
の主管県として、ジオウオークなどのイベント実施や環境整備、教育活用、観
光、 JR活用等、多面的なジオパーク振興事業を推進します。

世界ジオパークネットワークの再認定を果たした山陰海岸ジオパークについて、さらなる魅力づく
りやツーリズムの推進、外国人観光客対応の充実に取組む。
また、平成27年9月に開催する「第4回アジア太平洋ジオパークネットワーク (APGN)山陰
海岸シンポジウムJを盛り上げ、同大会を活用した鳥取のPRと地域のジオパーク活動の促進を図る。

応の充実 -民間のビデオ通訳サービスに加入し、専用タブレットをガイド団体等に
貸し付ける。
(2) (新)アプリを活用した外国語音声ガイドの整備 (5，968) 
・外国人が多く訪れるスポットを中心に、アプリを活用した動画と外国語
の音声案内を整備する。
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7旅行商品造成・ I12. 874 I(1)旅行会社への旅行商品造成支援 (5.000) 
情報発信 I I (2)県外等への広報宣伝 (7.128) 

(3)県政ジオパイザリースタッフの配置 (496)
は)鳥取砂丘検定の実施 (250)

8他のジオパーク I2. 200 I (1)隠岐との連携(1.800) 
との連携 I I・旅行商品造成支援、鳥取隠岐航路トライアル事業でのガイド交流

(2) (新)南紀熊野とのガイド交涜 (400)
9その他 111.2611W山陰海岸ジオパーク推進協議会負担金 (5.797) 

(2)事務費等(札464)
計 I89. 059 

【参考]

(1)関西広域連合(広域観光・文化振興分野)での取組(関西広域連合予算1.000千円)
・山陰海岸ジオパーク等のトップセールス、観光セミナーの開催
・外国人観光客向けガイドブック等で「地質の道」をPR

4ツー
進

ジオパーク関連事業合計 289. 594千円

3 これまでの取組状況、改善点
山陰海岸ジオパークは、平成22年10月の世界ジオパークネットワーク加盟認定後、観光や学校教育
等での活用が図られ、カヌ一体験をはじめ観光入込客数が増加するなど一定の成果が上がっている。
平成26年度には世界ジオパークネットワークの再認定審査を受検し、鳥取市西部のエリア拡大も含
めて再認定を果たした。今後、外国人観光客受入態勢整備の充実など再認定の際の指摘事項に対応す
るとともに、平成27年9月に開催する「第4回アジア太平洋ジオパークネットワーク山陰海岸シンポ
ジウム」の成功に向け、準備を進める。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
5項都市計画費 緑豊かな自然課(内線 :7199)
~~- 日 (単位:千円，

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国l車支出金 起債 その他 般財源

地域で進めるとっと 28. 659 17. 150 11. 509 28. 659 
りの緑創造事業
トータルコスト 31. 765千円 (前年度20.246千円) [正職員:O. 4人]
主な業務内容 検討会の実施、工事の発注監督、補助金制度の創設、委託業務の発注等
工程表の政策目標(指標) 緑あふれる快適で魅力あるまちづくりと生活空間の創出を推進する。

事業内容の説明

事業の目的・概要
全国都市緑化とっとりフェア開催の成果として、市民活動による緑の地域づくり運動が広がり、緑
のまちづくりリーダーが活動をはじめている。
今後、この取組が大きなグリーンウェイブとなり、県内各地で美しく魅力的な緑の地域づくり運動
として展開されることを推進する。

2 主な事業内容
事業区分 事業費(千円) 事業の概要

l.緑の創出
(1)緑化実証整備モデル検討 16. 450 多くの人々の目にとまるまちなかのスポットを
事業 統一感があり美しく質の高い「とっとりらしい緑」

として修景するため、緑化関係者や学識経験者等
による検討会を実施し、その検討成果をモデルと
して整備する。
(検討会経費250千円、整備費16.200千円)

2.緑の育成
(1)地域緑化活動育成支援補 4. 000 とっとりの緑化を広く県内に普及し、緑化を推
助金 進する人材を育成する等、花と緑のまちづくりを

実施する団体等に助成する。
-補助率:定額2.000千円 (2団体)

(2)花と緑のまちづくり支援 4. 000 市町村が地域住民の緑化活動に対し支援する制
事業補助金 度に支援する。

-補助率1/2:上限額50千円 (80件)
(3)緑のまちづくりリ ダ 1. 095 緑やまちづくりに関心を持つ者が繋がるネット
交流会 ワークを展開するための交流会を実施する。

(講演+意見交換会東中西3地域X1回程度)
(4)みどりの講師派遣制度 630 自治会、公民館等が企画する緑化活動等に講師

を派遣する。

3 緑の普及
(1)とっとり修景緑化ガイド 2守484 ともに育てる身近な緑を実践するための具体的
マーュアルの作成 な整備や維持管理方法の説明書を作成する。

-e" 計 28. 659 

[参考]他に関連事業として「鳥取緑化推進事業」を実施

3 これまでの取組状況・改善点
全国都市緑化フェアを契機に、鳥取の在来植物を活かした自然風の庭「ナチュラルガーデンjを核
として、自然の草花を生活の中に取り入れる「鳥取流緑化スタイル」の普及や人材育成を通じ、身近
な緑づくりのすそ野拡大を進めてきた。
今後は、緑化活動を支える関係団体等との連携や市町村を通じた住民や団体等の活動支援へ重心を
移し、ナチュラルガーデンだけでなく、従来の庭園緑化や造園技術等にも着目し、鳥取の自然等を活
かした緑づくりを地域全体で進める。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
5項都市計画費
3目公園費

緑事かな自然課(内線 :7199)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取緑化推進事業 13.483 17. 836 ム4.353 13.483 

トータルコスト 16. 589千円 (前年度 20.932千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 コンァストの募集・実施、講演会・講習会の企画・立案、委託業務の発注等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

全国都市緑化とっとりフェア CH25年9月-11月)を一過性のイベントとして終わらせないよう、開
{患により高まった都市緑化推進の気運を継承し、鳥取の幅広い緑化の普及啓発、人材育成を継続して

行うことを目的とする。

2 主な事業内容 (単位:千円)
事業区分 事業費 事業の概要

L とっとりの自然を活かした
庭づくりの推進
(1)カ.ーデンデザインコンテストの実施 6. 085 とっとりの自然を活かした自然風の庭園緑化

デザインを募集し、とっとりの修景緑化の開

発、普及、啓発、情報発信に繋げる。また、

26年度コンテスト大賞受賞者による全国レ
ベルのガーデンショーへの出展を行う。

(2)庭づくり普及講演会・技術 805 とっとりの自然を活かした自然風の庭づくり
講習会の実施 の魅力を普及するとともに、身近に実践して

もらうための技術を講習する。

2.緑化推進イヘ.iトの開催、出展

(1)花と緑のフェアの開催 1. 350 県内3箇所で実施する「花と緑のフェア」関
催経費を実行委員会に負担する。

(東中西部実行委員会への負担金:補助率1/3)
(2)グトンウェイ7'20157'1泊〉の 243 国連が定める生物多様性の日 (5/22)に植樹
実施 等を行うイベントを実施する。
(3)全国都市緑化あいちフェア 5. 000 緑を通じた「とっとりの魅力」を情報発信す
への出展 るとともに、県内造園技能の育成、向上、伝

承の機会として fあいちフェアJ(9月-11月
開催)に出展するロ

~ 計 13.483 
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8款土木費
1項土木管理費
1目土木総務費
2項道路橋りょう費
3目道路橋りょう

事業名

1 事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度|前年度| 比較

245 

3.571 

公共施設の植栽管理・整備は、平成6年に制定した「公共施設1緑化マニュアル」を参考に実施しているが、マニュ

アル策定から約20年が経過し、社会情勢等は大きく変わっており、新規整備に加え既存施設の有効活用(ストック

マネジメント)がより一層重要視されていることから、新たな植栽管理・盤備マニュアルの策定を行う。

2 主な事業内容

(1 )検討委員会の開催 (245千円)
自治体、造閤業団体、大学、公共工事景観アドバイザ一等を委員とする検討委員会を設置し、意見集約しながら

新規にマこュアルを策定する。

(2)公共施設植栽管理・整備マニュアルの策定(ll，571千円)
[全体構成]

現マニュアルは、全県公園化構想の推進を目的とし、木の特性に重点を置き、それに応じた土壌、施工・維

持管理の方法を解説したものとなっているが、新たに策定するマニュアルでは施設及び場所に応じた合理的・

効率的な管理・整備のあり方について具体例を示しながら解説する。

【在来種による法面緑化の検討]

法面の緑化は、浸食及び崩落の防止のため早期の安定が必要であり、従来から市場性や材料確保の面から主

に外来穏が使用されている状況であるが、その一方で生態系への影響が問題視されている。従前に法菌緑化を

実施した箇所(大山隠岐国立公園等、特に環境への配慮が必要な地域)の現況調査を実施し、在来種による法

面緑化の問題点の整理と実施に向けての検討を行うロ

【地域に応じた一体的な管理]

施設管理者(国・県・市町村)が、それぞれ独自の基準で管理するのではなく、地域特性に応じ、一定の基

準(例えば国道、県道、市町村道で維持管理の時期を統一させる等)で管理することで地域に一体感を持たせ

ることを検討する。(特に観光地等の人の出はりが多い地域においては、統一感を持たせることで訪れた方に

対するイメージアップを図ることができる。)

3 これまでの取組状況、改善点
これまでは各施設管理者で植栽の管理・整備が行われているが、限られた予算の中で地域特性を生かした管理・整

備が求められている。特に、観光地では統一性がイメージアップにつながることから各管理者の意見を集約し、今後
の植殺管理・整備を実施する上で実務に活かすマニュアルの策定を行う。
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款資本的支出
項建設改良費
自 建設仮勘定

事業名

再生可能エネルギー
発電施設導入促進
事業(小水力発電

平成27年度企業会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

金 起債

3，459 65， 600 企62，141

工務課(内線7447)
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 ー般財源

3，459 

主な業務内容 再生可能エネルギーの普及拡大に資する小水力発電施設の建設

工程表の政軍目標備期 施設の適正管理による電力の安定供給と再生可能エネルギーの導入拡大

事業内容の説明

事業目的・概要

再生可能エネルギーの導入拡大により電力自給率の向上を図るため、立地条件に有利で採算性の見
込まれる私都川発電所について再生可能エネルギー固定価格買い取り制度 (F1 T制度)を活用し整
備を図る。

なお、平成27年度は建設に先立ち発電所用地の取得等を行う。

2 主な事業内容

平成27生産室茎宣事 業内 n廿h 

水系・河川l名 千代川水系キ私サイ都テ川

発電所予定地 八頭郡八頭町方落テイ岩ワ 用地取得費等

最大出力 (予定) 約200kW 3， 459千円
年間可能発電電力量(予定) 約1， 100-1， 400MWh (一般家庭300-400F'分)

3 事業スケジュール

平成26年度 |基本設計、実施設計

平成27年度 用地取得等
平成28年度 工事発注、施工、設備認定等手続き

-29年度 営業運転開始 (H29年度末予定)

4 その他

<県営水力発電所の整備状況>

区分 発電出力 (kW) 備 考
稼働中 37.660 9箇所(小鹿第、小鹿第、春米、日野川第ほか5箇所)
建設中 500 3箇所(横瀬川、加谷川、若松川)
今回追加 約 200 1箇所(私都川)
合計 38， 360 

<再生可能エネルギー周定価格買取制度の動向>

0水力発電(新設分)に係る買取り単価は平成24年度の制度開始時点から平成26年度まで変更
はなく、平成27年度も据え置となる見込み※。

[買取価格]

( OOK附 :34附 h(税腕~J 
200kW以上1， OOOkW未満:29円/kWh(税抜き)

※平成27年1月15日開催の調達価格等算定委員会(第16回)において、平成27年度の
水力発電に係る調達価格の据え置きが提案された。
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款資本的支出

項建設改良費
目 建設準備勘定

平成27年度企業会計当初予算説明資料

事業名 |本年度|前年度 比較

的措負担行為 l附務負担行品目的措負担行為|
再生可能エネルギー L 4. 200 JIL 4. 200 JIL 0 J 
発電施設事業化調査 I11. 800 I 12.800 I企1.000 
事業似水力発電

再生可能エネルギーの普及拡大に資する水力発電の建設

工務課(内線7447)
(単位・千円)
ーーーーー「
備考

主な業務内容

工程去の政貫目標脂欄 施設の適正管理による電力の安定供給と再生可能エネルギーの導入拡大

事業内容の説明

1 事業目的・概要

再生可能エネルギーの導入拡大により電力自給率の向上を図るため、平成23年度以降継続的に小
水力発電所の適地・事業化調査を実施しており、引き続き事業実施が有望な地点の調査を実施する。

2 主な事業内容

事 業 内 1I-
河川の落差を利用した小水力発電について、次の地点について

事業化調査を行う。

マナスミ ユカワ

0河川流況調査・・・ 2箇所(真住川【日野町]、湯河川【日南町1) 
-河川流況観測IJ (流量・水位観測、測量)

-河川環境影響調査{魚類及び重要種調査、水質調査)

イズミタエ

0概略設計 一.1箇所(泉谷)lJ[倉吉市1) 
-現地踏査、水路ルート検討

-発電施設の概略設計、概算工事費の算定等

3 債務負担行為綴 4. 200千円

主皇
室差豊丘f9l

4 事業スケジュール

5 これまでの取組総兄

主盛27iF亙
Lよ』込♀♀

平成ー28年度
4. 200 

平成27年度事業費「

委託費

11. 800 千円

0平成23年度 開発候補地点における概略調査の実施。 (33箇所)
0平成24-26年度 事業性の確認された3地点(横瀬川、加谷川、若松川)の建設着手、

1地点(私都川)の実施設計等を実施。また、新たな候補箇所の選定調査
を実施。
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平成27年度企業会計当初予算説明資料
款資本的支出

項建設改良費

自建設仮勘定

工務課(内線7447)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 自オ 源 内 訳
備考

国庫支出金 記イ古 その他 一般財源

水力発電所リニューア
ル事業俸制溌電す) 140， 400 34， 448 105， 952 140，400 

主な業務内容 老朽化した春米発電所の大規模改修により設備の健全度や発電出力の向上を図る

工程衰の政策目標(指概 施設の適正管理による電力の安定供給と再生可能エネルギーの導入拡大

事業内容の説明

事業目的・概要

県営水力発電所については、適正管理と計画的、効率的な維持・更新を行うことにより施設の長寿

命化・関連経費の平準化に努めている。特に、運用開始から概ね50年以上経過した4発電所について
は、機器等の劣化が進行しているため、順次大規模改修を行い、健全度や発電効率の改善により発電

出力の向上を図るとともに、電気事業の安定経営にも繋げる。

2 主な事業内容

脊米発電所のリーューアル事業に係る実施設計を行う。

春米発電所 事業内容 平成27年度事業費

位置 八頭郡若桜町オ大オ炊イ

運転開始時期 昭和 35年 12月 (55年経過) 実施設計委託費
最大出力 7，900kW 140，400千円
年間可能発電電力量 約33，737MWh (H26目標電力量)

3 事業スケジュール

平成26年度 基本設計、担!1量等
平成27年度 関係機関協議(各種申請)実施設計
平成 28~30年度 工事施工、営業運転開始(平成30年度後半)
※工事施工期間中のうち平成29年度前半からは発電を停止して施工する必要あり

4ーその他

"1世ー<既設水力発電所の概要(概ね50年経過施設)>
-J7 発電所名 最大出力 (kW) 建設年度(経過年数)
春米 7，900 I S. 35 (55年)
小鹿第一 3，600 S. 32 (58年)
小鹿第 5.200 S. 33 (57年)
日野川第一 4， 300 S. 43 (47年)

<再生可能エネルギー固定価格買取制度の適用>

0発電設備の主要機器を更新することでFIT制度の適用を受けることが可能であり、売電収入の
増加により大規模改修に係る投資の回収が見込める。

071<力発電(新設分)に係る買取り単価は平成24年度の制度開始時点から平成26年度まで変更
はなく、平成27年度も据え置となる見込み※。

[買取価格(1， OOOkW以上30，OOOkW未満)1 
改修内容が新設と同等と認められる場合 :24円/kWh(税抜き)

※平成27年 1月15日開催の調達価格等算定委員会(第 16回)において、平成27年度の
水力発電に係る調達価格の据え置きが提案されたロ
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

l項総務管理費

9目 県外事務所費

事業名 本年度 前年度 比較
財

関西本部(内線:06-6341-1977) 

(単位:千円)

源 内 訳
備考

岡ml支出金 起債 その他 一般財源
(雑入)

とっとりで働こう 6， 716 1， 000 5， 716 19 6， 697 

就職応援事業

トータルコスト 8， 269千円 (前年度 2，548千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 情報発信、企画調護、イベントの実施

工程表町政貫目標(指標) 龍谷大学との連携事業、協定を締結済または今後締結予定の関西圏の大学との

連携事業による県出身者等の lJUターン促進等

事業内容の説明

事業の目的・概要

関西圏からの県内進出企業等への人材確保を目的に、関西圏の大学における 1J Uターン就職の

推進に向けて、公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構では対応できない(r直接の就業支援」ではな

い)中長期な観点からの事業について実施していく。

また、地方への人材環流に向けて、県内企業の活性化等を推進していくため、 1J Uターン就職

の更なる推進や新技術の共同研究・開発等を円滑に進めていくよう、関西圏の大学と就職支援を主

体とした包括協定の締結を県出身者が多い大学と進めて行く。

2 主な事業内容

区分 実 施 主 体

県(長期的な観点の取組) 定住機構(直接の就業支援)

[就職支援・世代間交流] [就職支援(継続)】

関西圏の 0大学との包括協定等の締結による lJUターン就職 OIJUターン就職個別相談 (H25:565件)
大学と連 支援、世代間交流等や県内企業との新技術の共同 0大学訪問 (H25:100校)
携した取 研究・開発等による取り組み等を行う。 OIJUトンビッグ相談会(大阪会場Z回)

組 (H27以降締結) 5大学程度(新規) 500千円 0関西圏の県出身学生への情報提供
(H26就職協定等締結) (とっとり仕事・定住人材1¥'ンヲ

5大学程度(継続)1，000千円 回 5:249人)

0関西園大学生と県内経済団体若手経営者との交 Ouターン就職準備fミ(H26:1回)
流、企業視察(拡充)600千円(1回→2聞) 0大学園企業情報交換会(H26:1回)
【その他の主な取組(継続)] 

0関西での人脈や初トワサ構築
0県内出身学生のネットワサ、早期情報提供等への協力
【就職支援・世代間交流(継続) 200千円] [就職支援(継続)]

龍谷大学 OOB等による県出身学生への就職Yイダンス (1回) 0龍谷大学内Uタサ就職準備ゼミ
と連携し 0県出身学生、 OB、県内企業等との世代間交流会 但26:1回)
た取組 (1回) 0龍谷大学保護者懇談会参加

[その他の主な取組(継続)】 (H26:1図)

0県内企業等への龍谷大学の技術トtもマッチ〉グ機会提供
(H26 :とっとり産業7ェスティハ.Ifに出展)

【3ーヂィネサー1名(新規)の設置 4，416千円]

非常勤職 OI JUターン就職の推進による県内企業への人材確保の強化や新技術の共同研究・開

員の設置 発等による県内企業の発展など、地方への人材環流に向けた取り組みを行っていくた

め、包括協定の締結及びそれに伴う事業実施に係る業務を行う。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

2款総務費
4項市町村振興費
1目 自治振興費

事業名 補正前 補正 計

とっとり暮らし支援課(内線:7128) 
〈単位:千円)

目才 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

(新)移住定住情報発信強 。20，000 20，000 17， 000 3，000 
化事業

トータルコスト 。28，542 28， 542 (補正に係る主な業務内容)
従事する1韻数 0.0人 1. 1人 1. 1人 委託契約事務、委託先と連携した企画・実施

住んでよしの鳥聡畏の持つ彩り、輝きをアピルし、 1JUタ ンを関西圏のみならず首都圏等で
工程表の政策目標錦繍 も働きかけ、平成23-26年度の4年間で2千人の移住者を受け入れる。
事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生指T型)J充当事業
1 事業の目的・概要
人口減少の影響を樹日し、地域の社会を維持していくためには、特に 20~30代の若い世代の移住に力
を入れていくことが必要不可欠となっている。このため、鳥取県に目を向けていない県外在住の若い世代を

対象に、とっとり暮らしに関する情報発信を強化し、まずは鳥取ファンになっていただき、将来の移住定住

につなげていく。

2 主な事業内容
( 1 )起業をテーマにした情報発信 ・・・8，000千円
対象決肪での生業おとしや地域づくりに関心のある若者 (単位:千円)

区分 予算額 内 容

若者人材の誘致に 8，000 地域課題を解決するためのユニークな取組や人材について、セミナー及
つながる情報発信 びインターンシップをパッケージで開催し、参加者に深く知っていただ

くとともに、雑誌やwebに掲載し、起業等のチャレンジをしやすい本
県の環境を情報発信する。

(2)子育てをテーマにした情報発信・..9， 000千円
対象:地坊暮らしに関心のある子育て世帯 (単位.千円)

区分 予算額 内 ~コ-‘-
子育て・教育環境 3， 600 子育て世帯向けの無料広報誌やwebに、本県の子育て・教育環境を掲
等の電子広報 載するなど、子育てしやすい本県の環境を情報発信する。

親子宮1に訴求す 5，400 鳥取県での子育てや暮らしを親子で楽しく知ることカ?できるイベントを
るイベントの開催 首都圏で開催し、子育てしやすい本県の環境を情報発信する。

(3)地方暮らし全般をテーマにした情報発信...3， 000千円
対象:地方暮らしに関I，i:"のある若者 (単位:千円)

区分 予算額 内 廿~ 

ァレビ番唱亜のロケ 1， 500 移住をァーマとしたァレビ・ーユース番組のロケ・取材を誘致し、とっ
等の誘致 とり暮らしの魅力や本県の取組を情報発信する。

I rいいね!鳥恥 1，500 移住実践者の暮らしや移住者を受け入れている地域の取組を紹介する動
動画の制作・発信 函を嗣H宇し、 webを活用して情報発{言する。
岡山県と連携した (2，663) 移住相談会、セミナー、体験ツアーを岡山県と連携して実施し、 “西日
情報発信 本"、 “束中国"での暮らしの魅力を情報発信する。 (移街宣住推進基

盤運営事業を活用)

3 これまでの耳R組状況、改善点
平成23~26年度の4年間で移住者2. 000人の受入を目標に取り組み、平成25年度末でl年早〈
目標を達成した。 (2，172人)
他方で、人口減少・1-~子高倒防t引き続き進行していることから、長期的に持続可能な地域社会を維持し
活性化するには、将来の地域社会の担い手となる若者の定住を通じた人口バランスの確保が急務である。

このため、大都市の若い層を対象に、均的での起業や子育て環境を重点テーマとし、とっとり暮らしを訴

求する儒腕信を強化する。
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平成26年度一般会計補正予算(晶斉対策関係)説明資料

2款総務費
4項市町村振興費

l呂 自治振興費

事業名 補正前 補正 計

目才

とっとり暮らし支援謀(内線:7128) 
(単位:千円)

1涼 内 訳

国庫支出金 起債 その他 寸捌源 備考

(新)移住定住推進基盤運
。 76.403 76.403 65.403 11. 000 

営事業

トータルコスト 。 84.916 84.916 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 。。人 J. 1人 J. 1人 相談・情報発信業務

工程表の政策目標儲欄
住んでよしの鳥取県の持つ彩り、輝年間きをでア2千ピ人ールの移し、住者IをJ受Uタけ入ーれンるを。関西簡のみなら市首都圏等で
も働きかけ、平成23-26年度の4

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急変援のための交付金(地方創生先行型)j充当事業

1 事業の目的・概要

鳥取県へのIJUターンを希望される方の視点に立ち、 IJUターンに関する住宅・就職・就業等の相談や情報発

信を総合的かっ一元的に実施するとともに、受入体制の整備を進め、本県を移住定住先として選んでいただく

ためのきめ細かなサ」ビス提供に努めることで、本県への移住定住の促進を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 甘~ 

相談及び儒腕 67.326 IJUターンに関する相談や情報発信業務を(公財)ふるさと鳥取県定住扱
信業務の総合的 構に委託して総合的・一元的に実施する。

かつ一元的な実 -鳥取県移住定住サポートセンターの運営徒住筋量コ寸・ィ*"1-3名→4名)
施 -県外相談窓口の運営(田舎審らしコ寸.ィネサー:東京l名、関西l名)

-県外相談会、鳥取来楽暮カフェの開催、専門誌によるPRなど

※移住蒲望者の個別申込制による鳥取県へのオーダーメイドツアーへの拠県費助成

を新たに実施

※とっとり移住定住ポータルサイトを改修し、顧客目線に立った僻蹄信を強化

※移住掃望者の車線開拓に係る民間活蹴雌事業費補助金をサポートセンターに委

託G見也息遣営)
とっとり暮らし 806 移住実践者をアドバイザーに委嘱し、移住希望者からの相談に対応し
アドバイザーの ていただくことで、安心して移住定住できる環境を整備する。

設置・活用

とっとり暮らし 3.951 空き家の掘り起こしゃ利活用の提案、移住希望者からの相談対応のため
住宅相談員の配 の佐老相談員を(公社))鳥取県宅地建物取引業協会に委託し、東部支部に

置 1名配置する。
※別途、緊急雇用創出事業により中部・西部に各1名を配置する。

協議会の開催等 4.320 -人口減少・高齢化が進む中での地域づくりにおける、移住定住促進の視
の事務経費 点も踏まえた具体策について協議するため、協議会を開催し、有識者、移

住者、移住支援者と意見交換を行う。

-その他、事務経費を計上

計 76.403 

3 これまでの醐E状況、改善点
移住定住サポートセンターの運営を(公財)ふるさと鳥取県定住機構に外部漆託することにより、就醐目談

と田舎暮らし相談をワンストップで行える体制を整備。併せて、県外へとつとり暮らしの魅力や地域の移住定

住に有用な儒Eを発信した。
※平成23~26年度の移住2. 000人目標の達成に向けて取り組み平成25年度末で1年早〈目標
を達成した。 (2.172人)

他方で、人口減少・少子高齢化が引き続き進行していることから、長期的に持続可能な地瞬士会を維持し活

性化するには、若者を中心に首都圏などから移住者を受入れ、人口バランスを確保することが急務である。

このため、住まいや就職など多岐にわたる相談者のニーズに的確に対応する儒腕信、相談体制の強化を図

る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

とっとり暮らし支援課(内線:7128)

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名|本年度|前年度|比較1-------，---，-----，-----1{，靖

国庫支出金|起債| その他 |一般財源|考

移住定住推進基

盤運営事業(と

っとり暮らし住

宅相談員育成事

業)

事業内容の説明

(8， 694) (0) (8.694) (8. 694) 

※緊急雇用創出事業で一括計上

[本事業は「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用する地域人づくり事業として l
債務負担行為により 26年度から 27年度にかけて実施することとしたもの。 J

1 事業の目的・概要

移住希望者からの住宅に関する相談対応・空き家の掘り起こしと利活用の提案を行うことがで

きる人材(とっとり暮らし住宅相談員)を配置・育成することにより、移住希望者が安心して

移住できる環境整備と空き家の利活用を促進する。

2 主な事業内容

。とっとり暮らし住宅相談員の配置・育成

・委託先 (公社)鳥取県宅地建物取引業協会

-配置人数 2名 ※宅地建物取引主任者の有資格者

・配置場所倉吉市:1名

米子市:1名

，鳥取市:1名…地域住民生活等緊急支援のための交付金「地方創生先行型」を l
l 活用して実施 l 

-業務内容 移住希望者からの住宅相談対応、空き家情報の収集や発信

<参考>地域人づくり事業

失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で

行う、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目

的として、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項市町村振興費
1回 自治振興費

とっとり暮らし支援課(内線:7129) 

(単位:千円)

.事業名 本年度 前年度 比較
Qt 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

若者定住等による集 (基金繰入金)

落活性化総合対策事 67， 463 52， 328 15， 135 51， 263 16，200 

業

トータルコスト 72， 899千円(前年度 58，519千円) [正職員0.7人]
主な業務内容 補助金事務、市町との連絡調整、事業PRなど

移住定住環境の充実を進めるほか、移住者が地域に溶け込むようサポート体制の

工程表の政策目標(指標) 充実を図り、移住して就業したり豊かな自然環境の中で生活を楽しむ移住者の増

加を目指す。

事業内容の説明 【「とっとり支え愛基金」充当事業]

事業の目的・概要

小規模高齢化集落の限界化に歯止めをかけ、将来に向けてその解消を図るため、将来の集落を担う

新たな人材とされる移住者を確保し、小規模高齢化集落を含む地域が一体となって行う地域の保全、

地域活性化に向けた取組について、市町村等と連携して総合的かつ重点的に支援する。

平成28年度末までに地域プランを策定し、平成30年度までの聞に事業を行う集落等について支
援を行う。

2 主な事業内容
(1)若者定住等による集落活性化総合対策事業費補助金(事業費:65， 663千円)
市町村が対象地域として指定した小規模高齢化集落を含む地域が行う地域の保全、地域活性化に

向けた取組等に対して、市町村と連携して支援を行う。(県は市町負担経費の2/3を支援)
(ア)対象地域

地域の住民組織が一体となって、移住者を受け入れ小規模高齢化集落の解消を視野に入れた地域

プランを策定し、地域活性化の取組を重点的に行う地域。

(イ)事業概要

①小規模高齢化集落再生に向けた地域への支援

0地域の維持活動や活性化に向けた取組支援(既存事業の補助率を2/3まで路上げ)
-地域の保全対策に係る取組、地域活性化に係る取組、集落内の空き家の除去に係る取組

②地域に居住する移住者への支援 (3年間限定)
0移住者への直接支援
-移住者への奨励金 (250万円/世帯・年間)
-移住者が居住する住宅の整備・家賃補助、農林業機械の購入等への支援(上限250万円)等

(2)小規模高齢化集落応援事業(事業費:1， 800千円)
.NPO等の団体が小規模高齢化集落を中心に行う、安全・安心な暮らしづくり、地域活性化の
取組に係る活動経費を支援 (30万円/事業)

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年度から本事業に取り組み、 11集落で地域プランが策定され、計24名の移住者を受入
れ、地域と移住者が一緒になって集落の維持・活性化に取り組んでいる。

事業に取り組んでいる集落では、移住者が中心となって行うイベントや情報発信により、県内外か

らの来訪者で集落が賑わい、集落や地域へも好影響を与え、地域活性化に向けて集落の人たちの意欲

が喚起されるなどの事例も出てきている。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
4項市町村振興費
1目 自治振興費

事業名

鳥取県移住定住推進

交付金

本年度 前年度 比較

96. 619 74. 173 22.446 

とっとり暮らし支援課(内線:7128) 
(単位:千円)

目オ 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(雑入)

10 96. 609 

トータルコスト 105. 161千円 (前年度 83.460千円) [正職員:1. 1人非常勤職員:1.3人]
主な業務内容 鳥取県移住定住推進交付金の交付

工程表の政策目標(指標) 住んでよしの鳥取県の持つ彩り、輝きをアピ ルし、 IJUタ ンを関西圏のみ
ならず首都圏等でも働きかけ、平成23~26年度の 4年間で 2千人の移住者を受け
入れる。

<平成26年度末指標> 2.000人
事業内容の説明

事業の目的・概要

市町村が取り組む移住定住推進に係る事業を支援することで、本県への移住定住の促進を図る。

2 主な事業内容
(1)移住定住推進交付金 (単位:千円)

交付対象事業 交付率 上限額 予算額

(1)専任相談員の設置・活動への支援 市町村 1. 000千円/市町村
(2 )お試し住宅整備(新築)への支援 負担額 5.000千円/件
(3 )移住定住者・一地域居住者への住宅 の1/2 1. 000千円/件
支援
(4)空き家活用事業(改修経費)への支援 2. 000千円/件 94. 150 
(5 )空き家活用事業(家財道具処分等の 400千円/件
経費)への支援
(6)空き家改修費等の概算見積支援 10千円/戸
(7)民間団体との協働による移住定住の 1.000千円/件
一元的な推進

(2)非常勤職員の配置(1名) 2.469千円

3 これまでの取組状況、改善点
本交付金により、移住者への相談体制づくり、住宅支援、お試し住宅の整備等、移住施策の主体と

なる市町村の取組が活発化し、このような市町村の取組により、近年、移住者数も着実に増加してき

ている。

※平成23~26年度の移住 2. 000人目標の達成に向けて取り組み、平成25年度でl年早く
目標を達成した。 (2.172人)
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
「社会の役に立つこと」を学ぶため、地方での課題解決に取り組む若者を県内に呼び込み、学校
や自治体・地域等の課題解決に取り組む「学びの場」を創出する。

2 主な事業内容
(1)事業内容
①問題解決型長期インターンシップの実施
学校・自治体・まちづくり団体などが、首都圏の若者とともに課題解決に取り組む、特色ある
インターシシップを実施する。
・地域で課題を抱えた者(まちづくりをおとなうNPO、農林水産団体、商工団体、学校等)
の課題を明確化する。
・課題にマッチする首都圏の若者誘致のための広報・セミナー・面接等の募集を行うロ

② インターンシップのノウハウ蓄積
インターンシップを通じて明確化した課題や、課題解決に至る過程を記録・整理し、取組事例
や手法(ノウハウ)を蓄積する。
-若者の学びのニーズと若者と課題解決したい団体をマッチングさせる手法や仕組みを創造
する。

③学部、研究室、ゼミ等の県内移転をPR
上記①、②を活用し、首都圏の大学等に県内移転や、県内での教育活動の実施を働きかけるロ

(2)推進体制
県緊急雇用創出事業(地域人づくり事業)及び地域おこし協力隊制度により、地域課題解決に取
り組む熱意を持った首都圏の務者を活用した体制を整備する。

(3) 本事業活用の想定事例
高校へのコーディネーター配置による町と連携した中山間地域の高校の魅力向上
私立高等学校の魅力向上
地域づくりに取り組むNPO等の人材確保など
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5款労働費
1項労政費
1目 労政総務費

平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

事業名 |補正前 l補正
金(穆事業とヲ毒薬品| 。| 104. 350 

トータルコスト 。 112.089 

従事する職員数 0.0人 1.0人

工程表の政策目標(指標)

雇用人材総室[蔵業支援室1(内線:7229)
(単位:千円)

一一一T一一一一一一ー寸
訳財

国庫支出金

源 内
計 備考

104.3501 88.324 16. 026 

112. 08引(補正に係る主な業務内容)

1.0州 助成金認定審査、支給事務

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業
1 事業の目的・概要
地方創生の一環として、都市部の人材の本県への移転を促進するため、鳥取県技術人材パン
ク等を通して県外に在住するプロフェッショナル人材を受け入れた県内企業に対し、試周期
間中の給与等に係る経費を助成し、転入就職者と受入企業との相互理解を図った上で正規雇
用実現につなげる。

2 主な事業内容
(1 )補正額 104， 350千円
(2 )制度の内容
0対象となるプロフェッショナル人材
受入企業が求める専門スキル等について、実務経験や免許資格等を考慮し、技術人
材バンクが扱う「技術的職業J及び「専門的職業Jの職種においてプロフエツショナ
ル人材と認定する者
(例)・技術的職業 …工場長等経験者、技術開発リーダー経験者、プログラマー、 SE、電子回

路基板設計、機械構造・機構設計、薬品分析・検査等
・専門的職業(キ)・・…企業経営・マネジメント経験者、海外事業企画経験者等
(事)経営管理や海外戦略等の専門的性質の業務であり、本助成金制度創設に併せて技術人材パンク
の対象職種に追加

O試用就業期間
原則3ヶ月間とし、企業の事情により最長6ヶ月間の実施が可能
。想定雇用者 100名8補助率 1/2曜用者の基本的給与、通勤手当、事業主負担保険料守が対象経費)
支給要件試用期間の後、正規雇用とすることを要件とする。

県外在住

プロフェッシ
ョナル人材

@フォロー

3 これまでの取組状況、改善点
・技術系人材の県内就職及び県内企業の技術系人材の確保を促進するため、「鳥取県技術人材
パンク」を設置し、技術コーディネーター(県内3名、東京2名、大阪2名)を配置し、県内
企業の人材ニーズ等に対応したきめ細やかな就職支援を実施している。
・技術人材パンクの登録状況(827.1. 15現在)
0求職登録者 361人(うち県外111人、県内250人)、 O求人登録件数 407人(93社)
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 鳥取カ創造課(内線 :7248)
2目 計画調査費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国腕峰 起債 その他 一般財源

(財産収入)

鳥取力創造運動推進 54，612 50， 129 4，483 30， 367 6守 675
事業 佳単語嘩N.国

17， 570 
トータルコスト 77， 907千円(前年度73，346千円Ll正職員:3.0人]
主な業務内容 補助金交付事務、委員会運営、広報・ PR活動、基金管理
工程表の政策目標仕旨標) 多実現様な活動を行う様々な主体が自主的かっ連携して地域づくりに取り組む社会を

する。
事業内容の説明

事「み業んのな目で的や・概要
らいや未来づくり」パートナー県政の実現に向け、県民、 NPO、住民団体、事業者な

どの様々な主体が連携し、地域の特性を活かした魅力ある地域づくりに取り組む活動の支援や機運酪
成、ネットワークづくり及び人材育成などに取り組み、活力ある地域の創造を図る。

2 主)な活事動業内容
(1 のサポート(鳥取力創造運動支援撞助金) (単位:千円)
区 分 予算額 内 n令hヨー

(7， 000) 地域づくり活動に意欲のある団体が行う、新たな 歩を踏み
スタートアップ型 7， 000 出す取組、これまでの取組の拡充、試行的に行う取組に対し支
(新規分) 援

-補助金額:上限10万円(補助率10/10)、70件程度
(2， 000) 地域づくり活動を継続的に実施する団体がこれまでの取組に

スタ『トアップ型 3， 500 工夫を加えて継続する取組に対し支援(過去スタートアップ型
(継続分) の補助を受けた取組が対象)

-補助金額:上限10万円{捕助率3/4)、35件程度
(4， 500) 過去にスタ トアップ型(継続)の補助を受けて実施した取組

ステップアップ型 3，000 で、事業を中・長期的に継続・拡大していくための取組に対し
支援(事業に必要なハード整(補備助費率を対象とする)
-補助金額:上限30万円 3/4)、10件程度

(8， 000) 地域づくり活動に意欲のある団体がこれまでの活動を発展さ

発展型 8，000 せる取組で、他のモデルとなり地域の活性化に寄与する活動に
対し支援(事業に必要なハード整備費を対象とす8件る)程
-補助金額:上限100万円(補助率3/4)、 度

(8， 000) 複数の活動団体が協力・連携(ネットワ ク化)して新たな

ネットワーク型 S，OOO 成果を生み出す事業に対し支援(事業に必要なハード整備費を

対象とす助金る額) 
-補 :上限200万円(補助率3/4)、4件程度
市町村等定の地域範囲をカバ し、域内の団体活動をサボ
トし盛り上げる団体(ネットワーク組織の結成・運営を支援
ア 対象事業(ネットワーク組織で想定する業務): 

【新規】 (0) -地域情報の収集、集約及び発信(団体基礎情報、イベント
みんなですすめる 情報のデータベース化、ホームページ整備)
鳥取カ!支援事業 6， 000 -地域づくりに係る勉強会の開催
(仮称) -地域内団体相互の情報交換・交流(相談への対応、団体間

のつなぎ役、活動発表会、交流会の実施)
イ 補助対象経労:活動費及び人件費(一部)

ウ 補墾業助金期額:上;年限間20(平0万成円2/7年年度(定額29補年助度)、費3件負程担任度
エ間:，;，+，r.l ¥"fobJ<.ll :tF1lf-債為)

【廃止] (4，510) 
発展型(市町村連 平成26年度で終了
携コース) 。(みんなですすめる鳥取力!支援事業(仮称)実施により、よ
ネットワーク型(市 り厚みのある地域づくり活動の促進を支援する)
町村連携コース)

計 (34，010) 
35. 500 

※ つの団体が同 区分で受けられる補助金はl回限り
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計 I (1， 268) 
L必Z

鳥取力サイトの運
営(鳥取カ実践団
体登録制度)

鳥取カ創造運動P
R 

3， 084 

(2， 000) 

鳥取力創造まつり 3， 570 

(単位:千円)
丙 容

鳥取力創造運動の推進に関する事項について総合的に審議
.鳥取力実践向上のための助言
・鳥取力創造運動茂重量補助金審査翠議皇の設定、申請事業の審査
・補助金採択事業に対する評価・助言
・鳥取力創造運動活動表彰に係る応募事案の審査、表彰

-マスコ
・まちづくり事業を県で集約し、月 1回程度まとめて報道機
関等へ情報提供

り上げるイベントを開
-トークセッション(地域づくりに携わるパネリスト等によ
る対談)
・分科会(テーマを設定し、実践事例を元に意見交換
・活動団体による活動PRブースの設置、交流の場づくり
平成27年度は、新たに鳥取力創造まつり実行委員会(事務局
: (ー財)とっとり県民活動活性化センター)を立ち上げ、地域
づくり関係者や関心を持つ県民に参画いただき、内容の充実と
広範な主体の協働を推進する。

(4)某令積立令・標準事務費
区 分 l 予算額

基金積立金 I (4，513) 
6.877 

標準事務費 I (2，737) 
主盆1

計|仔， 250) 
l札308

(単位:千円)
丙 容

・運用益の鳥取力創造運動推進基金への積み立て
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3 これまでの取組状況、改善点
(1)取組状況
・平成初年度は鳥取力創造運動支援補助金の対象事業130件を採択し、県内各所での新たな地域づくり
の機運の醸成につながった。また、既存の団体の活動に刺激を受けた他の団体が新しい実績をあげ
るなど、地域の力を引き出す補助制度として認識が高まってきている。
・鳥取力実践団体登録制度により、 283団体(平成27年l月15日現在)の登録を行うとともに、各登録団
体の活動内容を鳥取力サイトに掲載し、情報発信や活動団体聞の交流を促進した。
・鳥取力創造運動PR事業では、県内各地の地域づくり活動の代表例を新聞紙面、ホームページ等で
紹介し、県民への啓発や活動団体のモチベーションの高まりを図った。
・鳥取カ創造まつりでは、活動団体の紹介コーナーの設置や交流会等を行うとともに、鳥取力創造運
動活動表彰で他団体の活動のモデルとなる優良事例の表彰を行い、活動団体が自らを発信し、交流
する契機として有効な場となっている。

(2 )改善点
・みんなですすめる鳥取力!支援事業(仮称)を新設し、地域内の活動団体をネットワーク化しサボー
卜する組織を支援する乙とで、単体(点)からネットワーク徽・面〕へ、より厚みのある脳禽ゴくり活動
や、地域のことは地域で解決する自主性、相互扶助の促進を図る。
・鳥取力創造運動推進委員会を充実し、補助金等の審査に限らず地域づくり現場視察も含め定期的に
意見・助言を受ける機会を設定する。
・鳥取力創造まつり推進委員会を新たに設け、地域づくり関係者や関心を持つ県民に参画いただき、
内容の充実と広範な主体の協働を推進する。
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2款総務費
1項総務管理費

3目広報費

事業名

県民課

協働提案・連

携推進事業 鳥取捕脱隷

言十

トータルコスト

主な業務内容

工程衰の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

2日計画調査費

県民課 (内線:7848) 

鳥取カ創造課(内線 :7071)

(単位:千円)

Rオ 源 内 訳
本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

1. 813 1. 841 ム28
(繰入金)

613 
1. 200 

(繰入金)
18， 245 16， 270 1. 975 

16， 000 
2，245 

20， 058 18， 111 1. 947 17， 200 2， 858 
38， 694千円(前年度 32，041千円) [正職員:2.4人役]
(内訳:県民課 11，131千円[正職員:1.2人役]
鳥取力創造課 27， 563千円[正職員・1.2人役])

事業実施に係る提案募集、審査会の運営、研修の実施、各種調盤、委託事務

の実施

多様な活動を行う様々な主体が自主的かつ逮携して地域づくりに取り組む

社会を実現する。

-地域課題解決のため、「民」と「官Jが協働で実施するととが適当な事業について、計画から実施

までを民間主導のもと官民協働により実施するために必要な経費を支援し、県民参画及び協働のモ

デルを創出する。

-平成26年度から、県民から地域課題を募集する「民間課題提示コース」に加え、県が民間団体と
協働で行いたい県政課題について募集する「県課題提示コース」を創設している。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 内容

県との協働により主導的に地域課題解決に取り組む

協働提案・連携推進事業
団体に対し、具体事業を募集し、採択された事業の実

l計画策定補助l
(1. 841) 施計画の策定に係る経費を支援するロ

【県民課実施】 1. 813 0補助金額:上限300千円(補助率10/10) 4件
審査に係る経費:613千円
0実施時期・平成27年度
0上記事業により協働で策定された計画の実行可能
性等を審査し、採択された事業の実施経費を支援す

る。(事業実施期間は2ヵ年)
-平成26・27年度事業分(債務負担行為)
補助金額:上限2，000千円(補助率10/10)、4件
-平成27・28年度事業分(債務負担行為)
補助金額:上限2，000千円(補助率10/10)、4件

-H/窃筆【{鳥動業取提実案力施創・補連造助課携}推進事業 (16， 270) 審査に係る経費:412千円

18， 245 
0協働に関する理解を深める研修を実施する。

実施】 -平成25・26年度事業分
事業効果検証 (2回)に係る経費:275千円
-平成26・27年度事業分
事業振り返り研修(1回)に係る経費:232千円
-平成27・28年度事業分
基礎研修(1回)、アドバイス研修(団体毎に4回
分)に係る経費:1， 156千円
0標準事務費:170千円

言十
08， 111) 
20， 058 
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冒園田医溜闘園田 瞳藍臨翠圏

3 これまでの取組状況、改善点

。取組状況

平成26・2干年度事業においては、 11件の応募に対し、下記4件を採択。平成26年度末までに計画
策定が終了し、事業実施補助のための審査会を開催する見込み。

(1団体は平成26年10月に計画策定が終了し、事業実施中)

]一体一団寸
択一採一
名

業
一
体

事
一
団

度一年「
マ
』
-

q
'
u
-

-
一
加
一
分

成
一
区

平一[一

民間課題

提示コー

ス

県課題提

示コース

市民エネ

ルギーと

っとり

公益財団

法人鳥取

民華美術

館

特定非営

利活動法

人地域ス

ポーツ推
進協会

若葉台木

もれ陽プ

ロジェク

ト

事業概要

[参加型地域エネルギーと一次産業振興】

一次産業の現場に再生可能エネルギーを導入し、地域の価値(エネ

ルギ一、農産品、お金)を地域内に循環させる仕組みづくりを行う。

[鳥取の至宝 f吉田湾也」を活用した民工芸振興]

民芸の巨匠「吉田理也Jの手法を基本に据えて、木工、家具、陶芸、
竹工などの手仕事地場産業の再構築を図り、この分野の市場開拓を

進める。

(※平成26年10月24日審査会で事業実施補助採択)
【子どもの体力向上プロジェクト〈児童生徒の体力向上推進>l
幼児期は神経の発達期であり、幼児期からの体力の実態調査に取り

組み、体力向上に向けた課題把握とその具体的解決策を構築する。

【若葉台皇山再生プロジェクトく木質バイオマスを活用した地域活

性化>l
里山整備に伴い発生する伐採木(木質バイオマス)のエネルギー利

用の普及促進と地域利用の実践を通じて、地域コミュニテイの活性
化を図る。

0改善点

平成25年度採択事業 (3事業)の成果の出る平成27年度より事業の効果検証を実施し、平成26年度

採択事業の成果検証と合わせ、今後の事業のあり方の検討に役立てる。
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2款総務費
2項企画費

2目計画調査費

事業名

とっとり県民活動活

性化センタ一事業

トータルコスト

主な業務内容

H 査の政軍目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

鳥取カ創造課(内線:707 1) 

(単位:千円)

本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(基金繰入金)

68， 413 59， 398 9，015 67， 792 621 

86， 273千円 (前年度:77， 198千円) [正職員:2.3人l

委託事務の実施、各種連絡調整

総合ボランァイアパンクを開設するほか、県民のボフンティア参加やNPO、

自治組織等の支援体制を構築し、県民参画による活動を推進する。

平成 27年は f地方創生元年」であり、真に地方を創生していぐには、県民が主体的に地域の抱

える課題に取り組んでいくことが重要である。

この県民による主体的な活動を活性化していくためには、専門的な支援、人材の育成と各主体の

ネットワーク化が欠かせないことから、これに資する事業をとっとり県民活動活性化センターに委

託して実施する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 d廿で'

「とっとり (58， 777) 向ボラ地ン7ティア活動支援事業 4. 262千円 (4，991) 
県民活動活 67， 792 方創生にあたり県民の主体的な活動が促進されるよう、県

性化センタ 民の社会参闘機会の創出、促進する事業を実施

一」への委 -ボランティア受入促進事業 487千円[新規]
託 ボランティアの受入団体が、ボランテイアの力を最大限巳活用

して成果を生むための「ボランティアマネジメント研修Jを関
催

-社会人ボランティア(プロボノ)推進事業 1. 696千円
【拡充]地元の社会人ボランテイア人材を発掘

-子ども・若者ボランティア企画助成事業 734千円
【拡充11 0代全般、高校生・大学生まで助成対象を拡大
-ボランティア支援ネットワーク事業 1. 027千円

②地域-地ボづ方ラく創りン生活テに動ィア参加促進事業 318千円
支援事業 3，004千円 (3，800) 
資する地域づくりが継続・発展するよう、先進事

例視察に要する経費の補助、情報発信等を実施

-地域連携促進事業 1. 120千円[新規]
市町村や地域づくり団体と連携して研修・交流する「まちづく

り交流会」やテーマを決めて多様な主体が参加し議論する「地

域円卓会議J等を開催
-地域づくり研修企画補助事業 630千円
[拡充]地域づくり団体等が企画する研修会や県内外の先進事例

の視察経費を補助対象に追加

-地域づくり活動ノウハウ提供事業 111千円
-地域づくり研修参加促進事業 627千円
-鳥取カトップランナー輩出事業 516千円

③NPO活動支援事業 7， 421千円 (6，491) 
NPOの育成、活動基盤の強化を図るため、基盤強化研修、
実態把握、専門家派遣等を実施

'NPOネットワーク構築事業 1. 397千円【新規]
東部、中部、西部毎にセンターが触媒となってNPO等が参加
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標準事私費

ト一一~--'.
吾7

L一一一一一司戸一

(621) 
621 
(59， 398) 

盟4旦
<セン5一刀概要>
-所在日;鳥取県倉吉市

する実行委員会を立ち上げて rNPO交流会jを開催
'NPO組織基盤強化事業 715千円
【拡充]会費、寄附等の参加型の支援収入の増加を促進する研修

を実施

'NPO経営実態把握事業 517千円
[拡充】適正な法人運営のためのチェツクシートを作成

・専門家・アドバイザ一派遣事業 444千円
[拡充1NPO等活動経験者を地域・分野のアドバイザーとして
登録

.NPO支援力強化事業 350千円
・認定・条例個別指定取得推進事業 349千円
.NPO事務力強化事業 1. 519千円
問 ・非営利公益活動広報補助金交付事業 2.130千円
共通支援事業 5， 564千円 (5，743) 
県民活動に共通する課題に対応するため、きめ細かな相談体

制の整備、情報発信等を実施

[新規]各圏域センター機能強化事業

※事業費は他事業「みんなで地方創生事業」のとっとり創生支援

センター(仮称)設置経費で要求 (4，331千円)
県と協働して拠点機能を充実強化(東部西部に職員1名常駐)

し、圏域内の相談対応、団体問・他分野機関とのネットワーク

構築支援等を実施

【新規]社会的ビジネス支援事業

※事業費は他事業「相談対応・出前相談事業J(298千円)、
rNPOネットワーク構築事業J(1， 397千円)で要求
コミュニティビジネスや一般・公益法人の現状把握・調査を実施

社会的起業を含む非営利法人全般を対象とした講座を実施

-民間協働型活動支援事業 902千円
[拡充】企業との協働や県内外の支援団体との連携を強化した、

NPO等の資金調達支援プログラムを実施
-相談対応・出前相談事業 298千円
-助成金活用促進事業 787千円
・情報集積・発信事業 3. 577千円

・代表;~".・理事長 山根到 (非常勤)

-役員:評議員5名、理事長他理事8名、監事2名
・事務局体制:毛利葉センター常務理事兼事務局長他、常勤3名、非常勤1名の合計5名
→平成27年度から、常勤5名(1名増)、非常勤2名(1名増)の合計7名体制
・支援部門:ボランティア活動、地域づくり活動、 NPO活動

3 これまでの取組状況、改善点

(1)取組状況

・鳥取県及び県内全19市町村から出えんにより、平成26年 1月23日に、一般財団法人とっとり県民

活動活性化センターを設立した。

・ボランティア活動、地域づくり活動、 NPO活動に係る各種相談に対応するほか、ふるさとプロ

ボノ事業、鳥取力トップランナー輩出サポート事業、リーダ一人材養成事業、 NPO事務力向上

事業、情報誌発行事業等を実施した。

(2)改善点

・平成27年度は、地方創生への地域での取組みを支援するため県と協働して拠点機能を充実強化

(東部西部に職員1名常駐)し、よりNPO団体等と密接な関係を築き、団体の元気づくり、団

体問のネットワーク化を図る。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

2款総務費
4項市町村振興費
l目 自治振興費

地域振興課(内線:7056) 
(単位:千円)

事業名 補正前 補正 計
財源内訳 I

l備考

(新)みんなで地方創

生事業

トータルコスト

従事する職員数

工程表の政策目標(指標)I官民

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

。
0 
0.0人

国庫支出金|起債 |その他|一般財源

川 1134，3311川 5，000

34，331 I 34，331I (補正に係る主な業務内容)
乱0人 I 0.0λ|民間団体等が取り組む地方創生に資する取組

の支援及び官民一体となった取組の推進

体となった地方創生の取組推進

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

地方創生の推進に向けて、民間団体等が取り組む地方創生に資する取組を支援し、官民一体とな

った取組を推進する。

地域の実情や特性に配慮しながら、時機を失することなく効果的に事業実施できるよう、東部振

興監、中部・西部総合事務所長の裁量により活用できる枠予算として設定する。

併せて、東部振興監、中部・西部総合事務所に「とっとり創生支援センター(仮称)Jを設置し、

地域ごとに市町村やNPO等から寄せられる地方創生に関する相談や活動支援の要請に対応する。
l センターには、一般財団法人とっとり県民活動活性化センターの職員も配置し、県職員と一体と
なって対応するロ

2 主な事業内容

(1)民間団体等が実施する地方創生に資する取組に対する支援

0事業メニュー
.NPO法人、民間団体等が取り組む事業への助成(民間補助7
・総合事務所等が自ら取り組む事業費(直営)

0所要経費
10， 000千円X3機関(東部振興監、中部・西部総合事務所)=30， 000千円

(2) Iとっとり創生支援センター(仮称)Jの設置

0センターの機能
各圏域における地方創生に関する相談窓口として、県・とっとり県民活動活性化センターが

一体的に市町村やNPO等からの提案の受付、相談対応等を行う。
O所要経費
とっとり創生支援センター(仮称)設置経費 4， 331千円
・とっとり県民活動活性化センター活動費等(事務所経費、職員旅費)

3 これまでの取組状況、改善点 、/、

地方創生に向けた県・市町村の情報共有・協議の場として、 f鳥取創生チーム」を設置し、東部・

中部・西部の圏域ごとに開催した。 NPO等の関係団体にも参画いただき、民間の意見・提案を取
り入れながら検討を進めることとしている。

<第1回会議参画団体>
各市商工会議所、鳥取県商工会連合会、各JA、鳥取県森林組合連合会、とっとり県民活動
活性化センター(今後、検討テーマ等に応じて追加等を検討)
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

4項市町村振興費

1目 自治振興費

地域振興課(内線:7089) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
st 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)

市町村創生交付金 270. 000 。270. 000 270. 000 

トータルコスト 285. 530千円 (前年度 O千円) [正職員:2.0人]

主な業務内容 制度設計、申請内容の審査、交付金の交付

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

〔本事業は、鳥取県市町村交付金を廃止し、より自由度を高めた交付金として新設するもの。〕

事業の目的・概要

地域の特性に応じて主体的に実施する事業を対象として県が市町村に交付金を交付することに

より、市町村が将来にわたって活力ある地域社会を形成していく地方創生の推進に資する乙とを

目的とする。

2 主な事業内容

根拠規程:鳥取県市町村創生交付金条例

(1)交付率

交付金対象事業費の 1/2以内

(2)交付対象

市町村独自で行う(園、県等の補助金を受けていなしミ)事業の一般財源. 
(3 )配分方法
. 交付金総額の95%を基本交付額として各市町村に配分
基本交付額は、財政割(標準財政規模、財政力指数を勘案)、均等割、人口割で構成

. 基本交付額を超過した部分については、調整交付額(交付金総額5%)を基本交付額を
超える事業を実施した市町村の当該超過部分であん分して配分

<従来の市町村交付金との違い>

対象事業について、メニュー方式を廃止し、市町村が自らの意思及び判断で行うべき事業すベ

てを算出基礎とする。

3 これまでの取組状況、改善点

従前の市町村交付金をより使いやすいものとするため、対象事業の制限を最小限(国・県補助対象

事業、人件費等は対象外)とし、市町村の事業選択の自由度を高めようとするもの。

また、市町村からの要望を踏まえ、財政審j及び人口割を引き上げて、基本交付額を90%から95

%に引上げようとするもの。

なお、鳥取県市町村交付金条例は廃止する。
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6款農林水産業費
5項水産業費
7目 漁港管理費

空港港湾課(内線:7405)
(単位:千円)

事業名 考

(新)市町管理機港協働

連携事業 1 15.0541 01 15.054 
トータルコスト I 15.054千円(前年度 O千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 |補助金業務(申請書審査、交付決定、事業報告の確認等)、研修会開催

工程表の政策目標(指標)I一
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

(1)海岸環境の保全及び公衆の海岸の適正な利用を図り、海岸(県土)の保全を推進するため、市町
漁港管理者とサンドリサイクルに係る協働連携事業を実施する。

(2 )源業活動の拠点である漁港を適正に整備、維持管理し、漁港施設の長寿命化により漁業活動を継
続させ、本県の重要産業である水産業の振興を図るため、市町漁港管理者と技術的な連携の強化を
図る。

2 主な事業内容 (単位.千円)

事業名 事 業 内 d甘~ 事業費

サンドリサイクル 市町管理漁港の淡諜土砂を当該市町以外が管理する砂浜海岸 14. 900 
協働連携推進事業 にサンドリサイクル(養浜)するものについては、隣接する

砂浜海岸の管理者である県が海岸環境の保全及び公衆の海岸

の適正な利用を図り、県土の保全を実施すべき役割を担って
いることから、費用の一部(運搬・投入経費の 1/2)を負
担(アロケ)する。

市町漁港関係事業 市町漁港管理者と技術的な連携を強化するため、漁港関係事 154 
技術連携事業 業に関する研修会を開催する。 (漁港関係事業制度、漁港管

」
理、漁港施設の長寿命化対策、高度衛生管理型漁港など)

サンドリサイクルのイメージ図

3 これまでの取組状況、改善点

( 1 )県内の砂浜海岸では、侵食されている箇所もあり、サンドリサイクルによる淡深土砂の有効活用
が必須となっている。砂浜海岸の保全、良好な海岸環境の創出及び総合的な土砂管理の推進を図る

上で、漁港・海岸管理者が協働・連携して取り組んでいくことが重要である。

(2)また、国土強靭化の観点から、今後、市町漁港管理者は補助事業により漁港施設の長寿命化を推
進する必要があるが、新たな取組であり、技術的な連携強化が必要となっている。(県は平成21 
年度から国庫補助による長寿命化対策事業を実施している。)
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